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Ⅰ．はじめに 

１．業務の目的 

浄化槽は、人口密度の低い地域において効率的に整備出来る分散型の生活排水処 

理施設であり、これまで地域の生活基盤としての役割を果たしてきた。さらに、少 

子高齢化・人口減少等の社会情勢の変化等の社会的ニーズを踏まえると、その役割 

は一層高まるものと考えられる。このようなニーズに浄化槽が応えていくためには、

次世代浄化槽システムとして更なる環境負荷低減を図っていくことが望まれる。 

併せて、今後の課題として、将来的な人口減少に対応した効率的な汚水処理に資

する浄化槽の小型（小人槽）化の可能性・メリット等の検討や、令和元年の浄化槽

法改正により創設された特定既存単独処理浄化槽制度の更なる活用に向けた対応

策（特定既存単独処理浄化槽の判定基準の明確化等）の検討等が求められる。 

加えて、我が国の2050年カーボンニュートラル宣言や2030年度までの温室効果ガ

ス排出量46％削減目標を受けて、浄化槽分野においても一層の省エネ化や再生可能

エネルギー導入を進め脱炭素化に貢献していくことが求められる。 

また、平成27年９月に持続可能な開発目標（SDGs）が国連で採択され、水分野に 

おいて令和12年までに未処理汚水の割合半減目標が掲げられている。この実現に向 

けて東南アジアをはじめとする途上国の生活排水対策の需要が高まっており、海外 

における浄化槽の設置基数も近年増加している。 

そこで本業務では、浄化槽システムの環境負荷低減効果に関する調査、浄化槽の

小型（小人槽）化に関する調査及び特定既存単独処理浄化槽制度の更なる活用に向

けた検討、並びに海外における浄化槽の最新設置基数と浄化槽関連企業による海外

向け普及促進の取組に関する調査を実施した。 

２．業務の内容 

２．１浄化槽システムの環境負荷低減に関する調査・検討 

   現状における浄化槽システムの脱炭素社会への対応状況を把握するため、環境配

慮型浄化槽の令和４年度下半期及び令和５年度上半期の出荷基数の調査を行った。

その際、中・大規模浄化槽も含めた規模別の調査も行い、併せて、環境配慮型浄化

槽の性能要件の妥当性についても検討を行った。  

２．２浄化槽の小型（小人槽）化に関する調査・検討 

   浄化槽の更なる小型化について、現在の最小規模である５人槽より小さい処理対

象人員の工場生産型浄化槽を製品化する場合における実現可能性や普及に係るコ

ストのメリット等について具体的に検討を行うこと。なお、検討に際しては、別途

環境省担当官より提供する「平成26年度浄化槽の低炭素化及び海外展開に関する調

査委託業務」（以下「過年度業務」という。）の「２．２浄化槽の小型（小人槽）化

に関する調査」を参照、加味することとし、実現可能性の検討については、処理性

能を考慮した上での浄化槽の形状と容量に関すること、コスト面でのメリット等に

ついては５人槽と比較してそれぞれ検討を行った。 

２．３特定既存単独処理浄化槽の判断の明確化に関する調査・検討 

 特定既存単独処理浄化槽制度の更なる活用に向け、特定既存単独処理浄化槽に対

する措置に関する指針（令和２年３月２日環循適発第 2003027 号環境大臣決定）の

明確化を図るため、昭和 44年に改正された建築基準法施行令に基づく構造基準（旧

建設省告示第 1726 号。以下、「旧構造基準」という。）に基づく既存単独処理浄化

槽について、製造年や使用年数、補修部品の供給の有無等、特定既存単独処理浄化

槽の該当性を明確に判断できる基準について具体的な検討を行った。併せて、旧構
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造基準以外の既存単独処理浄化槽についても、特定既存単独処理浄化槽の該当性を

明確に判断しうる基準について前広に検討を行った。 

２．４浄化槽の海外設置基数と海外向け普及促進の取組に関する調査 

（１）浄化槽の海外展開に関する調査 

   浄化槽の海外設置実績について、最新の浄化槽の市場規模や設置状況（基数・輸

出額）等について調査を行った。 

（２）浄化槽関連企業による海外向け普及促進の取組に関する調査 

   浄化槽関連企業による海外における浄化槽普及促進に積極的に取り組んでいる、

具体的な取り組み内容（環境省の支援事業も含めて、セミナー、ワークショップ、

展示会等）に関して、開催都市や主体及び概要等について調査を行った。 

３．過年度調査結果 

(一社）浄化槽システム協会で行った次世代浄化槽システムに関する調査検討内 

容について、過去３年度分の内容を整理して以下に示す。 

３．１ 2020(令和２)年度調査 

（１）浄化槽システムの環境負荷低減に関する調査 

    ①浄化槽全出荷基数に占める環境配慮型の割合は下表のとおりであった。環境

配慮型が占める割合は、性能要件が改定され消費電力基準が厳しくなった

2019年度に減少し、2020 年度に 2018 年度以前に近づくまで増加した。各社

が新たな性能要件に対応したことがわかる。また、５～50 人槽では 90％以

上が環境配慮型となっているが、51 人槽以上は環境配慮型が占める割合が

小さく、省エネ化をコンセプトとした浄化槽やブロワ等の開発が必要と考え

られる。 

全出荷基数中に環境配慮型浄化槽が占める割合 

人槽範囲 
2016年度 

(通年) 

2017 年度 

（通年） 

2018 年度 

（通年） 

2019 年度 

（通年） 

2020 年度 

（上半期） 

５～10人槽 99.6％ 99.9％ 99.5％ 94.3％ 97.2％ 

11～50人槽 85.5％ 76.6％ 74.3％ 73.8％ 91.7％ 

51人槽以上 29.2％ 33.8％ 26.0％ 16.5％ 18.5％ 

全人槽 97.8％ 97.5％ 97.0％ 92.3％ 96.1％ 

（２）浄化槽法改正の施行による共同浄化槽の普及に向けた技術的調査 

    ①共同浄化槽は複数の家屋の汚水を１基の浄化槽で処理するものであり、市町

村が汚水処理整備を進める上で、狭小家屋が密集するなどの地域特性から汚

水をまとめて処理する方が望ましい地域は、共同浄化槽を組み合わせ柔軟か

つ効果的に整備を進めることが期待されている。本項では、共同浄化槽の適

用に関連する技術情報や留意すべき内容について整理した。 

    ②共同浄化槽の計画に関しては、汚水をまとめる区画と浄化槽規模の算定及び

共同浄化槽に接続する管路施設の検討が必要となる。共同浄化槽の処理対象

人員算定は JIS A 3302-2000 に基づき、また、実定住人口を踏まえて検討し、

汚濁負荷量を適切なものとする。管路施設は、農業集落排水施設の指針等を

参考に機能性、経済性を有するとともに、調和のとれた合理的な汚水移送シ

ステムとなるよう留意する必要があり、それらの内容をまとめた。また共同
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浄化槽は、農業集落排水施設よりも小さい規模であるため、浄化槽処理促進

地域内の住宅密集地の汚水をまとめるなど柔軟な対応ができ、維持管理を一

元化できるなどのメリットがある。一方、共同浄化槽を設置する用地の確保

など、これまでになかった検討が必要と考えられ、留意事項をまとめた。 

   ③共同浄化槽の施工に関しては、浄化槽本体の施工は通常の浄化槽と同様であ

り、その内容を整理してまとめた。管路施設の施工に関しては、宅地内配管

と公道下の配管があり、それらの施工に関する技術情報をまとめた。なお、

浄化槽設置前の手続等については、法改正に基づき計画段階で包括されるこ

とになる。 

④共同浄化槽の維持管理に関しては、共同浄化槽の対象となる浄化槽を(一社) 

浄化槽システム協会員の主要な型式を放流水質別に整理し、それぞれの維持

管理上のポイントをまとめた。また、共同浄化槽では管路施設を定期的に維

持管理する必要があり、それらの内容について農業集落排水施設の管路施設

を参考にポイントをまとめた。なお、共同浄化槽の管理は市町村が行うが、

共同浄化槽の利用者（住民）は、浄化槽の使用の準則等について理解する必

要があり、使用料徴収や管理状況の報告などに加えて共同浄化槽に対する意

識向上が必要と考えられた。 

⑤共同浄化槽の設置費については、Ｓ市をモデルとして設置費用を試算した。

50 世帯の共同浄化槽の施工費を試算した結果、宅内配管が 15,000 千円、管

路施設が 551.5ｍで 66,180 千円、中継ポンプが６か所で 90,000 千円、共同

浄化槽（100 人槽）が 19,000 千円、合計が 190,180千円の試算結果となった。

比較として、50 世帯を５人槽×50 基で整備した場合の施工費は、宅内配管

が 15,000 千円、浄化槽（５人槽）が 41,000 千円、合計が 56,000 千円と試

算され、共同浄化槽の設置費用は個別設置に比べ 3.4 倍となった。 

  共同浄化槽については今年度からの事業であり、管路施設と中継ポンプの設

置費用等に関しては実績が少なく下水道施設を参考に試算した。共同浄化槽

の計画の際は、ⅰ）管路費用の縮減、ⅱ）住宅の配置を考慮して共同浄化槽

を複数に分ける、ⅲ）地域ごとの実績単価を積極的に採用する、など経済的

に安価となるよう柔軟に運用することが重要と考えられた。 

   共同浄化槽の維持管理費については、(一社)浄化槽システム協会員の主要な

型式を放流水質別に抽出し、それぞれの標準的な維持管理費を調査し整理し

た。 

（３）浄化槽の海外設置基数と海外向け普及促進の取組に関する調査 

①2020年に海外に設置された浄化槽について、(一社)浄化槽システム協会の会

員 16社に調査を行った。2020 年は 15ヶ国に小型浄化槽（50人槽以下）5,349

基、中大型浄化槽（51人槽以上）113基、合計で 5,462 基が設置された。2019

年以前の実績も加えると、49 ヶ国で小型浄化槽（50 人槽以下）35,953 基、

中大型浄化槽（51人槽以上）1,302 基、合計で 37,255 基が設置された。2020

年は新型コロナ（COVID-19）の影響もあり対前年比としては減少したが、現

地法人や代理店等の尽力により一程度の基数は確保されている。なお、これ

までに最も多く設置されている国は中国で、次がオーストラリア、さらにア

メリカ、ベトナム、ミャンマー等に多く設置されており、2020 年の海外設置

による輸出・輸送・施工の総額はおよそ 22～43億円と推定された。 

②2019 年に海外で(一社)浄化槽システム協会の会員 16 社が行った普及促進に

関する取組（FS調査や開催あるいは参画したセミナー、ワークショップ、展

示会など）について、時期及び内容を調査し表に整理した。2020 年は５件と
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2018 年（23 件）、2019 年（22 件）より大きく減少した。これは新型コロナ

（COVID-19）の感染拡大による渡航制限等が影響したと考えられ、2021年か

らあらためて国のバックアップを含めた活発な普及促進に関する取組が進

められ、浄化槽が海外の水環境改善・保全に貢献することが期待される。 

３．２ 2021(令和３)年度調査 

（１）浄化槽システムの環境負荷低減に関する調査 

①浄化槽全出荷基数に占める環境配慮型の割合は下表のとおりであった。環境

配慮型が占める割合は、性能要件が改定され消費電力基準が厳しくなった

2019年度に減少し、2020 年度に 2018 年度以前に近づくまで増加した。各社

が新たな性能要件に対応したことが分かる。また、５～50人槽では 90％以

上が環境配慮型となっているが、51 人槽以上は環境配慮型が占める割合が小

さく、要因について考察した。今後も、省エネ化をコンセプトとした浄化槽

やブロワ等の開発が必要と考えられた。 

全出荷基数中に環境配慮型浄化槽が占める割合 

人槽範囲 
2017年度 

（通年） 

2018 年度 

（通年） 

2019 年度 

(通年) 

2020 年度 

(通年) 

2021 年度 

（上半期） 

５～10人槽 99.9％ 99.5％ 94.3％ 98.0％ 99.4％ 

11～50人槽 76.6％ 74.3％ 73.8％ 91.3％ 96.2％ 

51 人槽以上 33.8％ 26.0％ 16.5％ 19.0％ 21.0％ 

全人槽 97.5％ 97.0％ 92.3％ 96.8％ 98.5％ 

 

（２）浄化槽の地球温暖化ガス排出量調査 

①2020年度の浄化槽分野における温室効果ガス排出量に関し、過年度調査と同

様に、排出量算定モデルを規模別・処理方式別に設定し、出荷数の加重平均

として、浄化槽の製造から使用における各段階別に分け排出量を算出し、過

年度調査値と合わせ整理した。2020 年度の一基当たりの温室効果ガス排出量

は、対 2013 年度比 84％、対 1990 年度比は平均人槽の小型化があるものの

42％となった。一人槽当たりの温室効果ガス排出量は、対 2013 年度比 89％、

対 1990年度比では 78％となった。 

②現状までの温室効果ガス排出量の減少傾向の延長線上から、2030 年度の排出

量は、2013 年度比で、５～10 人槽が 62％、11～50 人槽が 82％、51 人槽以

上が 76％となり、2030 年度目標の削減率 46％に対して未達となる試算結果

となった。目標達成には更なる削減施策に向けた開発等が必要と考えられた。 

（３）浄化槽システムの脱炭素化に向けた検討 

①浄化槽の脱炭素化に向けた技術の進捗について、過年度報告の内容を含め、

再度、整理・検討しまとめた。 

②槽のコンパクト化が寄与する温室効果ガスの削減は、単独転換を目標とした

コンパクト化が小型浄化槽を中心に早い段階で進められ、1990 年度比として

2011 年度には、５～10 人槽が 32.2％削減、11～50 人槽が 24.0％削減、51

人槽以上が 5.9％削減となった。2020 年では、５～10 人槽が 43.9％削減、

11～50人槽が 30.7％削減、51人槽以上が 20.9％削減となった。 

③共同浄化槽の設置は、その設置条件にもよるが消費電力量の比較から脱炭素

化に資することが示された。51 人以上よりも 11～50 人槽を適用する方が脱
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炭素化の効果が大きく、管路が長くなり原水ポンプが設置される場合は脱炭

素化効果が低下することが示された。消費電力量以外にも脱炭素化が見込ま

れる要素があり、共同浄化槽の普及促進のために更なる調査検討が必要と考

えられた。 

④浄化槽に用いる機器の省エネ化方法について、過年度調査内容を含め再整理

しまとめた。新たに、太陽光などの再生エネルギー電力を想定し、高効率直

流モータについてまとめた。また、流量調整用ポンプの稼働時間が長く能力

が過剰となることに着目し、インバータ制御による電力量削減率を試算し、

最大で 64％の削減となった。 

⑤間欠ばっ気運転の知見、製品事例及び課題について整理した。既設浄化槽に

関しては、低負荷時の過ばっ気対策として用いることが考えられるが、様々

な処理方式がある中で確立した技術ではないため実施が難しい。また、浄化

槽認定上の仕様から外れると解釈すると、制度上許容できる調整範囲として

明確に示されていない内容は実施が難しい。また、浄化槽開発時の性能評価

試験は 100％負荷を前提としたものであり、低負荷時の調整の自由度を含め

て試験で確認することが難しいと考えられる。一方で、世帯人口が減少傾向

であることから、間欠ばっ気による過ばっ気対策と脱炭素化ができればよい

との期待はあるため、革新的な施策となるよう検討が必要である。 

⑥その他の技術として、浄化槽に太陽光等の再生可能エネルギーを取り入れる

方法と CO2削減の試算を示した。また、脱炭素化に向け電力会社のエネルギ

ー構成比が変化していくことや、革新的な技術として期待されるＣＣＵＳ技

術、浄化槽分野においては新たに炭化装置によるカーボンネガティブの可能

性をまとめた。様々な分野の脱炭素化が進められた 2050 年カーボンニュー

トラルを想定し、浄化槽の温室効果ガス排出量を様々な仮定を含め試算した。 

（４）浄化槽の海外設置基数と海外向け普及促進の取組に関する調査 

①2021年に海外に設置された浄化槽について、(一社)浄化槽システム協会の会

員 16社に調査を行った。2021 年は 18ヶ国に小型浄化槽(50 人槽以下)7,073

基、中大型浄化槽(51人槽以上)367 基、合計で 7,440 基が設置された。2020

年以前以前の実績も加えると 51ヶ国で小型浄化槽 43,026基、中大型浄化槽

1,669 基、合計で 44,695 基が設置された。2020 年は新型コロナ(COVID-19)

の影響もあり減少したが、現地法人や代理店等の尽力により一程度の基数は

確保された。2021 年には回復傾向となり、未だ厳しい状況が続いているが、

今後に期待が持てる結果となった。なお、これまでに最も多く設置された国

は中国で、次がオーストラリア、さらにアメリカ、ベトナム、ミャンマー等

に多く設置されており、2021 年の海外設置による輸出・輸送・施工の総額は

およそ 23～46億円と推定された。 

②2021 年に海外で(一社)浄化槽システム協会の会員 16 社が行った普及促進に

関する取組（FS調査や開催あるいは参画したセミナー、ワークショップ、展

示会など）について、時期及び内容を調査し表に整理した。 

３．３ 2022(令和４)年度調査 

（１）浄化槽システムの環境負荷低減に関する調査 

①浄化槽全出荷基数に占める環境配慮型の割合は下表のとおりであった。環境

配慮型が占める割合は性能要件が改定された 2019 年度に減少し、2020 年度

に 2018年度程度となり、以降増加の以降にある。また、５～50人槽では 90％
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以上が環境配慮型となっているが、51人槽以上は環境配慮型が占める割合が

低く、ブロワ及びそれ以外の機器を含めた省エネ型の浄化槽開発（電磁式ブ

ロワの適用含む）が望まれる。 

全出荷基数中に環境配慮型浄化槽が占める割合 

人槽範囲 
2018年度 

（通年） 

2019 年度 

(通年) 

2020 年度 

(通年) 

2021 年度 

（通年） 

2022 年度 

（上半期） 

５～10人槽 99.5％ 94.3％ 98.0％ 99.6％ 99.8％ 

11～50人槽 74.3％ 73.8％ 91.3％ 95.0％ 95.4％ 

51 人槽以上 26.0％ 16.5％ 19.0％ 21.9％ 17.7％ 

全人槽 97.0％ 92.3％ 96.8％ 98.6％ 98.8％ 

 

   （２）浄化槽整備による地域の水質改善効果及び生活環境保全上のメリット等に関

する調査 

①浄化槽整備による地域の水質改善効果や生活環境保全上のメリット等に関

する事例調査及び検討を行い、16事例について、住民や関係者に対して分か

りやすく説明可能な資料として取りまとめた。その際、根拠に基づく内容と

し、また視覚的にも理解しやすい資料（写真や図表等を含む）となるようデ

ザインを工夫した。さらに、その中から地域の水質改善効果が明確な８事例

について、Web 上での閲覧を想定した形式で作成し（関連する情報にはリン

ク設定を行う等）、取りまとめた。 

（３）浄化槽の海外設置基数と海外向け普及促進の取組に関する調査 

①2022年に海外に設置された浄化槽について、(一社)浄化槽システム協会の会

員 16社に調査を行った。2022年は 20ヶ国に小型浄化槽(50 人槽以下)5,173

基、中大型浄化槽(51人槽以上)313 基、合計で 5,486 基が設置された。2021

年以前以前の実績も加えると 51ヶ国で小型浄化槽 48,325基、中大型浄化槽

1,856 基、合計で 50,181 基が設置された。2020 年は新型コロナ(COVID-19)

の影響もあり減少したが、浄化槽メーカや代理店等の尽力により一程度の基

数は確保されており、今後に期待が持てる結果となった。なお、これまでに

最も多く設置された国は中国で、次がオーストラリア、さらにアメリカ、ベ

トナム、ミャンマー等に多く設置されており、2022 年の海外設置による輸

出・輸送・施工の総額はおよそ 14～28 億円と推定された。 

②2022 年に海外で(一社)浄化槽システム協会の会員 16 社が行った普及促進に

関する取組（FS調査や開催あるいは参画したセミナー、ワークショップ、展

示会など）について、時期及び内容を調査し表に整理した。 

４．検討会の設置 

４．１ 実施計画の作成 

以下の項目を含め、実施計画を作成した。 

     ・過年度調査結果の取りまとめと今年度の課題 

     ・検討会のメンバー 

     ・開催時期と各開催回における検討項目 

     ・検討会資料の準備計画（資料収集内容、資料作成計画） 
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４．２ 検討会資料の作成 

    実施計画に基づき、検討会資料を作成した。資料は検討会の開催ごとに、議論 

   の内容を踏まえて更新した。 

４．３ 検討会の実施 

    実施計画に基づき検討会（Web併用）を実施した。 

（１）検討会のメンバー 

浄化槽に係る学識経験者、浄化槽技術開発の従事者、浄化槽の低炭素化技術の

専門家等 11名（別添１）を委員とする検討会を設置した。 

（２）開催回数及び開催場所 

検討会は計２回、ＡＰ浜松町にて開催した。 

（３）検討内容 

検討会では主に以下の内容を確認し、課題を抽出するとともに解決策を検討し

た。 

   １）第１回検討会 

・実施計画の妥当性 

・各調査検討項目における業務の進め方、取りまとめ方 

・資料の妥当性、整合性 

・その他関連事項 

２）第２回検討会 

・資料の妥当性、整合性 

・報告書の妥当性、整合性、取りまとめ方 

・その他関連事項 

（４）検討結果の取りまとめ 

各回において議事録をとり、意見等を資料へ反映した。 

（５）ワーキンググループの設置 

検討会を補佐する目的で、(一社）浄化槽システム協会の技術委員及び技術推

進部会委員から浄化槽技術開発の従事者 10 名（別添２）をワーキンググループ

の委員として選任し、情報の収集及び整理を行った。ワーキンググループによる

会議（Web併用）は計４回開催し、検討会の内容と整合しながら進めた。 
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別添１ 検討会のメンバー及び開催日時・場所 

 

 「委  員」   

   委  員  長：小川 浩 

常葉大学名誉教授 

    委   員：蛯江 美孝 

国立研究開発法人国立環境研究所  

資源循環領域 主幹研究員、企画部国際室 室長 

委   員：古市 昌浩 

       公益財団法人日本環境整備教育センター  

調査研究グループリーダー 

    委   員：三堀 純 

           エム・アール・アイリサーチアソシエイツ㈱ 

            サステナビリティ事業部 チームリーダー 

    委   員：山崎 宏史 

           東洋大学 理工学部都市環境デザイン学科 教授 

    委   員：足立 清和 

           アムズ㈱ 執行役員技術推進部 部長 

委   員：市成 剛 

フジクリーン工業㈱ 執行役員 水環境研究所長 

    委   員：岩橋 正修 

           ㈱クボタ 滋賀工場生産管理調達課 担当部長 

委   員：高橋 亘 

           ㈱ダイキアクシス 開発部開発一課 課長 

委   員：塚本 幸二 

㈱ハウステック 住機環境事業企画課 課長  

    委   員：和田 吉弘 

           ニッコー㈱ 技術開発部長     

     

   事 務 局：萩原 秀明（一般社団法人浄化槽システム協会専務理事） 

酒谷 孝宏（一般社団法人浄化槽システム協会常務理事）     

 

「開催日時」  第１回：2023年 12月 ６日（水） 14:30～17:00                       

           第２回：2024年 ３月 14日（木） 14:00～17:00                            

 

 「開催場所」  第１回：ＡＰ浜松町 Ｅルーム（Web併用） 

第２回：ＡＰ浜松町 Ｄルーム（Web 併用）  
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別添２ ワーキンググループのメンバー及び開催日時・場所 

 

 「委  員」 

 委 員 長：足立 清和 

           アムズ㈱ 執行役員技術推進部 部長     

委   員：明壁 典夫 

             大栄産業㈱ 企画開発室浄化槽グループ リーダー 

    委   員：岩橋 正修 

           ㈱クボタ 滋賀工場生産管理調達課 担当部長 

委   員：敷島 哲也 

           藤吉工業㈱ 本社事業本部 設計課 専任部長 

    委   員：高橋 亘 

           ㈱ダイキアクシス 開発部開発一課 課長 

委   員：塚本 幸二 

           ㈱ハウステック 住機環境事業企画課 課長 

    委   員：中村 智明 

      ㈱西原ネオ ＥＰＣ推進部 技術部長         

委   員：山口 計 

           前澤化成工業㈱ 水環境部 営業技術課 

委   員：山田 光之 

フジクリーン工業㈱ 第一開発部 次長 

      委   員：和田 吉弘 

             ニッコー㈱ 技術開発部長 

 

    事 務 局：萩原 秀明（一般社団法人浄化槽システム協会専務理事） 

酒谷 孝宏（一般社団法人浄化槽システム協会常務理事）  

 

「開催日時」  第１回：2023年 12月 ６日（水） 14:30～17:00                      

           第２回：2024年 １月 25日（木） 13:30～17:20 

          第３回：2024年 ３月 １日（金） 13:30～17:30   

          第４回：2023年 ３月 14日（木） 14:00～17:00              

                       

 「開催場所」  第１回：ＡＰ浜松町 Ｅルーム（Web併用） 

第２回：ＡＰ浜松町 Ｄルーム（Web併用） 

第３回：ＡＰ浜松町 Ｏルーム（Web併用）  

第４回：ＡＰ浜松町 Ｄルーム（Web併用） 

 

   ※第１回、２回、３回ワーキンググループ会合は環境省担当官との打合せを兼ね 

て開催した。 
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５．実施スケジュール 

  本業務は 2023(令和５)年 11月 13日から 2024(令和６)年３月 22 日まで、下記のス

ケジュールに基づき実施した。 

 

項    目 R5/11 12 R6/1 2 3 

２．１ 浄化槽システムの環境負荷低減に

関する調査・検討 
     

２．２ 浄化槽の小型（小人槽）化に関す

る調査・検討 
     

２．３ 特定既存単独処理浄化槽の判断の 

明確化に関する調査・検討 
     

２．４（１）浄化槽の海外展開に関する 

調査 
     

２．４（２）浄化槽関連企業による海外向

け普及促進の取組に関する調

査 

     

打合せ（環境省担当官）  ① ②   ③ 

検討会   ①    ② 

報告書の作成      
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人槽 5～10人 11～50人 51人以上 合計
10社合計 46,900 3,074 625 50,599
全社合計 47,273 3,127 637 51,037
10社の割合 99.2% 98.3% 98.1% 99.1%

5～50人槽 
告示区分

BOD20 BOD10
人槽 出荷基数 出荷基数 出荷基数 出荷基数 出荷基数 出荷基数

５　人 2 29 0 34,379 2,276 36,686
７　人 0 18 0 7,741 901 8,660

 10  人 0 11 0 1,823 93 1,927
合  計 2 58 0 43,943 3,270 47,273

11～20人 6 1 0 1,099 23 1,129
21～30人 6 0 0 1,046 28 1,080
31～50人 3 0 0 891 24 918
合  計 15 1 0 3,036 75 3,127
合   計 17 59 0 46,979 3,345 50,400

性能評価型
合   計第１－１ 第１－２ 第１－３

51人槽以上
告示区分 第6 第7・8 第9・10・11

BOD20 BOD10 N･P除去 BOD20 BOD10
人槽 出荷基数 出荷基数 出荷基数 出荷基数 出荷基数 出荷基数

 51～100 人 0 0 0 346 10 356

101～150 人 0 0 0 105 3 108

151～200 人 0 0 0 72 3 75

201～250 人 0 0 0 29 4 33

251～500 人 0 0 0 36 12 48

 501人以上 0 0 0 9 8 17

合  計 0 0 0 597 40 637

性能評価型
合　　計

Ⅱ．浄化槽システムの環境負荷低減に関する調査・検討     

１．調査対象データについて 

    現状における浄化槽システムの脱炭素社会への対応状況を把握するため、2022(令

和４)年度下半期及び 2023(令和５)年度上半期の環境配慮型浄化槽の出荷基数調査を

行った。調査は、(一社)浄化槽システム協会員 16 社のうち、出荷基数が比較的多い

10 社（ワーキンググループのメンバー会社）を対象とし、全ての処理対象人員の規

模（５～10人槽、11～50 人槽、51人槽以上）について行った。なお、(一社)浄化槽

システム協会の会員会社の浄化槽出荷基数は国内ではほぼ 100％のシェアを占めてい

る。 

環境配慮型浄化槽以外も含めた 16 社の 2022 年度下半期及び 2023 年度上半期の全

出荷基数と、これに対する調査対象 10 社の出荷割合を表１．１及び表１．２に示す。

10 社の出荷割合は、2022 年度下半期及び 2023 年度上半期で 99％程度と高い割合を

占めたため、10社のデータをモデルとして今回まとめた。 
 

表１．１ 2022(令和４)年度下半期浄化槽出荷基数（基） 
 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※出荷基数は(一社)浄化槽システム協会員 16社の総計 

参考：調査対象 10社の出荷基数(基)と 16社の出荷基数 

に対する割合(2022年度下半期） 
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5～50人槽 
告示区分

BOD20 BOD10
人槽 出荷基数 出荷基数 出荷基数 出荷基数 出荷基数 出荷基数

５　人 1 34 0 34,679 2,048 36,762
７　人 0 17 0 7,588 889 8,494

 10  人 0 4 0 1,651 71 1,726
小  計 1 55 0 43,918 3,008 46,982

11～20人 1 0 0 1,017 19 1,037
21～30人 0 0 0 909 20 929
31～50人 2 0 0 836 12 850
小  計 3 0 0 2,762 51 2,816
合   計 4 55 0 46,680 3,059 49,798

合   計第１－１ 第１－２ 第１－３
性能評価型

51人槽以上
告示区分 第6 第7・8 第9・10・11

BOD20 BOD10 N･P除去 BOD20 BOD10
人槽 出荷基数 出荷基数 出荷基数 出荷基数 出荷基数 出荷基数

 51～100 人 0 0 0 338 7 345

101～150 人 1 0 0 99 3 103

151～200 人 0 0 0 41 7 48

201～250 人 1 0 0 26 4 31

251～500 人 1 0 0 25 9 35

 501人以上 0 0 0 3 3 6

合  計 3 0 0 532 33 568

性能評価型
合　　計

人槽 5～10人 11～50人 51人以上 合計
10社合計 46,633 2,779 557 49,969
全社合計 46,982 2,816 568 50,366
10社の割合 99.3% 98.7% 98.1% 99.2%

表１．２ 2023(令和５)年度上半期出荷基数（基） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※出荷基数は(一社)浄化槽システム協会員 16社の総計 

参考：調査対象 10社の出荷基数(基)と 16社の出荷基数 

に対する割合(2023年度上半期） 

 

 

 

 

 

 

２．環境配慮型浄化槽の性能要件と適合機種 

2017、2018 年度に実施された環境配慮・防災まちづくり浄化槽整備推進事業の性

能要件について、図２．１に示す。また、2019 年度に改定され現在実施されている

同事業の性能要件について、表２．１に示す。 

 2024 年３月現在、(一社)浄化槽システム協会のホームページに掲載されている環 

境配慮型浄化槽に適合する各メーカの浄化槽（５～10 人槽及び 11～50人槽）につい

て表２．２にまとめた。なお、51 人槽以上は処理対象人員や建築用途ごとに適用さ

れる機器の仕様が異なり適合機種として掲載ができないため、一覧表から除外した。 
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《環境配慮型浄化槽の性能要件》

表１　消費電力基準（通常型、BOD10mg/L以下、リン除去型）
消費電力〔Ｗ〕 消費電力〔Ｗ〕 消費電力〔Ｗ〕

（通常型） （BOD10mg/L以下） （リン除去型）
5 47 58 92
7 67 83 100

n（10人槽以上） n×8.7＋5 n×10.8＋5 n×16＋14

ア
イ

表２　浄化槽本体の大きさの基準

人槽〔人〕 総容量〔ｍ3〕
5 2.2
7 3.1

n（10人槽以上） n×0.45
ウ 　ディスポーザ対応浄化槽であること。
エ

人槽〔人〕

　浄化槽の消費電力が表１の消費電力よりもさらに10％以上低減されていること。
　浄化槽本体の大きさがコンパクト化されており、表２の総容量の基準を満たすこと。

　プラスチックを主材料とする浄化槽であって、製品全体の構成部品に含まれるプラスチッ
クの全重量に占める再生プラスチックの重量割合が、ポストコンシューマ材料の場合は25％
以上、プレコンシューマ材料の場合は50％以上であること。ただし、再生プラスチックにポ
ストコンシューマ材料とプレコンシューマ材料を併せて使用する場合は、以下の式による。

　浄化槽の消費電力が表１の消費電力基準以下であり、かつ次の基準項目ア～エのいずれか１つ
以上の要件を満たすこと。

            

         
  

 

 
   
             

         
         

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《参考：環境配慮型浄化槽で消費電力の算定対象とする機器類》 

ブロワ：ばっ気ブロワ、流調ブロワ、逆洗用ブロワ 

ポンプ：流調ポンプ、循環ポンプ、逆洗ポンプ、消泡ポンプ、吸引ポンプ、薬注ポンプ 

スクリーン：自動微細目スクリーン、自動荒目スクリーン 

その他：攪拌機、破砕機、エジェクター、リン除去装置、電磁弁、電動弁など 

 

※消費電力の算定にあたっては稼働時間を考慮するものとし、一般的にオプショ

ンとされる原水ポンプや放流ポンプなどの機器類は除く。 

 

図２．１ 2017、2018年度の環境配慮型浄化槽の性能要件（抜粋）と消費電力の算定 

対象とする機器類 
 

 

表２．１ 2019年度以降の環境配慮型浄化槽の性能要件 

人槽［人］ 
消費電力［W］ 

（通常型） 

消費電力［W］ 

（BOD10mg/L 以下） 

消費電力［W］ 

（リン除去型） 

５ 39 53 83 

７ 55 75 90 

ｎ(10 人槽以上) ｎ×7.5 ｎ×10.2 ｎ×15.7 
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環境配慮型浄化槽　適合機種一覧表（通常型：BOD15又は20mg/L 以下）

BOD T-N T-P
CXP 20 － － 5,7,10
CXN2 20 20 － 5,7,10
AXZⅡ 20 20 － 5,7,10
CXU2 20 － － 14,18,21,25,30,35,40,45,50

㈱アールエコ AXN 20 20 － 12,14,15,16,18,20,21,25,28,30,32,35,40,42,45,50
HS-Ⅱ 20 － － 5,7
KJ 20 20 － 5,7
KZ 20 20 － 5,7

KZⅡ 20 20 － 5,7,10
HCZ 20 20 － 12,14,15,16,18,20,21,25,28,30,32,35,40,42,45,50

SGCXⅡ 15 20 － 5,7
SGJ-A 20 20 － 5,7
SGCN 20 20 － 10,25,35,40,42
FCE 20 20 － 5,7,10
FCH 20 20 － 5,7,10

FCX-T 20 20 － 33,35,40,42
FCX-T20 20 20 － 48,50
FCX-CⅡ 20 20 － 12,14,15,16,18,20,21,30,33,35,38,40,42,45

XE 20 20 － 5,7,10
XH 20 20 － 5,7,10
DSJ 15 20 － 5,7
DCX2 20 20 － 12,14,16,18,20,21,30,35,40,42,45,50

㈱西原ネオ CNZⅡ 20 20 － 5,7,10
水創り王 20 20 － 5,7,10

NSA 20 20 － 14,16,18,21,25,30,35,40,45,50
KTG-S 15 20 － 5,7
KGRN 20 20 － 5,7,10,14,18,21,25,30,35,40,42,45,50
KRS-A 20 20 － 5,7
KRS-B 20 20 － 5,7
CA 20 20 － 5,7,10,14,18,20,21
CV 20 20 － 12,14,16,18,20,21,25,28,30,35,40,42,45,50
CE 20 20 － 25,28,30

CSLⅡ 20 － － 35,40,45,50
藤吉工業㈱ FCD-X 20 20 － 14,18,20,21,25,30,35,40,45,50
前澤化成工業㈱ VZL 20 － － 14,18,21,25,30,35,40,45,50

環境配慮型浄化槽　適合機種一覧表（BOD10mg/L 以下）

BOD T-N T-P
CXF 10 10 － 5,7,10
CXA 10 10 － 12,14,18,24,27

㈱クボタ KXF 10 10 － 5,7,10
FDR 10 10 － 5,7,10

FDNⅣ 10 10 － 14,18,21,25,28,30,35,40,45,50
㈱ダイキアクシス XC 10 10 － 5,7,10

MCB2α 10 10 － 5,7,10
MCB-b 10 10 － 14,18,21,25,28
MCB-c 10 10 － 30,35,40,45,50
MCB-d 10 10 － 14,18,21,25,28,30,35,40,45,50

浄化王NEXT 10 20 － 5,7
浄化王 10 20 － 5,7,10

浄化王χ 10 10 － 5,7,10,18
㈱ハウステック KBR1 10 10 － 5,7,10

CEN 10 10 － 5,7,10,12,14,18,20,21
CEND 10 10 － 5

CENeco 10 10 － 5,7,10
CENDeco 10 10 － 5
CENⅠ 10 10 － 25,28,30,35,40,45,50
CENⅡ 10 10 － 25,28,30,35,40,45,50

環境配慮型浄化槽　適合機種一覧表（りん除去型）

BOD T-N T-P
大栄産業㈱ FDP 10 10 1 5,7,10
㈱ダイキアクシス XF 10 10 1 5,7,10

CRX 10 10 1 14,18,21,25,30,35,40,45,50
CRXⅡ 10 10 1 5,7,10

フジクリーン工業㈱

処理水質値(mg/L)
人槽(人)

アムズ㈱

㈱クボタ

メーカー名 機種名

積水ホームテクノ㈱

㈱ダイキアクシス

大栄産業㈱

㈱ハウステック

ニッコー㈱

メーカー名 機種名
処理水質値(mg/L)

人槽(人)

フジクリーン工業㈱

処理水質値(mg/L)
人槽(人)

大栄産業㈱

フジクリーン工業㈱

メーカー名 機種名

㈱西原ネオ

ニッコー㈱

アムズ㈱

表２．２ 環境配慮型浄化槽の適合機種一覧（2024年３月現在） 
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 出荷基数
BOD20 BOD10 リ 除去 合計 (10社：基)

5～10
 計 

49,265 1,721 95 51,081 51,182 99.8%

人槽(人)

5 37,953 1,228 56

7 9,434 414

10 1,878 79 6 1,963 100.0%

39,237

9,881

1,963

環境配慮型の

出荷割合   

39,238 100.0%

9,981 99.0%

環境配慮型出荷基数 10社：基 

33

 出荷基数
BOD20 BOD10 リ 除去 合計 (10社：基)

5～10
(計)

44,862 1,739 187 46,788 46,900 99.8%

人槽(人)
環境配慮型出荷基数 10社：基 環境配慮型の

出荷割合   

5

7

10

34,989

8,058

1,815

1,281

372

86

114

65

8

36,384

8,495

1,909

36,397

8,587

1,916

100.0%

98.9%

99.6%

 出荷基数
BOD20 BOD10 リ 除去 合計 (10社：基)

5～10
 計 

94,127 3,460 282 97,869 98,082 99.8%

10 3,693 165 14 3,872 3,879 99.8%

人槽(人)
環境配慮型出荷基数 10社：基 環境配慮型の

出荷割合   

5 72,942 2,509 170 75,621 75,635 100.0%

7 17,492 786 98 18,376 18,568 99.0%

３．環境配慮型浄化槽の出荷基数 

３．１ ５～10人槽 

（１）環境配慮型浄化槽出荷基数と出荷割合 

調査 10 社の環境配慮型浄化槽出荷基数及び全出荷基数に占める環境配慮型

の割合を表３．１～３．４に示す。 

 

表３．１ 2022年度上半期の環境配慮型浄化槽出荷基数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※2022年度上半期のデータは令和４年度次世代浄化槽システムに関する調査 

検討業務報告書による。 

 

表３．２ 2022年度下半期の環境配慮型浄化槽出荷基数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表３．３ 2022年度通年の環境配慮型浄化槽出荷基数 
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 出荷基数
BOD20 BOD10 リ 除去 合計 (10社)

5～10
(計)

44,865 1,549 151 46,565 46,633 99.9%

人槽(人)
環境配慮型の

出荷割合   

環境配慮型出荷基数 10社：基 

86

55

10

36,462

8,389

1,714

36,466

8,451

1,716

100.0%

99.3%

99.9%

5

7

10

35,288

7,933

1,644

1,088

401

60

表３．４ 2023年度上半期の環境配慮型浄化槽出荷基数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）環境配慮型出荷割合まとめ 

     表３．１～３．４より出荷基数中に環境配慮型が占める割合について整理し、

表３．５に示す。 

 

表３．５ 出荷基数中に環境配慮型が占める割合（５～10人槽：％） 

年度 

人槽 

2019 2020 2021 2022 2023 

通年 通年 通年 通年 上半期 

５人槽  93.1  98.4 99.8 100.0   100.0  

７人槽  97.5  97.3 98.8 99.0 99.3 

10人槽  98.8  95.6 99.4 99.8 99.9 

5～10人槽  94.3  98.0 99.6 99.8 99.9  

※2019～2021年度のデータは令和２年度～４年度の次世代浄化槽システムに関す 

る調査検討業務報告書より抜粋。 

 

     表３．５より、2019 年度は性能要件が改定され性能要件（消費電力基準）

が厳しくなった影響で、出荷基数中に環境配慮型が占める割合は 94.3％とな

っていたが、2020 年度には 98.0％、2021 年度以降は 99％以上となっており、

各社が環境配慮型への対応を迅速に図ったことがわかる。2021 年度以降、家

庭槽すなわち５～10 人槽では、出荷される浄化槽のほぼすべてが環境配慮型

とみなしてよいと考えられる。 
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 出荷基数
BOD20 BOD10 リ 除去 合計 (10社)

786

11～50
(計)

44 10 2,700

31～50 6 3

1,003

21～30 21 5 911

人槽(人)

11～20

885

984 17 2

777

2,646

環境配慮型の

出荷割合   

1,084 92.5%

934 97.5%

811 96.9%

2,829 95.4%

環境配慮型出荷基数 10社：基 

 出荷基数
BOD20 BOD10 リ 除去 合計 (10社：基)

59 10

16 5

23 2

人槽(人)

11～20 994 20 3 1,017 91.5%

1,059 95.5%

環境配慮型出荷基数 10社：基 

21～30 986 1,011

環境配慮型の

出荷割合   

1,111

31～50 876 897

11～50
(計)

2,856 2,925

904 99.2%

3,074 95.2%

 出荷基数
BOD20 BOD10 リ 除去 合計 (10社：基)

11～50
 計 

5,502 103 20 5,625 5,903 95.3%

21～30 1,871 44 7 1,922 1,993 96.4%

31～50 1,653 22 8

人槽 人 
環境配慮型出荷基数 10社：基 環境配慮型の

出荷割合   

11～20 1,978 37 5 2,020 2,195 92.0%

1,715 98.1%1,683

３．２ 11～50人槽 

（１）環境配慮型浄化槽出荷基数と出荷割合 

調査 10 社の環境配慮型浄化槽出荷基数及び全出荷基数に占める環境配慮型

の割合を表３．６～３．９に示す。 

 

表３．６ 2022年度上半期の環境配慮型浄化槽出荷基数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※2022年度上半期のデータは令和３年度次世代浄化槽システムに関する調査 

検討業務報告書による。 

 

表３．７ 2022年度下半期の環境配慮型浄化槽出荷基数 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表３．８ 2022年度通年の環境配慮型浄化槽出荷基数 
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 出荷基数
BOD20 BOD10 リ 除去 合計 (10社)

834

11～50
(計)

33 10 2,660

31～50 11 0

927

21～30 12 3 899

人槽(人)

11～20

884

910 10 7

823

2,617

環境配慮型の

出荷割合   

1,024 90.5%

915 98.3%

840 99.3%

2,779 95.7%

環境配慮型出荷基数 10社：基 
表３．９ 2023年度上半期の環境配慮型浄化槽出荷基数 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）環境配慮型出荷割合まとめ 

     表３．６～３．９より出荷基数中に環境配慮型が占める割合について整理し、

表３．１０に示す。 

 

表３．１０ 出荷基数中に環境配慮型が占める割合（11～50人槽：％） 

年度 

人槽 

2019 2020 2021 2022 2023 

通年 通年 通年 通年 上半期 

11～20人槽 50.5  85.3 91.4  92.0 90.5 

21～30人槽 82.0  93.2 95.7  96.4 98.3 

31～50人槽 97.2  98.1 99.9  98.1 99.9 

11～50人槽 73.8  91.3 95.0  95.3 95.7 

※2019～2021年度のデータは令和２年度～４年度の次世代浄化槽システムに関す 

る調査検討業務報告書より抜粋 

 

    表３．１０より、11～50人槽では 2019年度の環境配慮型が占める割合は 73.8％

となっていたが、2020年度は 91.3％、2021 年度以降は 95％程度と環境配慮型が

占める割合が大きく増加しており、各社が戸建住宅より規模の大きな建築用途向

けの浄化槽で省エネ化を図ったことがわかる。この要因として、浄化槽（水深の

浅い浄化槽等）の開発により、50 人槽以下で電磁式ブロワの適用が可能となっ

たことが挙げられる。なお、５～10 人槽より環境配慮型が占める割合はやや小

さいが、これは、共同住宅や事業場等に適用される浄化槽に必ずしも環境配慮型

が求められない（市町村の補助要件に該当しない）ためと考えられる。 
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 出荷基数
BOD20 BOD10 リ 除去 合計 (10社：基)

201～250 1 0 8

93
51以上
(計)

2 1

14

501～ 0 0 2

251～500 1 0

101～150 0 1 27

人槽(人)

51～100 0 0

26

36

90

13

2

6

7

151～200

環境配慮型の
出荷割合   

11.2%

31.4%

13.6%

50.0%

28.0%

22.2%

17.7%

環境配慮型出荷基数 10社：基 

321

86

44

16

50

9

526

36

0 0 6

 出荷基数
BOD20 BOD10 リ 除去 合計 (10社：基)

0 1

3 3

2 1

0 0

0

人槽(人)

51～100 46 0 0 46

101～150 24 24

環境配慮型出荷基数 10社：基 環境配慮型の
出荷割合   

347 13.3%

106 22.6%0

51以上
(計)

123 129

17 64.7%

625 20.6%

48 50.0%251～500 24 24

501～ 8 11

151～200 14 16

201～250 7 8

1 1 74 21.6%

33 24.2%

３．３ 51人槽以上 

（１）環境配慮型浄化槽出荷基数と出荷割合 

調査 10 社の環境配慮型浄化槽出荷基数及び全出荷基数に占める環境配慮型

の割合を表３．１１～３．１４に示す。 
 

表３．１１ 2022年度上半期の環境配慮型浄化槽出荷基数 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※2022年度上半期のデータは令和４年度次世代浄化槽システムに関する調査 

検討業務報告書による。 
 

表３．１２ 2022年度下半期の環境配慮型浄化槽出荷基数 
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 出荷基数
BOD20 BOD10 リ 除去 合計 (10社：基)

51以上
 計 

213 5 4 222 1,151 19.3%

1 13

251～500 37 1 0 38

101～150 50 0 1 51

人槽 人 
環境配慮型出荷基数 10社：基 

20 1 1 22

501以上

26.6%

151～200

10 2

環境配慮型の
出荷割合   

51～100 82 0 0 82 668 12.3%

26 50.0%

118 18.6%

201～250 14 1 1 16 49 32.7%

98 38.8%

192

 出荷基数
BOD20 BOD10 リ 除去 合計 (10社：基)

201～250 0 0 7

118
51以上
(計)

0 3

21

501～ 0 0 2

251～500 0 2

101～150 0 1 26

人槽(人)

51～100 0 0

25

54

115

19

2

8

7

151～200

環境配慮型の
出荷割合   

16.1%

25.2%

16.7%

23.3%

61.8%

33.3%

21.2%

環境配慮型出荷基数 10社：基 

336

103

48

30

34

6

557

54

0 0 8

表３．１３ 2022年度通年の環境配慮型浄化槽出荷基数 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表３．１４ 2023年度上半期の環境配慮型浄化槽出荷基数 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）環境配慮型出荷割合まとめ 

     表３．１１～３．１４より出荷基数中に環境配慮型が占める割合について整

理し、表３．１５に示す。 

表３．１５より、５～50人槽に比べ環境配慮型が占める割合はかなり小さく、 

2019年以降、現在まであまり変化がない。これは、50人槽以下と異なり、ブ 

ロワ以外の機器による消費電力が加算されることや、必ずしも省エネ優先で浄 

化槽が選定されていないこと等が原因と考えられる。今後、さらなる脱炭素化 

を図るためには、ブロワ及びそれ以外の機器を含めた省エネ型の浄化槽開発等

が望まれる。例えば、50人槽以下のケースのように電磁式ブロワを適用するこ

とや、再生エネルギーを利用したシステムを組み込むこと等が考えられる。 
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表３．１５ 出荷基数中に環境配慮型が占める割合（51人槽以上：％） 

年度 

人槽 

2019 2020 2021 2022 2023 

通年 通年 通年 通年 上半期 

51～100人槽  11.0  11.8 12.3  12.3 16.1 

101～150人槽 21.6  24.8 27.0  26.6 25.2 

151～200人槽 23.1  23.3 26.3  18.6 16.7 

201～250人槽 23.6 22.2 29.3 32.7 23.3 

251～500人槽 28.2 47.3 58.8 38.8 61.8 

501人槽以上 63.2 38.5 64.7 50.0 33.3 

51人槽以上  16.5  19.0 21.9  19.3 21.2 

※2019～2021年度のデータは令和２年度～４年度の次世代浄化槽システムに関す 

る調査検討業務報告書より抜粋    

４．環境配慮型浄化槽の出荷調査結果（2019～2023年度上半期） 

表４．１に 2019 年度から 2023年度上半期までに出荷された浄化槽の出荷基数中に 

環境配慮型浄化槽が占める割合を整理して示す。 

 

表４．１ 出荷基数中に環境配慮型が占める割合（％） 

年度 

人槽 

2019 2020 2021 2022 2023 

通年 通年 通年 通年 上半期 

５人槽  93.1  98.4  99.8  100.0   100.0  

７人槽  97.5  97.3  98.8  99.0 99.3 

10人槽  98.8  95.6  99.4  99.8 99.9 

５～10人槽  94.3  98.0  99.6  99.8 99.9  
      

11～20人槽 50.5  85.3  91.4  92.0 90.5 

21～30人槽 82.0  93.2  95.7  96.4 98.3 

31～50人槽 97.2  98.1  99.9  98.1 99.9 

11～50人槽 73.8  91.3  95.0  95.3 95.7 
      

51～100人槽  11.0  11.8  12.3  12.3 16.1 

101～150人槽 21.6  24.8  27.0  26.6 25.2 

151～200人槽 23.1  23.3  26.3  18.6 16.7 

201～250人槽 23.6 22.2  29.3  32.7 23.3 

251～500人槽 28.2 47.3  58.8  38.8 61.8 

501人槽以上 63.2 38.5  64.7  50.0 33.3 

51人槽以上  16.5  19.0  21.9  19.3 21.2 
      

全人槽 92.3 96.8 98.6 98.6 98.7 

表４．１の全人槽のデータが示すように、環境配慮型が占める割合は性能要件が改

定された 2019年度では 92.3％であったが、以降増加し 99％程度となっている。  

また現在、５～50人槽では 95％以上が環境配慮型となっているが、51人槽以上で

は環境配慮型が占める割合は小さく、ブロワ及びそれ以外の機器を含めた省エネ型の

浄化槽の開発等が望まれる。例えば、50 人槽以下のケースのように電磁式ブロワを

適用することや、再生エネルギーを利用したシステムを組み込むこと等が考えられる。 
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基数割合 人槽割合 基数割合 人槽割合 基数割合 人槽割合 基数割合 人槽割合 基数割合 人槽割合
5～10人 94.3% 94.8% 98.0% 97.9% 99.6% 99.5% 99.8% 99.7% 99.9% 99.8%
11～50人 73.8% 81.1% 91.3% 93.1% 95.0% 96.2% 95.3% 96.1% 95.7% 96.9%
51人以上 16.5% 23.3% 19.0% 25.6% 21.9% 32.0% 19.3% 26.4% 21.2% 26.2%

全人槽 92.3% 79.8% 96.8% 83.9% 98.6% 88.2% 98.6% 85.9% 98.7% 86.8%

2022年度（通年） 2023年度（上半期）
人槽範囲

2019年度（通年） 2020年度（通年） 2021年度（通年）

《参考１》 

   参考として、表４．１を元に、出荷基数に人槽を乗じて各人槽範囲の総人槽を算

出し、全出荷浄化槽に対する割合を試算した結果を表４．２に示す。 

表４．２ 全出荷浄化槽中の環境配慮型が占める割合 

 

 

 

 

 
※算出にあたり、11～20 人槽など範囲表記の箇所は中央値（11～20 人槽の場合 15 人槽）

で総人槽を算出した。なお、501 人槽以上は 750人槽として試算した。 

   表４．２から、環境配慮型が占める人槽割合は、全人槽では性能要件が改定され

消費電力基準が厳しくなった 2019 年度に 80％程度で、2020 年度以降は 84～88％

程度となっている。また、人槽範囲ごとのデータでは、人槽が大きくなるほど人槽

割合は小さくなり基数割合より人槽割合の方が高くなる傾向を示した。ただし、全

人槽では基数割合に比べ人槽割合は低く、10～13％程度の差が生じた。 

《参考２》 

   環境省では 2009 年度より浄化槽の省エネ化を目的とした低炭素社会対応型浄化

槽整備推進事業を（2009 年度はモデル事業として）開始し、2016 年度には環境配

慮・防災まちづくり浄化槽整備推進事業へとリニューアルして現在に至っている。   

各メーカは本事業に即した浄化槽の CO２削減に向けた製品開発に取り組み、特に小

規模浄化槽（50 人槽以下）で成果を得た。表４．３及び図４．１に事業の要件（消

費電力基準値等）を満たす５～10人槽、11～50人槽、51人槽以上、全人槽の出荷

割合の推移を示す。 

 

表４．３ 出荷浄化槽中の低炭素社会対応型・環境配慮型が占める基数割合の推移(%) 
年度 

2010 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 
人槽範囲 

５～10人槽  99.6 99.2 99.2 93.4 99.6 99.9 99.5 94.3 98.0 99.6 99.8 99.9 

11～50人槽  82.7 － － 73.1 85.5 76.6 74.3 73.8 91.3 95.0 95.3 95.7 

51人槽以上  71.6 － － 25.9 29.2 33.8 26.0 16.5 19.0 21.9 19.3 21.2 

全人槽  98.3 － － 91.1 97.8 97.5 97.0 92.3 96.8 98.6 98.6 98.7 

          
      低炭素社会対応型    環境配慮型(その１)          環境配慮型(その２) 

        「要件」        「要件」          「要件」 

        ５人槽 52Ｗ以下     前掲 図２．１               前掲 表２．１ 

        ７人槽 74Ｗ以下 

        10人槽 101Ｗ以下  

        11人槽以上 

        (人槽×9.6+4)Ｗ以下 

 
         注 1)2015 年度は低炭素社会対応型浄化槽整備推進事業が継続されていたが、環境配慮 

型(その１)の要件で調査したデータ。 

        注 2)2023年度は上半期のみのデータ。 
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2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

5-10人槽

11-50人槽

51人槽以上

全人槽

環境配慮型

(その１)

低炭素社会対応型 環境配慮型

(その２)

人槽／No. 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 Ave. Min. Max. 基準値

5 32 32 35 35 35 35 39 27 28 28 28 28 35 35 26 39 39 27 27 39 32.5 26 39 39

7 51 51 53 53 53 53 55 42 35 35 35 35 51 53 35 55 39 42 42 55 46.2 35 55 55

10 68 64 75 75 58 51 51 51 51 75 48 58 75 － － － － － － － 61.5 48 75 75

12 68 68 51 51 69 71 － － － － － － － － － － － － － － 63.0 51 71 90

14 68 68 68 95 95 68 91 99 69 71 95 － － － － － － － － － 80.6 68 99 105

15 100 100 95 96 － － － － － － － － － － － － － － － － 97.8 95 100 113

16 100 100 95 95 100 86 96 － － － － － － － － － － － － － 96.0 86 100 120

18 75 100 100 91 91 100 115 131 86 115 125 － － － － － － － － － 102.6 75 131 135

20 100 100 132 132 148 91 115 － － － － － － － － － － － － － 116.9 91 148 150

21 75 100 100 132 132 100 157 148 91 115 125 － － － － － － － － － 115.9 75 157 158

25 115 160 160 185 160 157 130 130 175 160 － － － － － － － － － － 153.2 115 185 188

28 160 160 130 130 175 － － － － － － － － － － － － － － － 151.0 130 175 210

30 115 160 160 200 200 160 225 130 130 175 160 － － － － － － － － － 165.0 115 225 225

32 210 210 225 － － － － － － － － － － － － － － － － － 215.0 210 225 240

33 175 200 － － － － － － － － － － － － － － － － － － 187.5 175 200 248

35 157 210 210 230 175 200 200 210 230 170 170 225 185 － － － － － － － 197.8 157 230 263

38 175 225 － － － － － － － － － － － － － － － － － － 200.0 175 225 285

40 157 200 200 230 175 225 225 210 230 170 170 230 185 － － － － － － － 200.5 157 230 300

42 200 200 230 225 225 225 230 170 230 － － － － － － － － － － － 215.0 170 230 315

45 225 200 200 225 225 225 200 300 230 230 230 255 － － － － － － － － 228.8 200 300 338

48 225 225 － － － － － － － － － － － － － － － － － － 225.0 225 225 360

50 225 280 280 225 225 225 200 375 230 230 280 255 － － － － － － － － 252.5 200 375 375

基数割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年度 

注 1)2015年度は低炭素社会対応型浄化槽整備推進事業が継続されていたが、 

環境配慮型(その１)の要件で調査したデータ。 

注 2)2023年度は上半期のみのデータ。 

図４．１ 出荷浄化槽中の低炭素社会対応型・環境配慮型が占める基数割合の推移 

 

   図４．１から、2020年度以降に出荷された 50人槽以下（全人槽含む）の浄化槽

は環境配慮型が占める割合は大きく、一方、51 人槽以上では環境配慮型が占める

割合は小さく推移している。  

  ５．環境配慮型の性能要件（消費電力基準値）について 

  ５．１ 50人槽以下 

   50人槽以下では、出荷される浄化槽の 95%以上を環境配慮型が占めている。各人

槽の消費電力（ブロワ消費電力・通常型）を表５．１に示す。 

表５．１ 環境配慮型浄化槽（5～50人槽・通常型）のブロワ消費電力  単位：Ｗ 
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   ※１：表中の No.は各人槽の機種数。 

   ※２：同一機種で複数のブロワを適用している場合は、最も小さい消費電力の 

   値を記載。 

 

人槽によって違いはあるが、適用されているブロワの消費電力最大値は環境配慮

型の性能要件（消費電力基準値）と同じ、あるいはこれに近い値のものが多い。現

在の性能要件は 2013 年度の消費電力基準値に対しおよそ 25%減となっているが、

更なる脱炭素化を目指し、基準値をさらに低減した場合に適合する機種数（割合）

を表５．２に示す。 

表５．２ 2013年度消費電力基準値に対し 25%以上低減した場合の適合数（率） 

人槽(人) 
30％低減 46%低減 

基準値（Ｗ） 適合数(率) 基準値（Ｗ） 適合数(率) 

５ 36 16/ 20(80%) 28  8/ 20(40%) 

７ 52 12/ 20(60%) 40  6/ 20(30&) 

10 71   9/ 13(69%) 55  5/ 13(38%) 

11～20 
人槽×

6.7+3 

40/ 46(87%) 
人槽×

5.2+2 

15/ 46(33%) 

21～30 32/ 37(86%) 13/ 37(35%) 

31～50 66/ 68(97%) 36/ 68(53%) 

5～50 － 175/204(86%) － 83/204(41%) 

      表５．２から、５～50 人槽の消費電力基準値を 2013 年度の値より 30%低減した

場合、環境配慮型浄化槽の 86％が、46％低減した場合 41%が適合することがわかっ

た。       

ただし、5～50 人槽では 86%適合でも５人槽で４機種、７人槽で８機種が不適合

となることから、市場が縮小し浄化槽や機器類の新規開発がなかなか困難な状況下

では、該当する企業にとって死活問題となる。 

 また、50 人槽以下のブロワに電磁式ブロワを採用されたことが消費電力の低減

につながっており、技術的にこれ以上の低減は現状困難であること、電磁式ブロワ

の消費電力低減に大きく寄与したネオジウムは希土類元素(レアアース)であり、今

後の安定供給が保証されていないこと等からも現状の性能要件（消費電力基準値）

を厳しくすることは妥当ではないと考えられる。 

    ５．２ 51人槽以上 

51 人槽以上で環境配慮型が占める割合が低い要因としては次のような点があげ

られる。 

①51人槽以上で使用される機器は、消費電力の観点からきめ細かい対応ができ   

    る仕様となっていない。 

図５．１にブロワの吐出風量と消費電力の例を示す。51人槽以上の浄化槽 

では、ブロワの消費電力は主に 0.4kW、0.75kW、1.5kW、2.2kW、3.7kWの製品 

が使用されており、それぞれのブロワの吐出風量の範囲は広い。したがって、 

浄化槽の必要空気量に対し、消費電力の観点から、きめ細かい対応ができる仕 

様となっていない。ブロワ以外の機器についても同様に、消費電力の観点から、 

必ずしもきめ細かい対応ができる仕様となっていない。 

また、50人槽以下で省エネ化が図られた理由として、電磁式ブロワの適用 

が進んだことが挙げられるが、51人槽以上では 50人槽以下に比べ水深が深い 

などから、現状、電磁式ブロワが適用される浄化槽がない。 
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図５．１ ブロワの吐出風量と消費電力の例 

      

   ②比較的規模が小さい範囲で適用されるブロワの消費電力が大きい傾向がある。 

     図５．２に 2023 年下期から 2024 年上期に実際に出荷された数社の 51 人槽

以上の浄化槽（通常型/609 基）における人槽と消費電力の関係を示す。また、

図５．３にブロワのみの消費電力との関係を示す。 
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人槽 

                  ※茶色のラインは環境配慮型の基準値 

図５．２ 実際に出荷された 51人槽以上(通常型)の人槽と消費電力（ブロワ＋機器類） 
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※茶色のラインは環境配慮型の基準値 

図５．３ 実際に出荷された 51人槽以上(通常型)の人槽と消費電力（ブロワのみ） 

 

     図５．２と図５．３では人槽と消費電力の傾向に違いは見られず、300 人槽 

以下で適合する機種が少なくなっている。したがって、比較的小さい規模にお 

けるブロワの消費電力低減が必要と考えられる。①と同様、電磁式ブロワの適 

用が最も効果的と考えられるが、現状、適用できるブロワはない。 

   ③省エネ化を目的とした製品のイニシャルコストが高く受注できない。 

     間欠ばっ気方式や回分式、インバータによる回転制御等を組み込ん    

だ製品は機器類やセンサー、制御システム等にコストがかかり、浄化槽のイニ 

    シャルコストは高くなる。ランニングコストは有利でも、イニシャルコストが 

重視され、受注できないケースが多い。 

   ④51 人槽以上は 50人槽以下に比べ出荷基数が少なく、開発コストが回収できな 

いため投資ができない。 

   以上の点から、51 人槽以上で環境配慮型が占める割合が小さいと考えられた。 

   今後、更なる脱炭素化を図るためには、ブロワ等の機器を含めた浄化槽の開発や 

再生エネルギーの積極的な導入等を検討する必要があると考えられる。 

   また、機器等の省エネ化開発には時間がかかることや相応の投資が必要であるこ 

とから、エネルギー起源の脱炭素化のみならず、非エネルギー起源や維持管理の簡 

素化等による脱炭素化を検討することも有用と考えられる。 
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Ⅲ．浄化槽の小型（小人槽）化に関する調査・検討 

 浄化槽の小型（小人槽）化については、環境省の「平成 26 年度浄化槽の低炭素化及

び海外展開に関する調査委託業務」1)にて低炭素化に関する調査・検討を行い、製造、

施工及び使用段階にて、効果があることが示唆された。そこで、本報告では前回報告を

踏まえ、現在の最小人槽である５人槽より小さい浄化槽について、主にコストの面から

検討を行った。 

１．世帯人員数や使用水量の推移 

１．１世帯数・世帯人員数の変化 

小人槽の浄化槽を検討するには、世帯人員の変化を把握する必要がある。国立社

会保障・人口問題研究所では、日本の世帯数の将来推計について調査を行っている
※1。最新の調査結果（2018（平成 30）年推計）では、一般総世帯総数は 2023 年の

5,419 万世帯をピークに減少開始となり、2040 年には 5,076 万世帯まで 343 万世帯

少なくなる（表１．１及び図１．１）※2。 

※１ 日本の世帯数の将来推計は、5年毎に調査。 

⇒前回：2013（平成 25）年、今回：2018（平成 30）年、次回：2023（令和５年） 

※２ 前回報告書の 2013（平成 25）年推計時は 2019年をピークとしていたが、４年の遅延が見ら 

   れる。 

表１．１ 一般世帯総数及び平均世帯人員 2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
一般世帯数の推移              平均世帯人員の推移 

 

図１．１ 将来の一般世帯数の傾向と平均世帯人員数 3） 

平均世帯人員も総人口と同様に減少を続け、2040 年の平均世帯人員は 2.08 人と 

2015 年の 2.33人より少なくなる。 

2040年の家族類型別割合をみると、表１．２から単独世帯（使用人員 1人）の割 

合は 39.3％、夫婦のみの世帯（使用人員 2人）の割合は 21.1％で合計すると 60.4％

となっている。現状、浄化槽の最小人槽は５人槽だが、全世帯数の半数近くは３人

槽程度の浄化槽で対応できる可能性がある。 
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なお、本統計は全国平均のため、下水道地域を含んでいることに留意する必要が 

ある。 

表１．２ 家族類型別一般世帯数及び割合 3） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

浄化槽エリアの世帯人員については、平成 30年（2018 年）住宅・土地統計調査 

住宅の構造等に関する集計において、各都道府県の公共下水道あり・なし別の世帯

数総数と世帯人員総数が調査されており、そのデータから、推定することとした。

結果を表１．３に示す。 

世帯人員は、公共下水道ありが 2.01～2.70 人、公共下水道なし(浄化槽エリア)

が 2.30～3.19人、なし/あり比で 1以上となり、すべての都道府県において、公共

下水道なし(浄化槽エリア)のほうが多く、浄化槽エリアの世帯人員は、ほぼ３人以

下である結果となった。 
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表１．３ 公共下水道あり・なし世帯数と世帯人員数 4) 
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<静岡県富士市5)＞ ＜福岡県6)＞

人槽 下水道区域 浄化槽区域 人槽 下水道区域 浄化槽区域

0.5 0.5 0.6 0.6
0.2～1.4 0.2～1.6 0.3～0.9 0.5～0.7

0.4 0.4 0.5 0.5
0.2～1.0 0.2～1.0 0.2～0.7 0.3～0.6

0.4 0.5 0.5 0.5
0.1～1.1 0.1～1.4 0.2～0.7 0.4～0.5

0.4 0.4 0.4 0.4
0.1～0.8 0.1～1.3 0.1～0.6 0.3～0.5

0.4 0.4 0.4 0.3
0.1～0.7 0.1～0.9 0.2～0.7 0.2～0.5

　※各欄の数値は、人槽毎に上段：平均値、下段：範囲（最小値～最大値）を示す。

8 8

10 10

5 5

6 6

7 7

次に下水道区域にある浄化槽と浄化槽区域の実使用人員比（使用人数/人槽）に

ついて調査を行った。静岡県（富士市）と福岡県の 11 条検査より、表１．４の結

果が得られた。下水道区域と浄化槽区域で平均値からは明確な差は見られず、前項

１．１と同様に、小人槽化の可能性が見られたが、富士市の結果からは、最大値で

人員比１以上の値も見られるため、実使用人員となる運用の方法についても検討が

必要と考えられた。 
 

表１．４ 下水道区域と浄化槽区域の実使用人員 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．２浄化槽使用人員（世帯人員）と給水量の関係 

図１．２に浄化槽メーカ（Ａ社）の全国浄化槽推進市町村協議会における実地

調査結果（1997～2014年）から、使用人員ごとの水道使用量を集計したデータを

示す（上水道のみ使用の家庭を抽出。ｎ数は 157、ただし同一家庭で２回測定し

た場合は平均して１個の値としている）。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１．２ 使用人員（世帯人員）と水道使用量データ 
                               ※Ａ社資料より 

図１．２より、使用人員が増加すると共に水道使用量も増える傾向にあること、

同じ使用人員でも家庭によって水道使用量に幅があることが分かる。上記につい

て使用人員ごとの非超過確率 50％値、84％値を算出した結果を表１．５及び図１．

３に示す。 
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1 2 3 4 5 6 7

50% 0.21 0.57 0.63 0.86 0.97 1.16 1.11

84% 0.29 0.86 0.83 1.14 1.31 1.55 1.3

50% 0.21 0.29 0.21 0.22 0.19 0.19 0.16

84% 0.29 0.43 0.28 0.29 0.26 0.26 0.19

実使用人員 人 

水道使用  m3/日 

1人当たり m3/人・日 

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

1.2

1.4

1.6

1.8

0 1 2 3 4 5 6 7 8

水
 
 
ｍ
3/
日
 

実使用人員 人 

50%値

50%値

84%値

○●：水道使用 (m3/日)

□■：1人当たり(m3/人・日)

84%値

表１．５ 浄化槽使用人員に対する水道使用量（Ａ社資料より） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１．３ 浄化槽使用人員に対する水道使用量の傾向 
（〇,□；非超過確率 50％値、●,■非超過確率 84％値）  

図１．４の東京都水道局で東京都の区部と多摩地区を対象に行った、令和２年

度の「生活用水実態調査」7）より、世帯人員別の１ヶ月当たりの平均使用水量か

ら１人当たりの使用水量について整理した結果を示す。なお、水道使用量には散

水や洗車用水が含まれるため、浄化槽への流入水量は本データより少ないと考え

られる。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１．４ 世帯人員に対する水道使用量の傾向 
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図１．３、図１．４ともに使用人員が少ないほど１人当たりの使用水量が多く

なる傾向にある。これは、使用人員によらず浴槽容量が変わらない等の要因が考

えられる。また、浴槽容量＝時間最大汚水量とした場合、使用人員によらず浴槽

容量が変わらないため、時

間最大汚水量も変わらない

と仮定できる。ちなみに時

間最大汚水量は性能評価試

験 8)では９時から 10 時の間

に設定され、図１．５より

計算すると、５人槽で 250L

となる。 

                   

図１．５ 試験用原水流入パターン 8) 

 

２．浄化槽市場の動向、製品化の状況 

平成 26年度 1)の報告以後も、これまでと同様に建築物に適用される浄化槽規模（処

理対象人員）は建築用途別に JIS A 3302-2000 で規定されている。建築用途が住宅の

場合は延床面積で処理対象人員が算定され、130ｍ2以下は 5 人（槽）、130ｍ2を超え

るものは７人（槽）となり、５人槽が最小人槽となっている。 

表２．１ 住宅の処理対象人員算定（JIS A 3302-2000） 

【住宅の処理対象人員算定】 

ｎ：人員（人）、Ａ：延べ面積(m2) 

 Ａ≦130※の場合  ｎ＝５ 

 130※＜Ａの場合  ｎ＝７ 

※この値は、当該地域における住宅の１戸当たりの平均的な述べ面積に応じ

て、増減できるものとする。 
 

＜運用上の留意事項＞ 

① 同一棟の物置、納屋及び別棟の離れは床面積に算入する。 

② 別棟の建物が便所などのない農業用倉庫などで人の使用が明らかにな

い場合は、床面積から除外してよい。 

③ 浴室及び台所が２つ以上ある住宅は、実際にほぼ独立した生活が営まれ

ることから、処理対象人員は 10 人とする。ただし、実情に応じて減ず

ることができる。 

 

２．１浄化槽市場の動向 

性能規定化の流れから 1998（平成 10）年６月 12日に建築基準法が改正され、浄

化槽関連では建築確認検査の民間開放や、型式適合認定制度、製造者認証制度等が

発足した。法第 31 条も改正され、浄化槽は政令で定める技術的基準に適合するも

ので、「①建設大臣（現国土交通大臣）が定めた構造方法を用いるもの」又は「②

建設大臣（現国土交通大臣）の認定を受けたもの」とされた（施行は 2000（平成

12 年）６月）。この「②建設大臣（現国土交通大臣）の認定を受けたもの」につい

ては、国土交通大臣又は指定性能評価機関（第三者機関）が行う性能評価に基づき

認定されることとなった。性能評価試験方法は、当時から現在まで唯一の性能評価

機関である(一財)日本建築センターにて、客観的で公正な評価を目的として、学識

経験者等による検討を経て作成された。性能評価型浄化槽は、メーカ独自の汚水処
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理技術を盛り込んだもので、次第に国が定めた構造方法による浄化槽（構造方法型）

より性能評価型浄化槽の出荷比率が高くなり、2014（平成 26）年度では出荷割合

のうち 99%が性能評価型となっている（図２．１）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２．１ 性能評価型出荷割合の推移 

また、開発の方向性としては、①水環境保全に資するための高度処理化②単独処

理浄化槽から合併処理浄化槽への転換を考慮したコンパクト化が主流となった。 

２．２製品化の状況 

（１）高度処理浄化槽の開発 

平成７年改正の構造基準で高度処理浄化槽が追加されたが、各メーカからは構

造基準に準拠しない、独自の処理方式での浄化槽開発が進んでいった。特に窒素

除去型の家庭用浄化槽では硝化機能を高めるため、今まで主流であった板状接触

材から、比表面積の大きいろ材・担体を用いた処理方式が多く開発され、現在で

は窒素処理型の高度処理浄化槽が主流となっている。（図２．２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２．２ 窒素除去型浄化槽（性能評価型）の出荷基数 

 
（２）コンパクト型浄化槽の開発 

改正浄化槽法において、単独処理浄化槽の廃止のほか、併せて既設の単独処理

浄化槽の合併処理浄化槽への転換義務も示されたが、当時の単独処理浄化槽と合

併処理浄化槽を比較すると、その大きさの違いから合併処理浄化槽への転換には
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設置スペースの確保と費用が課題となった。 

単独処理浄化槽の製造廃止が進み、これまで狭い場所でも設置できていた利便

性を確保するため、また、単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換を視野に、

これまでの告示型（図２．３中では構造例示型と表記）ではなく、メーカ独自の

処理方式を用いたコンパクト型浄化槽の開発が進むこととなった。 

第一期と考えられるこの当時のコンパクト型浄化槽はそれまでの告示型に比

べ約 70％の容積であった。現在ではさらに容量が小さく、かつ窒素除去性能を有

する型式が告示型に比べ約 50％の容積となっている（図２．３）。令和３年度報

告書 10）より、次項の検討に使用した主要機種の概要を表２．２に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２．３ 各種浄化槽の容量比較（５人槽）9）
 

 

表２．２ コンパクト型浄化槽の例 10) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

性能評価型（BOD20,T-N20)

項目/人槽 単位 5人 7人 5人 7人 10人 5人 7人 10人 5人 7人 10人 5人 7人 10人 5人 7人 10人

BOD (mg/l)

T-N (mg/l)

全　　長 (m) 1.99 2.25 1.90 1.92 2.52 1.70 2.31 2.47 1.58 2.12 2.79 2.23 2.36 2.99 1.70 2.32 2.45

全　　幅 (m) 0.95 1.12 1.02 1.32 1.32 0.97 0.97 1.30 0.98 0.98 1.20 1.00 1.24 1.26 0.97 0.97 1.25

全　　高 (m) 1.34 1.34 1.52 1.52 1.52 1.52 1.52 1.52 1.56 1.56 1.58 1.59 1.59 1.79 1.56 1.56 1.78

一次処理槽 No.1 (m
3
) 0.245 0.343 1.071 1.468 2.005 0.317 0.447 0.635 0.537 0.751 1.058 0.475 0.658 0.909 0.395 0.553 0.789

一次処理槽 No.2 (m3) 0.563 0.789 0.600 0.842 1.208 0.528 0.738 1.053 0.664 0.932 1.397 0.592 0.828 1.183

一次処理槽（清掃量） (m3) 0.808 1.132 1.071 1.468 2.005 0.917 1.289 1.843 1.065 1.489 2.111 1.139 1.590 2.306 0.987 1.381 1.972

生物反応槽 (m
3
) 0.290 0.406 0.389 0.569 0.761 0.296 0.415 0.593 0.245 0.341 0.509 0.405 0.568 0.841 0.429 0.604 0.888

固液分離槽(処理水槽） (m
3
) 0.170 0.238 0.145 0.196 0.275 0.165 0.228 0.326 0.083 0.112 0.579 0.238 0.312 0.487 0.142 0.202 0.287

消毒槽 (m3) 0.011 0.015 0.021 0.021 0.021 0.015 0.015 0.021 0.015 0.015 0.023 0.022 0.022 0.022 0.011 0.015 0.021

総　容  量 (m3) 1.279 1.791 1.626 2.254 3.062 1.393 1.947 2.783 1.408 1.957 3.222 1.804 2.492 3.656 1.569 2.202 3.168

(kg) 130.0 160.0 145.8 165.8 205.8 125.0 155.0 236.0 136.0 171.5 252.0 168.0 201.0 247.0 156.0 196.0 266.0

送風量 （L/分) 50 90 50 60 80 60 90 110 60 80 120 60 80 120 40 60 80

消費電力 (W) 27 42 28 35 51 39 55 75 32 48 75 36 55 75 26 32 48

ＦＣＥ,XＥ型＜製　品　名＞ KRS型

性
能

20 20 20 20 20

ＣA型 KZⅡ,AXZⅡ,CNZⅡ型 ＣＸＮ2型 水創り王

20

20 20 20 20 20 20

大
き
さ

製品質量

容
量

ブ
ロ
ワ
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３．小人槽化浄化槽の形状と大きさの検討 

平成 26 年度報告書 1)では小人槽化浄化槽を製品化する場合、全出荷基数の 95.7％

を占める性能評価型（BOD20mg/L 以下、T-N20mg/L 以下）を下記の２パターンにて、

検討した。 

案①：４人槽以下の浄化槽を新規に製品化する。 

案②：５人槽（現行の最小人槽）を転用し製品化する。 

今年度は、上記案①、②について表２．２のデータを使用し、導入に関して想定さ

れる課題を考慮して製品化に対しコスト面の検討を行った。 

３．１設計内容の検討 

設計の内容（寸法及び容量）について、下記の条件にて検討した。 

（１）小人槽 概略図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３．１ 概略図（例） 

 

（２）設計諸元（課題及び検討内容） 

・時間最大汚水流入時の一次処理槽の沈殿分離機能の確保 

 前項１．２で記したように、水道使用量は使用人員が少なくなるほど１人

当たりの使用水量が多くなる傾向がある。同様の内容は、久川ら 11)の報告に

も示されている。また、浴槽排水による時間最大汚水流入に対応する必要も

あるため、沈殿分離性能に重要な因子となる水深は現行機種の最小値に合わ

せ、かつ、ピークカット部を設けた。 
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（３）寸法（表２．２より推定） 

・槽長及び槽幅：５，７，１０人槽の平均値から回帰式（図３．２）を求め、 

   外形寸法を推定した。   

・フランジ幅 ：人槽によってほとんど変化がないことから 0.05m とした。 

・全    高 ：HWL＋余裕高＋マンホール首高さの合計とした。 

 HWL：水深は沈殿分離機能にも影響するため、小人槽は全て LWLを

５人槽最小の 0.95mとし、ピークカット部 0.11mを加え、HWL

で 1.06mとした。 

余裕高：維持管理性を考慮し、HWL で 0.2mとした。 

マンホール：スラブ厚より 0.1m とした。 

首高さ 

（４）容量（表２．２より推定） 

・一次処理槽 ：５人槽平均値より滞留時間を求めた。 

・好気処理槽 ：５人槽平均値より BOD容積負荷を求めた。 

・固液分離槽＋：時間最大汚水量に対応するため、小人槽は５人槽の平均容量 

ピークカット に合わせた（恒温短期性能評価試験の時間最大汚水量以上）。 

・消毒槽   ：５人槽の告示型の必要容量以上とした。 

・総容量   ：上記を合計した値。 

 

３．２検討結果 

（１）寸法 

表２．２より５～１０人槽の全長、全幅、の平均値を基に、図３．２で示す回

帰式を用いて、１～４人槽の形状を推定した（表３．１）。また、３人槽と５人

槽を比較した形状比較図を図３．３に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図３．２ 小人槽化浄化槽の形状（回帰式） 
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  表３．１ 小人槽化浄化槽の形状（ｍ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３．３  ５人槽（平均値）と３人槽（推定値）の形状比較（例） 

 

（２）容量 

    容量については表２．２より滞留時間、BOD 容積負荷及び平均値を計算し、下

記の値にて、小人槽の容量を推定した（表３．２）。 

・一次処理槽 ：滞留時間               → 24.7hr 

・好気処理槽 ：BOD容積負荷            → 0.584kg/m3･d 

・固液分離槽 ：５人槽平均容量           →  158L 

ピークカット：５人槽平均容量           →  110L 

・消毒槽   ：５人槽告示型必要容量以上     →   11L 

 

人槽 1 2 3 4 5 7 10

全長 1.39 1.53 1.66 1.84 1.85 2.21 2.65

全幅 0.77 0.83 0.89 0.98 0.98 1.10 1.27

全高 1.36 1.36 1.36 1.36 1.52 1.52 1.64

槽長※ 1.29 1.43 1.56 1.74 1.75 2.11 2.53

槽幅※ 0.67 0.73 0.79 0.88 0.88 1.00 1.15
フランジ幅 0.05 0.05 0.05 0.05 0.05 0.05 0.06

HWL 1.06 1.06 1.06 1.06 1.21 1.21 1.32

余裕高 0.20 0.20 0.20 0.20

MH首高 0.10 0.10 0.10 0.10

※ﾌﾗﾝｼﾞ幅を含まない寸法

0.31 0.31 0.32

推定値 平均値
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表３．２ 小人槽化浄化槽の容量（ｍ3） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．小人槽化浄化槽の製品化の費用、施工費、維持管理費の検討 

形状、容量を検討した小人槽化浄化槽において、沈殿分離性能からみると水面積が

小さくなる１～２人槽の実現は難しく、また１．１項に示したように、世帯数３人以

下の割合が 60％以上あることから、３人槽を例に製品化、施工及び維持費のコスト

を検討した。 

４．１製品化の費用 

製品化までの工程として、許認可取得、設備投資、製造（成形、組立、検査）が

あり、各々で小型化したことによる費用について検討した。 

（１）許認可取得 

浄化槽を発売するまでに必要な許認可フローを図４．１に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          

図４．１ 許認可フロー図 

また、上記の許認可に加え、積載荷重２ｔ以下の駐車場で支柱レス施工できる

ことを評価するＦＲＰ評定の取得も必要となる。 

既に性能評価を取得した浄化槽の人槽を大きくする場合は、性能評価試験は必

要なく性能評価からとなるが、小人槽化では性能評価試験において最低人槽で試

験を行うこととなっており、そのため許認可費用は新しい製品を開発する費用と

ほぼ同等の１メーカ当たり、400〜1,500万円が必要となる。 

（試験前に自社試験などの費用も発生するため、更に数百〜数千万の費用が必要

となるがここでは除外した。） 

表２．２のコンパクト型浄化槽の例（６種類）を前提とし、許認可費用の合計

はＯＥＭを考慮した。 

人槽 1 2 3 4 5 7 10

一次処理 0.206 0.411 0.617 0.822 1.027 1.422 2.147

ピークカット 0.110 0.110 0.110 0.110 0.110 0.151 0.209

好気処理 0.069 0.137 0.206 0.274 0.342 0.484 0.718

固液分離 0.158 0.158 0.158 0.158 0.158 0.215 0.391

消毒 0.011 0.011 0.011 0.011 0.016 0.017 0.022

総容量 0.554 0.827 1.102 1.375 1.569 2.183 3.262

推定値 平均値
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表４．１ 小人槽化浄化槽の許認可費用（例）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）設備投資（金型費用） 

許認可費用と同様に表２．２のコンパクト型浄化槽６機種で設備投資費用を試 

算した。また、一程度の需要があると想定し、機械成形にて検討を行った。機械

成形は成形法によって金型も異なるため、費用は範囲表記とした。小人槽の製品

化には躯体（上槽、下槽、仕切板×３）、内部部品（流入バッフル、移流バッフル、

ろ材浮上枠、ろ材架台、消毒槽）等の金型も必要となる。金型費用以外にも生産

ラインの変更等が発生すると考えられるが、メーカによって設備がかなり異なる

ため、今回の試算には含んでいない。表４．２に示すように試算結果を示すが、

金型費用だけでも非常に大きな投資金額となることがわかる。 

表４．２  小人槽化浄化槽の金型費用の試算（例） 

 

 

 

 

 

 

     

（３）本体費用 

＜成形＞ 

３人槽は既存の５人槽と比較し、本体及び内部部品も小さくなる。また、ろ 

材個数が減るなど、質量削減による材料費の削減が考えられる。ただし、成形費

としてはＦＲＰのプレス成形注１）やＲＩＭ成形注２）などでは、反応時間が律速とな

り大きな削減は難しく、部材などのインジェクション成形注３）でも成形機の大き

さ次第では成形費が下がらないため、今回は質量削減による材料費のみコストに

反映すると考えた。質量は５，７，１０人槽の本体質量（平均）から、体積当た

りの質量を計算し、その値から回帰式（図４．２）を求め、３人槽の本体質量を

推定した。（表４．３参照） 

注 1)ブレス成形      ：金型にガラス＋樹脂を投入、高圧でプレスし、金型内の熱で硬化反応を促 

進させるＦＲＰの成形方法。 

注 2) ＲＩＭ成形     ：金型に２液を衝突混合させて注入し、化学反応によって型内で硬化させる 

(Resin Transfer Molding) ＤＣＰＤ（ジシクロペンタジエン）の成形方法。 

注 3)インジェクション成形：ペレット（固体）を熱して溶かしたものを、高圧で金型内に注入し、型内 

で冷却して硬化させるＰＰ（ポリプロピレン）等の成形方法。 

項目 備考

性能評価試験 馴養8週＋試験32週

性能評価試験

大臣認定

型式適合認定

型式認定　　基本

登録　高度処理 新規と判断した場合

FRP評定　　

小計 6社

小計(OEM） 3社

合計　　　　

※上表は既存機種に3人槽のみ追加を想定しています。

¥96,570,000

¥3,870,000

¥630,000

¥14,160,000

費用

¥9,450,000

¥820,000

¥20,000

¥50,000

¥90,000

¥3,100,000

項目 備考
本槽 ¥50,000,000 〜 ¥90,000,000 上下槽
仕切板 ¥40,000,000 〜 ¥60,000,000 仕切板×3種類　
部材 ¥30,000,000 〜 ¥50,000,000 部材×5種類
小計 ¥120,000,000 〜 ¥200,000,000 1社当り
合計 ¥720,000,000 〜 ¥1,200,000,000 6社で投資

金型費用
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図４．２ 小人槽化浄化槽の体積当たりの重量（回帰式） 

 

表４．３  小人槽化浄化槽の本体質量の例 

 

 

 

 

 

 

 

 

表４．３より、３人槽は５人槽より 24kg 質量を削減できる可能性があり、

１基当たりの 17％の質量削減が期待できる結果となった。 

＜組立＞ 

小人槽化することにより、部品組み立ての際に人が槽外から手が届く範囲に部

品を組み付けできる可能性があり、これまで槽内に入る必要があった場合など、

工数が減ると考えられる。ただし、最近の浄化槽は既にコンパクト化が進んでお

り、既に上記をクリアできている場合は工数においてメリットは小さくなると考

えられ、また機種変更などの切り替え作業が増えるため、1 日の生産数（工数）

の増減はないと考えられる。 

＜検査＞ 

検査の工数は主に稼働検査と漏水検査である。稼働検査は人槽によって工数が

変わることが無く、漏水検査は規定水位までの注排水の時間が削減されると考え

らえるが、生産数に増減が無いとしたため、工数の増減は無いとした。 

槽内漏水などの修理では、槽内に人が入って作業を行うケースがあるが、修理

時に内部へ人が入ることを想定した開口や単位槽スペースを確保するのは、実質

かなり難しい設計になると考えられ、カセット式のように内部部材を浄化槽外部

へ取り出して補修できる構造など、補修対応するための設計は費用増になると考

えられる（ここでは修理対応のための費用の評価は行わない）。     

 

 

 

 

 

 

推定値
　 単位 3人槽 5人槽 7人槽 10人槽
槽長 ｍ 1.56 1.75 2.11 2.53
槽幅 ｍ 0.79 0.88 1 1.15
全高-100 ｍ 1.36 1.42 1.42 1.54
㎏/体積 71.2 65.6 58.4 50.3
本体質量 kg 119 143 175 225

平均値
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４．２施工費 

     図４．３に浄化槽の標準的な施工の工程を示す。浄化槽の大きさが関係してくる 

工程として掘削、基礎、据付、埋め戻し、及び上部スラブがあげられる。表３．１ 

から、小人槽化浄化槽の全高は５人槽と大きくは変わらず、施工費は設置面積の影 

響が大きいと考えられるため、３人槽と５人槽にて設置面積の比較を行った（表４． 

４）。表４．４より、設置面積は 18.5％程度削減できる可能性が示唆された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４．３ 標準的な工事の工程 

 

             表４．４ 設置面積 比較 

 

 

 

 

 

４．３維持管理費（保守点検費、清掃費、電気代） 

保守点検については点検・調整などの作業時間が費用に反映されると考えられる

が、点検項目が３人及び５人槽によって変わることがないため、作業時間が大きく

変化することはないと考えられる。逆に３人槽ではエアリフトで揚水するような調

整は水量が少なくなるため、調整し難く時間がかかる可能性がある。費用を削減で

きる項目としては水道使用量が若干少なくなることで、薬剤使用量が減ると考えら

れた。 

例）塩素剤費用（某メーカ定価） 

５人槽 1000L/日×5×10-6kg/L÷0.9×365 日/年×2,000円/kg＝3,650円/年 

３人槽  600L/日×5×10-6kg/L÷0.9×365 日/年×2,000円/kg＝2,190円/年 

差額＝1,460 円/年 

清掃費については、汚泥の引き抜き量が減ることで費用の削減が考えられるが、

現在、多くの浄化槽がコンパクト型になっており、それぞれ引き抜き量が少なくな

ったため、移動費を含めコストが合わなくなっている場合もあり、引き抜き量に関

係なく人槽で決められている場合もある。いずれにせよ、引き抜き量が少なくなる

ほど、移動費等の占める割合が高くなり、清掃費を削減できないことも考えられる。 

電気代については、必要空気量を減らせる可能性があり、削減が期待できるが、

水深を浅くしたため kLa（酸素溶解効率）の値が小さくなることも考えられる。よ

って、電気代についても削減は難しい可能性があるが、試算は困難なため、ここで

は単純に人槽比での削減を期待するものとする。 

赤枠は浄化槽の大きさが関係する工程 

設置面積(m2)
３人槽（推定） 1.48
５人槽(平均） 1.81
削減率（％） 18.5%
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４．４費用まとめ 

製品化するための投資は、３人槽を９メーカで製品化したと仮定すると、許認可

費用で約 1 億円、設備投資は金型費用だけで最大 12 憶円となった。浄化槽市場が

横這いもしくは減少傾向にある中、あらたな設備投資は企業の事業運営に大きな影

響を与えることになると考えられる。 

３人槽の各種費用を生活排水処理施設整備計画策定マニュアル 12)の基本諸元の

割合で、５人槽の本体費用、建設費及び維持管理費を助成基準額 13)から試算した結

果を表４．５に示す。 

 

表４．５ ５人槽（基本諸元）と３人槽（推定値）の各種費用比較 

    

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   建設費と維持費は下がるものの、メーカ利益となる本体費の金額が下がり、高額

な投資に対し、見合わない可能性が高くなると考えられた。   

 

５．小人槽化浄化槽に５人槽を適用した場合の費用について 

平成 26 年度報告書 1)では、小人槽化浄化槽として５人槽を適用する場合について

検討した結果が報告されているが、その中から、間欠ばっ気運転を導入した場合の費

用について検討した結果を以下に示す。 

５．１間欠ばっ気運転を導入した場合の各種費用 

５人槽の浄化槽をそのまま用い、ブロワに間欠ばっ気タイマ（またはインバータ）

回路を組み込むか、別途タイマを取り付けて、使用人員に応じてブロワの間欠運転

時間を設定する場合の費用は以下のようになると想定される。 

（１）許認可取得 

現行では連続運転で性能評価試験を受けている機種については、間欠運ばっ気

運転での性能評価が必要となり、表４．１とほぼ同様の許認可費用が必要となる。 

（２）設備投資 

     浄化槽本体は５人槽をそのまま使用するため新たな投資は必要ない。 

（３）本体費用 

       本体は５人槽をそのまま使用するため、費用の削減はない。 

（４）施工 

５人槽と同じ大きさであるため設置工事における費用の削減はない。 

（５）維持管理費（保守点検費、清掃費、電気代） 

保守点検費、清掃費、電気代は表４．５と同様の費用削減となる。また、浄 

化槽法の改正が必要になるが、清掃費については、年１回の清掃頻度を実使用 

比率
５人槽

（万円）
３人槽

（万円）
削減率

55% 48.5 40.3 17.0%
付属機器 5% 4.4 4.4 0.0%
設置工事費 40% 35.3 28.8 18.5%
合計 100% 88.2 73.4 16.8%
保守点検 32% 2.10 1.95 7%
清掃費 40% 2.60 1.56 40%
法定検査 8% 0.50 0.50 0%
電気代 20% 1.30 0.78 40%
合計 100% 6.50 4.79 26%

項目

建設費

維持費
(年間）

本体費
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人員によって、1.5〜２年に１回などに延ばすことで、清掃費の削減となる。 

例）１回の清掃費 26,000 円/年を、仮に 1.5年に１回となった場合の金額を年

１回に換算すると下記の計算となる。 

   ３人槽清掃費：26,000 円/回･年÷1.5 年/回＝17,333 円/回･年 

            差額：26,000 円 - 17,333 円＝ 8,667円/回･年    

５．２考察 

   ５人槽を小人槽として適用するための投資は、仮に９メーカで製品化したと仮定

すると、許認可費用で約１億円が必要となる可能性があるが、設備投資がないため、

小人槽化浄化槽を新たに開発する場合の 13 分の１の投資となる。また、間欠ばっ

気運転による電気代の削減や清掃頻度の見直しによって、維持管理費の削減効果が

期待できると考えられた。 

６．まとめ 

表４．５に示すように、小人槽化浄化槽を製品化することにより、例えば３人槽で

は建設費で 16.8％、維持費で 26％程度削減できる可能性があることがわかった。 

ただし、製品化には大きな投資が必要となり、浄化槽市場が横這いもしくは減少傾

向にある中、あらたな設備や許認可への投資は企業の事業運営に大きな影響を与える

ことになる。また、実際に小人槽化浄化槽を導入するには制度面の見直しも必要とな

る。例えば、JIS 人員算定の改定が必要で、また、性能評価における取り扱いについ

ても検討されなければならない。あわせて、性能評価試験の水量やピーク比の設定が

必要となるなど、高いハードルがあると想定され、製品化は技術的及び制度的に厳し

いという結果になった。 

小人槽化浄化槽に５人槽を適用した場合は投資費用が少なく、維持管理費等の削減

が期待できる有効な方策の一つであり、既に設置されている浄化槽にも適用できるメ

リットもあり、継続的な検討が必要と考えられた。 
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＜背景＞ 

浄化槽は汚水処理において重要な役割を果たしていますが、浄化槽の約半数は生活雑排水を

公共用水域に直接放流する単独処理浄化槽（単独槽）で水質汚濁・悪臭の原因とされています。

令和元年の浄化槽法の改正により、単独槽の中でも生活環境の保全等に重大な支障が生じるお

それのあるものを「特定既存単独槽」として都道府県等が判定し、浄化槽管理者に除却等の助

言・指導等を行う制度が導入されました。しかしながら、特定既存単独槽の判定が進んでおら

ず、本制度が十分に活用されていない状況がみられています。 

＜調査結果＞ 

◯ 漏水状態が続く単独槽であっても、現在の判定の考え方では特定既存単独槽とは判定され

ない場合あり 

◯ 清掃や保守点検の情報を収集している都道府県等が少なく、特定既存単独槽と判定され得

る単独槽が十分に把握されていない 

◯ 都道府県等には浄化槽台帳の作成が義務付けられているものの、事業者から情報が収集で

きていない・紙媒体での収集となっているため、台帳の整備が進まず、活用されていない 

などの実態がみられました。 

＜勧告＞ 

このため、環境省に対して、判定の考え方の見直し・定量的基準の設定、清掃業者や保守点

検業者からの情報収集の仕組みを有効に機能させるための措置、浄化槽台帳の整備・活用方法

の提示、デジタル化の検討などを求めました。 

Ⅳ．特定既存単独処理浄化槽の判断の明確化に関する調査・検討 

１.特定既存単独処理浄化槽に関して 

特定既存単独処理浄化槽は、2020 年（令和２年）４月に施行された浄化槽法の

一部改正において、浄化槽台帳作成の義務化、公共浄化槽制度の創設及び特定既存

単独処理浄化槽に対する措置が加えられた。特に、特定既存単独処理浄化槽に対す

る措置では、「都道府県知事は、既存の単独処理浄化槽であって、水質に関する検

査の結果の報告その他の情報から判断してそのまま放置すれば生活環境の保全及

び公衆衛生上重大な支障が生ずるおそれのある状態にあると認められるもの（特定

既存単独処理浄化槽）に係る浄化槽管理者に対し、当該特定既存単独処理浄化槽に

関し、除却その他生活環境の保全及び公衆衛生上必要な措置をとるよう助言又は指

導、勧告または命令ができる。」（附則抄第 11 条）と定められた。そして、『特定既

存単独処理浄化槽に対する措置に関する指針 1)（令和２年３月２日）』（以降『当該

指針』）が、特定既存単独処理浄化槽の判定の考え方及び措置に係る手続について、

参考となる一般的な考え方を示すものとして示された。 

 また、既設単独処理浄化槽の合併転換促進、併せて生活環境の保全と公衆衛生の

向上に寄与していくことを目的に、有識者らによる「特定既存単独処理浄化槽の判

定と合併転換の手法策定委員会」を立ち上げ、行政、指定検査機関及び関係業界の

協力のもとに「特定既存単独処理浄化槽の判定及び合併転換の手法に関する手引き
2)（令和３年４月）」（以降「手引き」）が（公財）日本環境整備教育センターにより

出版された。 

 これらの施策により、既存単独処理浄化槽の合併転換が一層進むものと期待され

たが、未だ合併転換が加速する状況には至っていない。また、2024 年（令和６年）

２月に「浄化槽行政に関する調査結果報告書 3)（総務省）」（以降「総務省報告書」）

が示され、これに基づく下記の勧告があった。 

 

浄化槽行政に関する調査＜調査結果に基づく勧告＞   令和６年２月９日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総務省報道資料 https://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/hyouka_240209000171526.html.html 

https://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/hyouka_240209000171526.html.html
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ここでは、これまでの事例等の知見の集積を踏まえ、当該指針に示される判定基

準をより明確化すること、加えて、特定既存単独処理浄化槽と判定されるべき対象

を適正かつ見逃すことなく判定する考え方について調査・検討を行い整理した。 

２.『特定既存単独処理浄化槽に対する措置に関する指針』に関する検討 

２．１当該指針の課題と検討の方針 

① 当該指針「はじめに」に記述されるように、既存単独処理浄化槽は、生活

雑排水の垂れ流しと老朽化（40年以上）及び不具合等による公衆衛生への影

響の懸念があるとされながらも、合併転換は努力義務となっている。そこで、

行政機関による特定既存単独処理浄化槽の判定と措置を実施し、特定既存単

独処理浄化槽の使用者に対して理解を求め、合併転換を勧める必要がある。 

② 特定既存単独処理浄化槽に係る浄化槽管理者に対する措置は、強い公権力

の行使を伴う行為が含まれることから、その措置に係る手続についての透明

性及び適正性の確保が求められる（客観的な判定基準と根拠が必要であり、

当該指針では、蓋然
がいぜん

性、切迫性、緊急性などの表現で理由づけている）。 

③ 当該指針は、参考となる一般的な考え方を示すものである。したがって、

各地方公共団体において地域の実情を反映しつつ、適宜固有の判定基準を定

めること等により特定既存単独処理浄化槽に対応することが適当とされて

いる。総務省報告書によると、令和３年度は鹿児島県ほか３都道府県のみの

実施状況と実施例は少ない。また、多くの自治体からは、ⅰ）判定できるだ

けの知見が十分でない、ⅱ）抽象的な判定基準の定量化が必要、ⅲ）周辺環

境への影響度をどのように確認すべきか分からないなどの意見があり、実施

することが難しいとされており、検討が必要と考えられる。 

④ 当該指針では、特定既存単独処理浄化槽に対する措置の要否の“判断”と

特定既存単独処理浄化槽の“判定”と、文章全体に“判断”と“判定”が意

味を持って使い分けられている。“判定”は、明確な基準に基づくものであ

り定性的な内容は避けることが望ましい。しかし、現場の事象（処理方式、

単位装置、破損の程度、処理機能等）は様々であり、それぞれの事象を数値

化することは、判定をより複雑化する場合や測定に時間を要す場合が考えら

れるため、効率的に判定を進めるためには、一程度定性的な表現もやむを得

ない。 

 当該指針に示されるような 11 条検査の判定と判断の考え方を基本とし、

その総合判定（【適正】、【おおむね適正】、【不適正】）及び各チェック項目で

の判断（「良」、「可」、「不可」など）を利用することで、適正かつ客観的な

特定既存単独処理浄化槽の判定が可能となると考えられる。 

11 条検査は、『浄化槽法定検査ガイドライン 4)（環境省）』（以降「ガイド

ライン」）に基づき、指定検査機関が検査するものであり、具体的な判断基

準が定められている。また、「浄化槽検査員講習会テキスト 5)（財団法人日本

環境整備教育センター）」（以降「テキスト」）では、判定方法の詳細が示さ

れており、検査担当者の違いによって判定に差が生じないようにされている。

従って、11条検査は適正かつ客観的な検査と位置付けてよい。 

⑤ 当該指針では、措置（除却その他生活環境の保全及び公衆衛生上必要な措

置）の“判断”と特定既存単独処理浄化槽の“判定”があるが、「第２章１．

特定既存単独処理浄化槽の判定の参考となる事項」において、必ずしも“周
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辺環境への影響”を特定既存単独処理浄化槽の判定基準とすることにはなっ

ていない。［別紙２］判定の考え方に１．（重要項目）若しくは２．（その他

の項目）に該当し、かつ３．（周辺環境への影響）に該当するか否かにより

判定するとされており、これは、３．に該当しなければ、１．若しくは２．

に該当しても特定既存単独処理浄化槽に判定されないと解釈される。総務省

からは、「漏水状態が続く単独処理浄化槽であっても特定既存単独処理浄化

槽に判定されない場合あり」と指摘とされていることから、この点を明確に

することが望ましい。 

⑥ 当該指針には、具体的な判定フローが示されていないが、「手引き」には

当該指針の内容を網羅したフロー（例）が示されている。また、「手引き」

には鹿児島県のフロー（例）についても掲載されている。比較すると、鹿児

島県のフローは簡略化されて分かりやすい。また、鹿児島県の事例では特定

既存単独処理浄化槽の判定フローのみが示され、措置については除却を前提

とし、合併転換を推進している。 

⑦ 今回の検討結果として、判定の考え方を理解しやすくするため、特定既存

単独処理浄化槽の判定のみのフロー（例）を示す。また、判定フローはシン

プルなものが望ましいと考えられる。措置については、３段階のレベル区分

で示し、除却（合併転換）への理解を求める。 

２．２特定既存単独処理浄化槽の判定の考え方と 11条検査内容との比較 

11条検査の内容は、外観検査、水質検査、書類検査に分類され、更に詳細な

チェック項目（外観検査で 75項目、水質検査で７項目、書類検査で６項目）が

あり、各チェック項目では、項目ごとに示された方法に従って「良」、「可」、「不

可」の３段階に判断される。判断基準は各チェック項目で様々であるが、おお

むね下記のようにまとめられる。 

表２．１ 11条検査におけるチェック項目の判断基準の概要 

 判断基準 補足 

「良」 望ましい状態にある、又は異常が認めら

れない。 

・漏水等の判断が明確な項目では、「良」、

「不可」の 2段階で判断。 

・外観検査では、主に処理機能に与える

影響、維持管理作業性に与える影響の度

合いにより判断される。 

・水質検査では、数値による判断基準が

示される。（BOD：「良」90mg/L以下、「可」

90～120mg/L、「不可」120mg/L超、透視度：

「良」7度以上、「可」4～7度、「不可」4

度未満 等） 

「可」 一部望ましくない状態又は異常が認め

られるが、通常の保守点検及び清掃の範

囲で回復可能な程度であり、処理機能等

に影響を与えるおそれが小さい。 

「不可」 望ましくない状態又は異常が認められ、

主として当該単位装置の処理機能等に

影響を与えることが明らかである。 

各チェック項目から総合判定（【適正】、【おおむね適正】、【不適正】）に至る

考え方は、図２．１のように整理できる。【不適正】と判定する流れ①としては、

外観検査、水質検査、書類検査による流れがある。 

 外観検査では、各チェック項目の重要度をＡ、Ｂ、Ｃの３段階に分類し、そ

のまま放置すれば放流水質の著しい悪化、公衆衛生上の著しい問題等が生じる

おそれが極めて強いと考えられる項目（重要度Ａ、30項目）が「不可」の場合

は【不適正】と判定する。書類検査では、重要度を「高」、「低」の２段階に分

類し、重要度が高い項目（4 項目）が「不可」の場合は、【不適正】と判定し、

判定に当たっては、必要に応じ水質検査の結果も勘案すべきとされている。水
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質検査については、スポット検査であることを考慮し、測定値が「不可」と判

断されたことのみをもって【不適正】と判定するのではなく、重要度が高いと

される３項目（残留塩素濃度、透視度、BOD）が「不可」であって、外観検査ま

たは書類検査からその原因が明らかな場合に限り、【不適正】と判定する。 

 次に【適正】に判定する流れ②は、すべてのチェック項目が「良」、または、

放流水質及び公衆衛生上に及ぼす影響が軽微である等と考えられるチェック項

目（11項目）が「可」で、その他の項目がすべて「良」である場合に【適正】

と判定する。そして、【不適正】、【適正】に判定されなかったものは【おおむね

適正】と判定する流れ③となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２．１ 11条検査の総合判定のフロー 

このような 11 条検査の判定の考え方と特定既存単独処理浄化槽の判定の考

え方を比較すると、例えば、11 条検査の外観検査では、「そのまま放置されれ

ば、放流水質の著しい悪化、公衆衛生上の著しい問題等が生じるおそれがきわ

めて強いと考えられる」重要度Ａのチェック項目が設定されており、これは特

① 

① 

① 

② 

③ 

③ 

③ 
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定既存単独処理浄化槽として定義される「そのまま放置すれば生活環境の保全

や公衆衛生上重大な支障が生ずるおそれのある状態にあると認められるもの」

の考え方とおよそ同様と解釈できるように、共通する考え方が多いことが分か

る。また、11 条検査では維持管理上の作業性や適切な使用状態に着目した書類

検査等の判断があることに対して、特定既存単独処理浄化槽の判定においては、

主に構造・機能や破損状況と周辺環境への影響から判定するため、使用状態の

良否とはあまり関係がない。逆に、特定既存単独処理浄化槽の判定の考え方に

は、経年劣化の観点から、耐用年数を過ぎた浄化槽を合併転換させたい考え方

があるのに対して、11条検査では、必ずしも合併転換を促してはいない。 

 また、11 条検査では浄化槽の状態を判断するための多岐にわたるチェック項

目が準備されており、比較のため、特定既存単独処理浄化槽の判定の参考とな

る事項との関連性について表２．２～表２．１０に整理した。 

 これらの表では、特定既存単独処理浄化槽の判定項目である当該指針の「外

形的状況や性能状況の①重要項目」（以降「重要項目」）、「外形的状況や性能状

況の②その他の項目」（以降「その他の項目」）、「③周辺環境への影響」及び「④

参考となる情報」との関連性について、◎：直接的かつ影響大、○：直接的、

△：間接的、ブランク：無しとして整理した。（「手引き」を参考としつつ、11

条検査の重要度Ａのチェック項目は「そのまま放置すれば･･･公衆衛生上重大

な･･･」とされることを考慮し整理した。）補足欄には、補足の記述に加え、今

回の検討で改善すべき点について示した。また、最右列に令和３年度の 11条検

査結果（環境省の集計）から【不適正】と判定された内容の件数（【不適正】の

範囲で重複あり）を示した。なお、令和３年度の 11条検査実施数は 961,741 件

で、【不適正】62,127 件（6.5％）、【おおむね適正】241,455 件（25.1％）、【適

正】658,159 件（68.4％）であった。 

【外観検査】 

（設置状況） 

重要項目としている 04.漏水状況に関しては、11条検査においても重要度Ａであ

り、周辺環境への影響が◎：直接的かつ影響大とされ、周囲の井戸の有無にかかわ

らず漏水した汚水が周辺環境を汚染することから、全チェック項目の中で最も重い

判定項目となっている。漏水は表２．２の中で【不適正】件数が最も多く、漏水に

対する処置は簡単な修理では済まない場合も多いため、総務省報告書においても漏

水状態の単独処理浄化槽が年々増加しているとの指摘がある。従って、漏水してい

れば、すなわち特定既存単独処理浄化槽と判定することが適切で、その措置は厳し

くする必要があると考えられる。 

03.破損又は変形の状況に関しては、当該指針の重要項目であり、重要度Ａであ

り、周辺環境への影響は○：直接的であるため、漏水の影響よりも若干レベルが低

いと考えられる。しかし、図２．１では、11 条検査の「そのまま放置されれば、･･･

公衆衛生上の著しい問題等が･･･きわめて強い･･･」重要度Ａの項目が「不可」であ

ることは、環境への影響が明らかであることを意味している。従って、重要項目が

「不可」の場合は、特定既存単独処理浄化槽と判定することが適切と考えられる。

また、この表の中で、漏水以外で件数が多い項目は 21.消毒設備の固定状況（2,304）

であり、重要項目の内容である 01.水平の状況や 02.浮上又は沈下の状況は、10件

以下と少ない。 

 05.溢流の状況に関し、当該指針の判定の参考事項にその記述はないが、流入管

渠と本体の溢流は、漏水と同レベルの取り扱いが適切と考えられる。 
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 07.嵩上げの状況と 08.浄化槽上部及び周辺の利用又は構造の状況については、

維持管理の作業性に大きく影響する観点から重要度Ａであるが、当該指針の判定の

参考事項として記述がない。しかし、過度の嵩上げ状態や上部荷重が過大である状

態は、FRP 強度に対する安全性の観点から、措置の判断基準としてもよいと考えら

れる。 

表２．２ 11条検査（設置状況）に該当する特定既存単独処理浄化槽の参考事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（設備の稼働状況） 

表２．３に設備の稼働状況に関して整理した。29.ポンプの稼働状況について、

例えば、故障により汚水や放流水が移送されない場合に溢流となり、そのまま放置

すれば、周辺環境への影響のおそれが明らかである。しかし、ポンプの交換は通常

の維持管理の範疇であることから、「不可」であることのみで特定既存単独処理浄

化槽と判定することは適切でないと考えられる。 

 それ以外のチェック項目については、重要度Ｂであることと周辺環境への影響が

△：間接的であることから、「可」、「不可」判定の場合は、周辺環境への影響を考

慮し判定する。なお、「可」、「不可」のレベルは周辺環境への影響の度合い、例え

重要項目
その他の

項目

01.水平の状況 Ａ 〇 ○ Ａの「不可」は特定と判定 9

02.浮上又は沈下の状況 Ａ 〇 ○ Ａの「不可」は特定と判定 7

03.破損又は変形の状況 Ａ 〇 ○ Ａの「不可」は特定と判定 1,101

04.漏水の状況 Ａ 〇 〇 ◎ 漏水は特定と判定 6,053

05.溢流の状況 Ａ 〇 ◎
溢流は特定と判定

（浄化槽本体の溢流を追加すべき）
75

06.上部スラブの打設の有無 Ｃ 機能上の関連が薄い 89

07.嵩上げの状況 Ａ
機能上の関連が薄いが、強度上、好

ましくない状態
194

08.浄化槽上部及び周辺の利用又

は構造の状況
Ａ

機能上の関連が薄いが、維持管理

上、明らかに好ましくない状態
2,001

09.雨水の流入状況 Ａ 〇 ○ Ａの「不可」は特定と判定 75

10.土砂の流入状況 Ｂ △ 80

11.その他の特殊な排水の流入状

況
Ａ △ ○ Ａの「不可」は特定と判定 102

12.スクリーン設備の固定 Ｂ 単独処理浄化槽に関連が薄い 1

13.ポンプ設備の固定状況 Ａ 〇 ○ Ａの「不可」は特定と判定 58

14.接触材、ろ材、担体等の固定

及び保持状況
Ａ 〇 ○ Ａの「不可」は特定と判定 489

15.ばっ気装置の固定状況 Ａ 〇 ○ Ａの「不可」は特定と判定 351

16.撹拌装置の固定状況 Ａ、Ｂ 単独処理浄化槽に関連が薄い 5

17.汚泥返送装置及び汚泥移送装

置の固定状況
Ａ 単独処理浄化槽に関連が薄い 3

18.循環装置の固定状況 Ａ 単独処理浄化槽に関連が薄い 5

19.逆洗装置及び洗浄装置の固定

状況
Ａ 〇 ○ Ａの「不可」は特定と判定 78

20.膜モジュールの固定状況 Ａ 単独処理浄化槽に関連が薄い 0

21.消毒設備の固定状況 Ａ 〇 ○ Ａの「不可」は特定と判定 2,304

22.越流せきの固定状況 Ａ 〇 ○ Ａの「不可」は特定と判定 112

23.隔壁、仕切板及び移流管(口)

の固定状況
Ａ 〇 ○ Ａの「不可」は特定と判定 1,959

24.その他の内部設備の固定状況 Ａ、Ｂ 〇 ○ Ａの「不可」は特定と判定 330

25.設置場所の状況 Ｃ △
機能上、維持管理上好ましくない間

接的な要因であり、関連薄い
13

26.流入管渠及び放流管渠の設置

状況
Ａ 〇 ○ Ａの「不可」は特定と判定 1,707

27.送風機の設置状況 Ａ、Ｂ 〇 ○ Ａの「不可」は特定と判定 805

28.増改築等の状況 Ａ 〇 ○ Ａの「不可」は特定と判定 43

周辺環境へ

の影響

参考となる

情報

11条検査

重要度
チェック項目

槽の水平、浮上又は

沈下、破損又は変形

等の状況

漏水の状況

浄化槽上部の状況

雨水、土砂等の槽内

への流入状況

内部設備の固定状況

設置に係るその他の

状況

補足

特定既存単独処理浄化槽の参考事項

外形的状況や性能状況
【不適正】

の件数

(R3年度)
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ば、水質項目が「不可」となっている要因として明らかであるかどうかを判定基準

とすると、11条検査の【不適正】判定と同様となる。 

 その他の項目について、この表では△：間接的として項目欄を埋めているが、機

械設備の稼働状況に関し、当該指針の判定の参考事項とでは記述がない。そこで例

えば、「浄化槽の内部設備」の項目を「浄化槽の内外設備」とし、該当するかどう

かの基準に「機械設備の稼働に異常がある。」を追加するなどが必要と考えられる。 

表２．３ 11条検査（設備の稼働状況）に該当する特定既存単独処理浄化槽の参考事 

     項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（水の流れ方の状況） 

表２．４に水の流れ方の状況に関して整理した。62.消毒槽の汚泥（以降略）、64.

放流ポンプ槽の汚泥（以降略）、66.汚泥の流出状況については、重要度Ａで、周辺

環境への影響が○：直接的である。例えば、消毒槽の汚泥の堆積が著しく「不可」

の判断である場合、通常の維持管理の範疇として汚泥を除去すれば一時的に解決す

るが、そのような状態を引き起こす原因が構造・機能の不具合に起因する場合が考

えられる。そして、これらが「不可」とされるような状態は、汚泥の影響から水質

検査は高い確率で「不可」となることが考えられる。 

それ以外のチェック項目については、重要度Ｂであることと周辺環境への影響が

△：間接的であることから、「可」、「不可」判定の場合は、周辺環境への影響を考

慮し判定する。なお、「可」、「不可」のレベルは周辺環境への影響の度合い、例え

ば水質項目が「不可」となっている要因として明らかであるかどうかを判定基準と

すると、11 条検査の【不適正】判定と同様となる。 

その他の項目について、この表では△：間接的として項目欄を埋めているが、槽

内の水の流れ方の状況に関し記述が乏しい。②その他の項目に、例えば、「水の流

れ方に異常があり、処理性能に影響がある。」を追加するなどが必要と考えられる。 

 

 

重要項目
その他の

項目

29.ポンプの稼働状況 Ｂ △ △
ポンプ故障は溢流発生のおそれ、ポ

ンプ交換は保守の範囲
298

30.送風機の稼働状況 Ｂ 〇 △ 7,911

31.駆動装置の稼働状況 Ｂ 〇 △ 21

32.ばっ気装置の稼働状況 Ｂ 〇 △ 2,627

33.撹拌装置の稼働状況 Ｂ 単独処理浄化槽に関連が薄い 14

34.汚泥返送装置及び汚泥移送装

置の稼働状況
Ｂ 単独処理浄化槽に関連が薄い 46

35.循環装置の稼働状況 Ｂ 単独処理浄化槽に関連が薄い 9

36.逆洗装置及び洗浄装置の稼働

状況
Ｂ 〇 △ 609

膜モジュールの稼働

状況
37.膜モジュールの稼働状況 Ｂ 単独処理浄化槽に関連が薄い 0

38.制御装置の稼働状況 Ｂ 単独処理浄化槽に関連が薄い 24

39.調整装置の稼働状況 Ｂ 単独処理浄化槽に関連が薄い 3

40.生物膜の状況 Ｂ △ △ 1,220

41.活性汚泥の状況 Ｂ △ △ 312

設備の稼働に係るそ

の他の状況
42.その他の設備の稼働状況※ Ｂ △ △ 347

11条検査

重要度
チェック項目

ポンプ、送風機及び

駆動装置の稼働状況

ばっ気装置及び撹拌

装置の稼働状況

汚泥返送装置、汚泥

移 送 装 置 、 循 環 装

置、逆洗装置及び洗

浄装置の稼働状況

制御装置及び調整装

置の稼働状況

生物膜又は活性汚泥

の状況

※三次処理、変則合併処理浄化槽の単独処理浄化槽（前置浄化槽）並びに生活雑排水及び単独処理浄化槽からの排水を併

せて処理する装置（後置浄化槽）等の稼働状況を含む

補足

特定既存単独処理浄化槽の参考事項

外形的状況や性能状況
周辺環境へ

の影響

参考となる

情報

【不適正】

の件数

(R3年度)
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表２．４ 11 条検査（水の流れ方の状況）に該当する特定既存単独処理浄化槽の参考

事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（使用状況） 

表２．５に使用の状況に関して整理した。70.流入汚水量が過多については、重

要度Ａで、周辺環境への影響が○：直接的である。重要度Ａであることを考慮し、

この項目で「不可」の判断があった場合は、周辺環境への影響があるものとして、

特定既存単独処理浄化槽と判定することが適切と考えられる。 

 それ以外のチェック項目については、重要度Ｂであることと周辺環境への影響が

△：間接的であることから、「可」、「不可」判定の場合は、周辺環境への影響を考

慮し判定する。なお、70.以外の使用状況に関しては、浄化槽の物理的状態の良否

ではないため、特定既存単独処理浄化槽の判定には関連が小さいと考えられる。 

 

 

 

 

重要項目
その他の

項目

43.流入管渠(路)の水流の状況 Ｂ △ △ 508

44.放流管渠(路)の水流の状況 Ｂ △ △ 1,699

45.各単位装置間の水流の状況 Ｂ △ △ 1,479

越流せきにおける越

流状況
46.越流せきにおける越流状況 Ｂ △ △ 826

47.原水ポンプ槽及び放流ポンプ

槽の水位の状況
Ｂ △ △ 85

48.流量調整槽の水位及び水流の

状況
Ｂ 単独処理浄化槽に関連が薄い 0

49.嫌気ろ床槽の水位の状況 Ｂ 単独処理浄化槽に関連が薄い 6

50.ばっ気槽の水位及び水流の状

況
Ｂ △ △ 744

51.接触ばっ気槽の水位及び水流

の状況
Ｂ △ △ 1,766

52.生物ろ過槽、担体流動槽の水

位及び水流の状況
Ｂ 単独処理浄化槽に関連が薄い 10

53.平面酸化床及び散水ろ床の水

流の状況
Ｂ △ △ 427

54.沈殿槽の水位及び水流の状況 Ｂ △ △ 1,357

55.その他の単位装置の水位及び

水流の状況
Ｂ △ △ 1,361

56.原水ポンプ槽の汚泥の堆積状

況又はスカムの生成状況
Ｂ 単独処理浄化槽に関連が薄い 0

57.流量調整槽の汚泥の堆積状況

又はスカムの生成状況
Ｂ 単独処理浄化槽に関連が薄い 0

58.腐敗室、沈殿分離槽及び嫌気

ろ床槽の汚泥の堆積状況又はスカ

ムの生成状況

Ｂ △ △ 564

59.ばっ気槽及び接触ばっ気槽の

汚泥の堆積状況又はスカムの生成

状況

Ｂ △ △ 204

60.生物ろ過槽及び担体流動槽の

汚泥の堆積状況
Ｂ 単独処理浄化槽に関連が薄い 2

61.沈殿槽の汚泥の堆積状況又は

スカムの生成状況
Ｂ △ △ 1,018

62.消毒槽の汚泥の堆積状況又は

スカムの生成状況
Ａ △ ○ Ａの「不可」は特定と判定 809

63.消泡ポンプ槽及び水中ブロワ

槽の汚泥の堆積状況又はスカムの

生成状況

Ｂ 0

64.放流ポンプ槽の汚泥の堆積状

況又はスカムの生成状況
Ａ △ ○ Ａの「不可」は特定と判定 16

65.汚泥処理設備の汚泥の堆積状

況又はスカムの生成状況
Ｂ 50

水の流れ方に係るそ

の他の状況
66.汚泥の流出状況 Ａ △ ○ Ａの「不可」は特定と判定 683

【不適正】

の件数

(R3年度)

補足
11条検査

重要度

特定既存単独処理浄化槽の参考事項

外形的状況や性能状況
周辺環境へ

の影響

参考となる

情報

管渠、升及び各単位

装置間の水流の状況

各単位装置内の水位

及び水流の状況

汚泥の堆積状況及び

スカムの生成状況

チェック項目
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表２．５ 11条検査（使用の状況）に該当する特定既存単独処理浄化槽の参考事項 

 

 

 

 

 

（悪臭の発生状況） 

表２．６に悪臭の発生状況に関して整理した。71.悪臭の発生状況については、

重要度Ｃで、周辺環境への影響が○：直接的である。重要度Ｃであることから、こ

の項目で「不可」の判断があることのみをもって【不適正】とならないため、同様

に、これのみをもって特定既存単独処理浄化槽に判定することは適切でないと考え

られる。 

 一方で、その他の項目に該当する場合と組み合わせて周辺環境への影響の悪臭の

発生を判断する際に、どの程度の悪臭であれば該当するのか曖昧となる。臭気指数

など数値化することも考えられるが、重要度Ｃであることと、効率的に判定を行う

観点から、「11条検査の当該チェック項目が「不可」又は近隣住民とトラブルにな

っている」ことを判断の基準としてはどうかと考える。逆をたどると、近隣からの

臭気クレーム等の情報から立入検査が行われた場合、重要項目の異常がなくとも、

浄化槽に何らかの異常（その他の項目）がある場合に特定既存単独処理浄化槽と判

定されることとなる。 

 また、71.悪臭の発生状況と 72.悪臭防止装置の実施状況の件数は、およそ同件

数となっていることから、原因となる何らかの不具合が明らかであるものが【不適

正】判定となっていると考えられる。 

表２．６ 11条検査（悪臭の発生状況）に該当する特定既存単独処理浄化槽の参考事  

     項 

 

 

 

 

（消毒の実施状況） 

表２．７に消毒の実施状況に関して整理した。当該項目は、重要度Ａで、「良」、

「不可」の 2段階の判断、周辺環境への影響が○：直接的である。重要度Ａである

が、消毒剤を補充すれば容易に措置可能な場合が多いのではないかと考えられる。

また構造的な不具合は、（設置状況）にて判断される。 

表２．７ 11 条検査（消毒の実施状況）に該当する特定既存単独処理浄化槽の参考事

項 

 

 

 

重要項目
その他の

項目

71.悪臭の発生状況 Ｃ ○ 31

72.悪臭防止措置の実施状況 Ｃ △ 30

【不適正】

の件数

(R3年度)

補足

悪臭の発生状況

特定既存単独処理浄化槽の参考事項

外形的状況や性能状況
周辺環境へ

の影響

参考となる

情報

11条検査

重要度
チェック項目

重要項目
その他の

項目

73.消毒剤の有無 Ａ △ ○ 通常の維持管理で容易に処置可能 13,947

74.処理水と消毒剤の接触状況 Ａ ○ ○ 通常の維持管理で容易に処置可能 3,103

【不適正】

の件数

(R3年度)

補足

消毒の実施状況

特定既存単独処理浄化槽の参考事項

外形的状況や性能状況
周辺環境へ

の影響

参考となる

情報

11条検査

重要度
チェック項目

重要項目
その他の

項目

67.油脂類の流入状況 Ｂ 単独処理浄化槽に関連が薄い 5

68.処理対象以外の排水の流入状

況
Ｂ △ 180

異物の流入状況 69.異物の流入状況 Ｂ △ 42

使用に係るその他の

状況

70.流入汚水量、洗浄用水等の使

用の状況
Ａ、Ｂ ○

Ａ：流入汚水量が過多の場合

Ａの「不可」は特定と判定
481

チェック項目

特定既存単独処理浄化槽の参考事項

外形的状況や性能状況
周辺環境へ

の影響

参考となる

情報

11条検査

重要度

特殊な排水等の流入

状況

補足

【不適正】

の件数

(R3年度)
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（か、はえ等の発生状況） 

表２．８に、か、はえ等の発生状況に関して整理した。当該項目は、重要度Ｃで、

周辺環境への影響が○：直接的である。重要度Ｃであることから、この項目で「不

可」の判断があることのみをもって、【不適正】とならないため、同様に「不可」

のみをもって特定既存単独処理浄化槽に判定することは適切ではない。 

 一方で、その他の項目に該当する場合と組み合わせて周辺環境への影響の害虫の

発生を判断する際に、どの程度の害虫発生であれば該当するのか曖昧となる。重要

度Ｃであることと、効率的に判定を行う観点から、「11条検査の当該チェック項目

が「不可」又は近隣住民とトラブルになっている」ことを判定の基準とすることが

妥当と考えられる（悪臭の発生状況と同様の考え方）。 

 

表２．８ 11 条検査（か、はえ等の発生状況）に該当する特定既存単独処理浄化槽の

参考事項 

 

 

 

【水質検査】 

表２．９に水質検査に関して整理した。当該項目は、重要度「高」、「低」の分類

があり、「高」の項目には残留塩素濃度、透視度、ＢＯＤがある。残留塩素濃度は

「良」、「不可」の２段階、それ以外は「良」、「可」、「不可」の 3 段階に測定値から

判定される。周辺環境への影響は、放流水質であるものは○：直接的である。11

条検査では、前述（図２．１）のように重要度「高」の項目が「不可」で、その因

果関係が明らかな不具合がある場合に【不適正】と判定される。 

 特定既存単独処理浄化槽の判定フローにおいては、先ず、その他の項目に該当す

るかの判断があった後に、周辺環境への影響として水質項目の判断がある。したが

って、水質項目の「不可」のみで特定既存単独処理浄化槽に判定されることはない

が、明確な因果関係があるかどうかということとの判断を 11 条検査の考え方と同

様に考えるべきか迷いが生じる。しかし、当該指針の内容に準ずれば、明確な因果

関係でなくとも特定既存単独処理浄化槽に判定されることとなると考えられる。 

 また、周辺環境への影響において、透視度が４度未満であることを判定の参考事

項として示されていることから、11 条検査に置き換えて考えるとＢＯＤが 120mg/L

超の「不可」と同レベルと考えられる。そして、鹿児島県の事例では、判定基準に

ＢＯＤを適用している。 

残留塩素濃度については、当該指針の周辺環境への影響の内容として記載がない。

しかし、11 条検査では、放流水の残留塩素濃度が検出されることを「良」とし、

大腸菌群数の判断としていることと、周辺環境への影響が○：直接的であること、

また外観検査において消毒設備に関する内容が重要度Ａとされていることから、判

定基準に追加すべきと考えられる。なお、この表の残留塩素濃度の【不適正】は多

く、必要以上に特定既存単独処理浄化槽の判定数を増やすことになるとも考えられ

るが、表２．７の 73.消毒剤の有無の件数とほとんど同じ件数であることから、消

毒剤がある状態で残留塩素が検出されないことは少なく、必要以上に特定既存単独

処理浄化槽の判定数を増やすことにはならないと考えられる。 

 

重要項目
その他の

項目

か、はえ等の発生状

況
75.蚊、はえ等の発生状況 Ｃ ○ 8

【不適正】

の件数

(R3年度)

補足

特定既存単独処理浄化槽の参考事項

外形的状況や性能状況
周辺環境へ

の影響

参考となる

情報

11条検査

重要度
チェック項目
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表２．９ 11条検査【水質検査】に該当する特定既存単独処理浄化槽の参考事項 

 

 

 

 

 

 

 

【書類検査】 

表２．１０に書類検査に関して整理した。当該項目は、重要度「高」、「低」の分

類があり、保守点検や清掃の回数の不足は、周辺環境への影響が△：間接的とされ

ている。11 条検査では、重要度「高」の 4 項目のうち、どれかが「不可」の場合

（そのまま放置されれば、放流水質の著しい悪化、公衆衛生上の著しい問題等が生

じるおそれがきわめて強いと考えられる）、【不適正】と判定される。また、判定に

当たっては、必要に応じ、水質検査の結果も勘案すべきとも「ガイドライン」に示

されている。書類検査の【不適正】の件数は水質検査よりも多いことから、11 条

検査において、書類検査の「不可」は重要視されているものと考えられる。 

 構造・機能上の不具合や経年劣化等を根拠として、特定既存単独処理浄化槽の判

定することを考えると、書類検査の良否（特に記録の有無）は直接的な関連性がな

いと考えられる。点検及び清掃が実施されていない又は回数が不足することは、処

理性能に影響する要因ではあるが、除却や修理の助言を求める当該指針の趣旨とは

関連性がないと考えられる。したがって、特定既存単独処理浄化槽の判定に書類検

査の内容を関連させる必要はないと考えられる。 

 ただし、特定既存単独処理浄化槽に判定されたものの措置を判断する際には、点

検及び清掃記録から過去の補修等の実績、浄化槽の処理方式及び使用年数を把握す

ることが、除却、補修及び交換等の指導をする措置の参考となると考えられる。当

該指針の［別紙２］では、参考となる情報は、特定既存単独処理浄化槽の措置を判

定する際に確認する情報として説明されている。そこで、特定既存単独処理浄化槽

の判定フローに措置の判定を含めず、別途示すこととする。 

 

表２．１０ 11条検査【書類検査】に該当する特定既存単独処理浄化槽の参考事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

重要項目
その他の

項目

　（保守点検）記録の有無 高 △ 20,706

　（保守点検）記録の内容 低 △ 874

　保守点検の回数 高 △ △ 4,998

　（清掃）記録の有無 高 △ 15,915

　（清掃）記録の内容 低 △ 781

　清掃の回数 高 △ △ 18,272

【不適正】

の件数

(R3年度)

チェック項目 補足

特定既存単独処理浄化槽の参考事項

外形的状況や性能状況
周辺環境へ

の影響

参考となる

情報

11条検査

重要度

重要項目
その他の

項目

ア.水素イオン濃度指数（pH） 低 ○ 493

イ.溶存酸素量 低 △ 4,916

ウ.残留塩素濃度 高 ○ 13,038

エ.透視度 高 ○ 3,756

オ.生物化学的酸素要求量（BOD） 高 ○ 9,442

【不適正】

の件数

(R3年度)

補足
周辺環境へ

の影響

特定既存単独処理浄化槽の参考事項

外形的状況や性能状況
参考となる

情報

11条検査

重要度
チェック項目
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３．特定既存単独処理浄化槽の判定の考え方と 11条検査内容との比較のまとめ 

当該指針の判定の考え方と 11条検査の内容は、周辺環境への著しい影響のおそれ

があるかどうかという観点から、浄化槽を判定するという点で、おおむね共通する

考え方がある。前項で示したように、それぞれ比較し、矛盾がないよう、分かりや

すく、客観的かつ適正に特定既存単独処理浄化槽の判定の考え方を検討した。以下

にその内容をまとめた。 

① 11 条検査では浄化槽の状態を判断するための多岐にわたるチェック項目が準

備されており、これらの考え方をベースとして判定基準とすれば、客観的かつ

適正な判定ができる。様々な構造・機能の状態の判定は複雑ではあるが、浄化

槽の指定検査機関が行う検査内容は、「ガイドライン」と「テキスト」が整備

されており、判断基準は、おおむね明確なものと位置付けてよい。 

② 漏水は、特定既存単独処理浄化槽と判定（以降【特定判定】）する。 

③ 11条検査の重要度Ａの項目が「不可」と判断されるような場合は、周辺環境へ

の著しい影響があると判断されており、考え方の矛盾を避けるため、周辺環境

への影響に関する判断をしなくとも、【特定判定】とする。ただし、11 条検査

のチェック項目 07.、08.は除く。 

④ 判定基準の①重要項目は、11 条検査の重要度Ａのチェック項目と同じである。

したがって、①重要項目が 11 条検査の「不可」レベルと判断される場合は、

周辺環境への影響に関する判断をしなくとも、【特定判定】とする。 

⑤ 判定基準の②その他の項目に関して、浄化槽の内外設備の項目に、例えば、「機

械設備の稼働に異常がある。」を追加する。 

⑥ 判定基準の②その他の項目に関して、水の流れ方の項目に、例えば、「汚水量

の過多又は水の流れ方に異常があり、処理性能に影響がある。」を追加する。 

⑦ 判定基準の③周辺環境への影響に関して、悪臭等の項目に、例えば「著しい悪

臭、害虫、騒音の発生により、近隣の苦情がある。（または、11 条検査のチェ

ック項目 71.72.75.が「不可」）」を追加する。 

⑧ 判定基準の②その他の項目に関して、消毒装置の内容に、例えば「消毒剤が設

置されていない。」を追加する。11 条検査では消毒に関する項目は重要度Ａに

分類されており、「不可」の判断であれば【特定判定】とする考えであり、①

重要項目の方に加える考え方もある。 

⑨ 判定基準の③周辺環境への影響に関して、放流水の水質の項目に、例えば「残

留塩素が検出されない。」を追加する。 

⑩ 特定既存単独処理浄化槽の判定フローに関して、その措置の判定を合わせて示

さず、別に示す。また、判定基準の④参考となる情報に関しては、判定フロー

には関連付けない。しかし、旧構造基準の浄化槽を耐用年数超過の観点から、

合併転換へと誘導することを目的とした場合は、①重要項目または②その他の

項目に旧構造基準該当を加える検討が考えられる。 

⑪ 上記検討結果を基に、特定既存単独処理浄化槽の判定基準と判定フロー（例）

を図３．１に示す。 
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図３．１ 特定既存単独処理浄化槽の判定フロー（例） 

①重要項目Ⅰ

（イ）本体又は流入管渠に

漏水又は溢流がある

①重要項目Ⅱ

（ロ）本体の破損

1.本体の破損劣化

2.隔壁等内部部品の変形

3.躯体部の腐食劣化（現場打ち）

（ハ）水平狂い・浮上・沈下

1.水平狂い（不均等な撹拌や短絡）

2.水平狂い（堆積汚泥の偏り）

3.水平狂い（管渠・配管・内部設備破損）

特定既存単

独処理浄化

槽ではない

特定既存単独処理浄化槽と判定され、措置が必要

そして、

・上記状態が、処理機能に著しい影響を与え

ることが明らかである

（例：11条検査の外観検査の重要度Ａの

チェック項目が「不可」。ただし、07.08.

を除く）

・上記状態が、人的被害を招くおそれがある

（例：陥没による転落事故、歩行の障害要

因となるおそれがある）

該当

②その他の項目

（イ）内外設備

1.隔壁や仕切板の破損、変形、欠落

2.ろ材の充填無し（破損・浮上・脱落）

3.機械設備の異常

4.生物膜又は活性汚泥の異常な状態

（ロ）消毒装置

1.装置の破損、欠落

2.薬筒の未固定

3.薬剤無し

（ハ）水の流れ方

1.短絡流や不適正な水流

2.汚水量の過多

（ニ）流入管渠、放流管渠

1.勾配不良による停滞・逆流

2.放流先からの逆流

3.放流管渠の著しい破損・漏水

（ホ）重要項目Ⅱの状態が軽微

（例：11条検査の重要項目Ａの項目が

「可」である。）

1つでも該当

③周辺環境への影響

（イ）放流水質

1.BOD120mg/L超

2.透視度4度未満

3.残留塩素が検出されない

（ロ）周辺の状況

1.汚泥、スカムの流出

2.悪臭、害虫、騒音の近隣トラブル

1つでも該当

1つでも該当

措置不要

はい

いいえ

はい

いいえ

いいえ

はい

はい

いいえ

特定既存単独処理浄化槽と判定、

措置【レベル3】と判定
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４．特定既存単独処理浄化槽の措置の判定基準と判定フロー（例） 

【特定判定】された後、その措置に関するフロー（例）を図４．１に示す。特定

既存単独処理浄化槽の判定においては、その構造、機能の状態を考慮し判定するこ

とが適切であるが、その措置の判定については、特定既存単独処理浄化槽を取り巻

く事情（諸々の理由）を考慮し判定することが適切と考えられる。判定基準を表４．

１の内容とし、判定結果を表４．２の３段階とした。 

表４．１ 措置の判定基準（例） 

項 目 内 容 

1 放流水質の規制 条例により単独処理浄化槽に対する規制や生活排水

の排出に対する規制等がある。 

2 過去の補修等の実績 以前に補修等の実績があり、早い段階で、再び不具

合が発生する可能性が高い。 

3 補修等が困難 修理業者が見つからない、補修部品が入手できない、

本来の仕様又は構造が不明。 

4 過大な荷重負荷 嵩上げが 30cm超え、過大な上部荷重又は土圧がある、

地震の履歴。 

5 使用年数 旧構造基準型である、あるいは既に耐用年数（30～

50年）を超えている。 

6 井戸の設置状況 浄化槽周辺に飲用水を含む生活用水として使用して

いる井戸がある。 

7 11条検査等の記録 【不適正】判定を続けている。 

8 その他の情報 保守点検業者または清掃業者等から重大な不具合が

報告されている。 

 

表４．２ 措置の判定（例） 

措置の判定 措置の内容 

【レベル３】 強く、すみやかに除却（合併転換）することを勧める。 

【レベル２】 
原則、すみやかに除却（合併転換）することを勧めつつ、補修

等が可能な場合は、早急に実施するよう指導する。 

【レベル１】 
自主的な除却（合併転換）を勧めつつ、補修等が可能な場合は、

早急に実施するよう指導する。 

【協議】 
浄化槽の入替が物理的に不可能である場合、対応方法を行政に

相談しつつ、水環境の保全に努める。 

   ※本体又は流入管渠に漏水又は溢流がある場合はレベル３とみなす。 
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※本体又は流入管渠に漏水又は溢流がある場合はレベル３とみなす。 

図４．１ 特定既存単独処理浄化槽の措置に関する判定フロー（例） 

 

当該指針において、井戸の設置状況については、③周辺環境への影響の参考事項

とされていたが、総務省報告書を参考とし、漏水や周辺への影響が明らかな場合で

あっても井戸が近くに無ければ特定既存単独処理浄化槽に判定されないと解釈さ

れてしまうことを避けるため、③周辺環境の影響の参考事項ではなく、④措置の参

考となる情報とした。 

 井戸までの距離を定量化するための根拠として、例示仕様の第５地下浸透処理の

浄化槽（トレンチ）は井戸から 30ｍの距離をとれば設置可能としていること、建

築基準法施行令第 34 条において便槽は井戸から５ｍ以上離して設けなければなら

ないこと、地域によって別途定めある場合ありとの情報がある。一方で、これらの

条件を満たせば浄化槽の漏水した状態を放置してよいことを示しているわけでは

ないと理解すれば、措置の緊急性が高い要因の一つとして 1 ポイント加算するもの

と考える。具体的には 30ｍの距離で判断することが安全側と考えられる。 

 また、旧構造基準については、通常の使用状態の浄化槽の耐用年数が 30～50 年

措置の判定に関わる情報

１．放流水質の規制

条例により単独処理浄化槽に対する規制や生活排水の排出に対する規制等がある

２．過去の補修実績

以前に補修等の実績があり、早い段階で、再び不具合が発生する可能性が高い

３．補修等が困難

修理業者が見つからない、補修部品が入手できない、本来の仕様又は構造が不明

４．過大な荷重負荷

嵩上げが30cm超え、過大な上部荷重又は土圧、地震の履歴

５．使用年数

旧構造基準である、あるいは既に耐用年数（30～50年）を超えている

６．井戸の設置状況

浄化槽周辺に飲用水を含む生活用水として、使用している井戸がある

７．11条検査等の記録

【不適正】判定を続けている、保守点検業者から重大な不具合が報告されている

８．その他の情報

保守点検業者または清掃業者等から重大な不具合が報告されている

特定既存単独処理浄化槽の措置に関する評価

【レベル３】

強く、すみやかに除却

（合併転換）することを

勧める

２つ以上

【レベル２】

原則、すみやかに除却

（合併転換）することを

勧めつつ、補修等が可能

な場合は、早急に実施す

１つ該当

【レベル１】

自主的な除却（合併転換）

を勧めつつ、補修等が可能

な場合は、早急に実施する

よう指導する

該当なし

【協議】

浄化槽の入替が物理的に

不可能である場合、対応

方法を行政に相談しつつ、

水環境の保全に努める

措置に対応

できない
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といわれる中で、表４．３に示すように、少なくとも 40 年を超えている。また、

図４．２に示されるように、経年劣化とともに設計上の安定性が担保される割合が

低下することは明らかである。現在でも正常な使用ができている既存単独処理浄化

槽もあると考えられるが、修理後の不具合の再発のおそれが高いと考え、旧構造基

準に該当することをもって、措置の判定の参考情報に 1ポイント加算することとし

た。 

 表４．１の内容は、11 条検査のチェック項目だけでは分からない内容が含まれ

ている。そのため 11 条検査において、地震履歴、井戸の設置状況、旧構造基準等

の項目を追加し、【特定判定】の内容を行政担当者へ伝達することで特定既存単独

処理浄化槽の制度が活用しやすくなると考えられる。 

 また、特定既存単独処理浄化槽の制度と浄化槽の台帳整備が進められる中で、い

わゆる無届浄化槽を取り扱う場合があると考えられる。無届浄化槽であっても、特

定既存単独処理浄化槽の制度の趣旨を浄化槽管理者に理解させ、適正に判定を行う

必要がある。 

表４．３ 旧構造基準と新構造基準の経過年数 

 制定年 
2024年の 

経過年数 

汚水処理概成の 

目標 2026年迄 

の経過年数 

旧構造基準 

告示第 1726号 

1969年(昭和 44年)～ 

1980年(昭和 55年) 
44～55年 46～57年 

新構造基準 

告示第 1292号 

1980年(昭和 55年)～ 

2000年(平成 12年) 
24～44年 26～46年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４．２ 設計上の安全性が担保される割合の推移 6) 

 

５．特定既存単独処理浄化槽の判定に関する妥当性評価 

５．１古市ら 6)による当該指針による特定既存単独処理浄化槽の判定基数の試算 

特定既存単独処理浄化槽の判定について、法改正の趣旨に基づき、実務レベル

まで具現化した「手引き」と環境省の令和元年度調査結果から試算した古市らの

試算結果 6)を表５．１及び表５．２にまとめた。ここでは、11条検査結果を参考

に特定既存単独処理浄化槽に判定される基数と割合を求め、また 11条検査未受検
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合計

100%

100% 932,196 100% 2,709,254 3,641,450

不適正 6.6% 60,950

おおむね適正 25.3% 235,942

16.2% 151,062 23.8% 644,789 795,852

③周辺住民からのクレーム等により 0.0% 0 0.0% 0 0

④協議会や報告徴収制度を通じて得た情報より 0.0% 0 0

48.1% 447,954 23.8% 644,789 1,092,744

51.9% 484,242 76.2% 2,064,465 2,548,706

※旧構造基準の比率を環境省の調査データから23.8％とした。

※11条検査結果は旧構造基準と新構造基準と区別したデータではないため、「不適正」判定の比率は共通とした。

立入検査の対象外とする基数（11条検査にて適正と

判定された新構造基準の単独処理浄化槽、および11

条検査未受検の新構造基準の単独処理浄化槽)

11条検査受検浄化槽 11条検査未受検浄化槽

296,892

11条検査対象浄化槽

（3,641,450基）
25.6% 74.4%

立

入

検

査

対

象

基

数
合計　

②浄化槽台帳に修正された情報より（11条検査

で「適正」と判定された旧構造基準の単独処理

浄化槽、及び11条検査未受検の旧構造基準の単

独処理浄化槽）

①11条検査結果より

1,092,744 100%

除却 121,711 11.1% 3.3%

補修や付帯設備の交換、又は

自主的な合併転換
358,840 32.9% 9.9%

612,193 56.0% 16.8%

特定既存単独処理浄化槽

に判定される基数

3,641,450

2,548,706

特定既存単独処理浄化槽に判定されなかった基数

立入検査実施基数

既存単独処理浄化槽の設置基数（11条検査対象基数）

立入検査されない既存単独処理浄化槽の基数

13.2%

86.8%

100%

30.0%

70.0%

の旧構造基準の既存単独処理浄化槽を立入検査にて判定した場合に特定既存単独

処理浄化槽となる基数について試算している。そして、その措置を「除却」と「修

理等または自主的な合併転換」に判定される基数の試算を行っている。 

試算結果として、立入検査を行い、その 44％が特定既存単独処理浄化槽と判定

される試算結果となる。しかし全体としては、令和元年度の既存単独処理浄化槽

の 13.2％（「除却」3.3％、「修理等または自主的な合併転換」9.9％）ときわめて

少なく、汚水処理の概成に向けた、単独処理浄化槽削減の効果として不十分と示

唆している。 

 不十分となる要因は、ⅰ）11条検査受検率が 25.6％と少なく調査できる件数が

少ないこと、ⅱ）11条検査未受検の基数のうち旧構造基準の基数を加えても全体

の 30％しか調査できないことなどが挙げられる。 

表５．１ 立入検査対象基数の試算結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表５．２ 立入検査による判定結果の試算 

 

 

 

 

 

 

５．２今回検討した判定基準及び判定フローを考慮した試算 

今回検討した【特定判定】の考え方は、11 条検査の【不適正】判定とおよそ同

じ考え方となるが、書類検査による【不適正】を含めない考え方である。また、

旧構造基準と新構造基準を併せた既存単独処理浄化槽の全体に対して、11条検査

の【不適正】判定の比率を参考とし【特定判定】となる基数を試算した。令和３

年度の 11条検査結果を表５．３に整理し、判定の考え方と【不適正】の主な原因

を考慮した上で外観検査、水質検査及び書類検査の「不可」となった基数を図５．
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１に整理した。更に、これらを考慮し【特定判定】となる比率と基数を試算し表

５．４に示した。11 条検査にて【不適正】判定とされた 6.5％のうち 4.0％が【特

定判定】、残り 2.5％は書類検査が理由と考えられ【特定判定】ではないと試算し

た。【おおむね適正】判定とされたものについては、水質検査で「不可」と判断さ

れながらも原因が明らかとならなかったものが、特定既存単独処理浄化槽の判定

の考え方では外観検査との因果関係を問わず水質検査が「不可」であれば【特定

判定】となるため、【おおむね適正】25.1％のうち半数の 12.6％が、【特定判定】

となると推計した。また、11条検査未受検分に対しても同じ比率で【特定判定】

がされると考えると、合算した 16.6％程度であり、前述の古市らの試算結果

13.2％と大きく変わらない結果となった。 

表５．３ 令和３年度の 11条検査結果（環境省データ引用） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５．１ 令和３年度１１条検査の外観検査、水質検査、書類検査における【不適正】

判定となった原因の「不可」の件数と【おおむね適正】分の【特定判定】の推定 

100.0%

100% 961,741

【不適正】 6.5% 62,127 1.8%

【おおむね適正】 25.1% 241,455 7.0%

【適正】 68.4% 658,159 19.0%

11条検査未受検基数 2,500,856

27,579

31,895

6,959

960

4,244

※1 

※2 

27.8%

72.2%

・その他

・書類検査のチェック項目のうち重要度が低い項目が不可であって水質検査が「不可」

・外観検査のチェック項目のうち重要度が低い項目が不可であって水質検査が「不可」

・書類検査のチェック項目のうち重要度が高い項目※2が「不可」

・外観検査のチェック項目のうち重要度が高い項目※1が「不可」

【不適正】

の主な原因

「設置状況」、「消毒の実施状況」、「水の流れ方の状況の一部（消毒槽・放水ポンプ槽の汚泥の堆積状況又はス

カムの生成状況､汚泥の流出状況）」を指す。

「保守点検の記録の有無」、「保守点検の回数」、「清掃の記録の有無」、「清掃の回数」を指す。

11条検査実施基数

既存単独処理浄化槽基数（11条検査対象基数） 3,462,597

【不適正】判定全体

（62,127）

その他（4,244）6.8%

外観検査の重要度が高い項目が「不可」

（27,579）44.4％

書類検査の重要度が高い項目が「不可」

（31,895）

書類検査の重要度が高い項目が「不可」

のみで【不適正】判定

62,127－（27,579+960+6,959+4,244）

＝（22,385）36.0％

水質検査が「不可」であり、外観検査の

重要度が低い項目に「不可」があり、こ

れが水質検査「不可」の原因であること

が明らか

（6,959）11.2%

書類検査の重要度が低い項目の

「不可」が原因で、水質検査が

「不可」（960）1.5%

水質検査が「不可」であり、外観検査の

重要度が低い項目に「不可」があり、水

質検査「不可」の原因がが明らかでない

（【おおむね適正】241,455件の約半数、

120,728件と推定）
R3年度11条検査にて【不適正】と

判定された原因の内訳

R3年度11条検査にて【おおむね適正】

と判定されたたが、【特定判定】にな

ると考えられる件数
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100.0%

100% 961,741

4.0% 38,782 【特定判定】

2.4% 22,385 159,510

0.1% 960 16.6%

12.6% 120,728 【非特定】

12.5% 120,727 802,231

68.4% 658,159 83.4%

2,500,856

24.3% 100,847

75.7% 313,934

500,658 24.0%

1,585,417 76.0%

4.0% 139,629

12.6% 434,662

14.5% 500,658

69.0% 2,387,648

100% 3,462,597既存単独処理浄化槽（11条検査対象基数）

3,462,597

27.8%

【おおむね適正】⇒【特定判定】ではない

【おおむね適正】⇒【特定判定】

【不適正】⇒【特定判定】ではない（水質+軽微な書類)

【不適正】⇒【特定判定】ではない（重要度高い書類）

72.2%

414,78116.6%

11条検査未受検基数

【適正】

83.4%

 11条検査未受検基数を11条検査を参考とし

た判定の割合と同等として判定、更に旧構

造基準の比率24.0%を特定判定に加える

未受検基数から【特定判定】16.6%を試

算し、更に【不適正】分24.3%を試算

未受検基数の内【特定判定】にならない

が、旧構造基準の比率分を試算

【不適正】⇒【特定判定】

11条検査実施基数

既存単独処理浄化槽基数（11条検査対象基数）

2,086,075

【特定判定】レベル３

【特定判定】レベル２

【特定判定】レベル１

【特定判定】とならない

仮に【おおむね適正】の全数を【特定判定】とすると、12.5％が加算され【特

定判定】が 29.1％となる（表への記載なし）。水質検査「不可」で原因が明らか

でないものを含め、およそ３割が水質検査「不可」となっているものと考えられ

る。 

 また、11条検査未受検のうちの【特定判定】以外の基数に対して、令和 3年の

旧構造基準の比率 24.0％分（500,658）を【特定判定】に加えたとした場合、16.6％

が 31.0％程度に増加することになる。 

 更に【特定判定】を増やすことを考えると、「手引き」に示される放流水の大

腸菌群数に関する考察を参考とすると、残留塩素濃度が 0.3mg/L 以下であるとき

に大腸菌群数が 3,000個/cm3を超える場合が指摘されており、11 条検査の判断基

準である「残留塩素濃度が検出されること」は十分でない可能性が考えられる。

そのため、【特定判定】の判断基準を 0.3mg/L 以上とすれば、【特定判定】基数

を増やすことができると考えられる。 

 その他に、11 条検査にはない【特定判定】の判定基準として地震履歴が考えら

れる。大きな震災の直後に、明らかに通常の使用が困難となる浄化槽もあれば、

地震の影響が何年も後に現れることも考えられる。今回の検討では、地震履歴は

11 条検査の項目でないことから、【特定判定】の判定基準とはせず措置の判定基

準としたが、【特定判定】とされなかった浄化槽の使用者に対しても、これらの

情報を説明し合併転換への理解を進めることが必要と考えられる。 

 表５．４の下に今回検討した【特定判定】後の措置の判定事例として数値を示

した。レベル３は、11条検査にて【不適正】判定となった内の【特定判定】とな

る比率 4.0％とした。表２．２に示す漏水（6,053）と本体の破損又は変形（1,101）

を合わせた検査数全体（961,741）に対する比率 0.74％よりは大きい比率と試算

している。レベル２は【おおむね適正】の半数を、レベル１は【適正】判定のう

ち旧構造基準の比率 24.0％を表に示しているが、根拠は特にない。 

表５．４ 令和３年度の 11条検査結果による判定の試算 
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６．既存単独処理浄化槽の減少傾向と 11条検査数 

環境省の調査結果を基に既存単独処理浄化槽の減少状況を図６．１及び図６．２

に示した。減少傾向は鈍化しており、令和３年度は対前年比で僅か約２％の減少率

である。また、11 条検査実施件数が上昇することと既存単独処理浄化槽の減少傾

向は相反関係にあるが、浄化槽の法定検査の受検率向上に向けた取り組み事例集＜第

２版＞7）（環境省）を引用すると、既存単独処理浄化槽の 11 条検査実施件数は、図

６．３に示されるように受検率が上昇しても検査実績数は横ばいとなっている。更

に同事例集では、11 検査実施件数増減の内訳について考察し、一度受検しても次

年度には受検拒否等による未受検に移行する件数が多いことを指摘している（図６．

４）。なお、このデータには合併処理浄化槽も含まれていることを補足する。 

 【特定判定】の参考情報となる既存単独処理浄化槽の 11 条検査実施件数の増加

が期待されるところであるが、改めてデータを整理すると（図６．５）、令和元年

度から件数が増加傾向であることが確認される。相反関係ではなく、令和２年度の

浄化槽の一部改正の効果が現れていると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６．１ 近年の既設単独処理浄化槽の減少傾向（環境省データ引用） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６．２ 近年の既設単独処理浄化槽の前年比減少率（環境省データ引用） 
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図６．３ 近年の１１条検査受検率と検査実績件数の推移 

        （浄化槽の法定検査の受検率向上に向けた取り組み事例集＜第２版＞7）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６．４ １１条検査実施件数増減の内訳（R1⇒R2） 

        （浄化槽の法定検査の受検率向上に向けた取り組み事例集＜第２版＞7）） 

 

 

 

 

 

 

 

 
図６．５ 既存単独処理浄化槽の１１条検査実施件数の推移 

 

７．特定既存単独処理浄化槽の措置の事例について 

 今のところ、鹿児島県の事例によるデータのみであるが、浄化槽の法定検査に関

する全国会議（令和５年２月）の公益財団法人鹿児島県環境保全協会の発表資料 8)

を引用し、表７．１及び図７．１を示した。 

 特定既存単独処理浄化槽に判定された基数（211 基）に対して、全体の改善率は

約 6 割、漏水の内容に対しても約６割との結果が示されている。すべての 11 条検
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査が特定既存単独処理浄化槽の判定として扱われたのかは分からないが、環境省の

データによると令和２年度の鹿児島県の単独処理浄化槽の 11 条検査実施件数は

34,031件であり、特定既存単独処理浄化槽の判定の比率は僅か 0.6％と推測するこ

ともできる。 

 【特定判定】基数を更に増やすべきと考えると、ⅰ）11 条検査実施件数を増や

すこと、ⅱ）11 条検査の内容に【特定判定】の結果を示し行政担当者が分かりや

すくすること、ⅲ）11 条検査未受検浄化槽や無届浄化槽は【特定判定】と同等の

扱いにすること、ⅳ）環境への影響が合併処理浄化槽と明らかに違うことを理由と

するなど、更に【特定判定】の基数を増やす施策が必要と考えられる。 

表７．１ 特定既存単独処理浄化槽の除却等の改善状況（鹿児島県，令和２年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７．１ 判断項目（重要度）別の改善状況（鹿児島県，令和２、３年） 
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８．既存単独処理浄化槽の合併転換について 

単独処理浄化槽のを新規設置をしないこととした 2000 年から、浄化槽法の改正

や様々な取り組みが実施されてはいるが、未だ合併転換は努力義務とされている。

既存単独処理浄化槽を使用し続ける理由として、水洗トイレが実現している以上の

インセンティブが使用者に働かないことや費用の問題などが挙げられる。補助金の

拡充や協議会設置など様々な取り組みがあるが、なかなか決定打とはなっていない。   

今回少し見方を変え、根本的な問題として「法の不遡及の原則」について触れて

みる。要は、新しい法律が適用されても、過去の法律に基づいて認められたものに

ついては適用しがたい点である。既存単独処理浄化槽については、法の不遡及とは

少し異なるが、浄化槽法施行規則（平成 17 年 9 月 26 日環境省令第 29 号）に放流

水の水質の技術上の基準としてＢＯＤ 20mg/L以下とされても、建築基準法及び浄

化槽法において、既設単独処理浄化槽の仕様（ＢＯＤ 90mg/L 以下、生活雑排水は

未処理）を禁止するような規定とはなっていない。浄化槽法においては、既設単独

処理浄化槽を「みなし浄化槽」としている。 

例えば、他の分野の「遡及適用」となるケースを挙げると、百貨店、旅館、病院

等は、「特定防火対象物」として「遡及適用」される。東京都の排ガス規制や住宅

のリビングや寝室に火災報知器を付けなくてはならなくなった事例についても「遡

及適用」が影響したものと考えられる。浄化槽においても、明確な根拠と社会的な

影響から「遡及適用」がされればよいと考える。1990 年、埼玉浦和市のＳ幼稚園

に発生した腸管出血性大腸菌Ｏ157 による集団感染は、大きな被害をもたらした。

井戸が汚水による影響を受けたことが原因であり、浄化槽を適正に管理することが

重要であることを再認識すべき事例と考えられる。 

９．まとめ 

特定既存単独処理浄化槽の措置を進める制度の更なる活用に向け、『特定既存単

独処理浄化槽に対する措置に関する指針』の明確化を図るため、その判定基準を技

術的知見に基づき調査・検討を行い、当該指針の見直す内容を以下の通り整理した。 

① 特定既存単独処理浄化槽の判定は、11条検査の考え方を基本とすることで、適

正かつ客観的に判定できると考えられた。なお、11条検査のチェック項目の中

には、特定既存単独処理浄化槽の判定に関連しない内容もあると考えられ、判

定フロー（例）と判定基準（例）は、それらを考慮し整理した。 

② 特定既存単独処理浄化槽の判定フロー（例）を図３．１に示した。判定フロー

に示した判定基準は、11 条検査の考え方と整合するよう整理した。 

③ 特定既存単独処理浄化槽の措置の判定フロー（例）を図４．１に示した。判定

基準を表４．１に示し、措置の判定は表４．２に示すよう３段階とした。 

④ 11条検査のチェック項目だけでは、特定既存単独処理浄化槽の措置の判定に関

する情報が不足することが考えられ、地震履歴、井戸の設置状況、旧構造基準

等の項目を 11 条検査に追加し、【特定判定】の内容を行政担当者へ伝達するこ

とができれば、特定既存単独処理浄化槽の制度が活用しやすくなると考えられ

た。 

また、妥当性を評価するため、令和３年度の 11 条検査結果の【不適正】判定を

参考に、既設単独処理浄化槽全数（新構造基準型を含む）の試算を行った。特定既

存単独処理浄化槽と判定される比率を単純に試算すると 16.6％となった。更に、

11 条検査では【おおむね適正】判定が 25.1％あり、これらの中から、保守点検や

清掃等の追加的な情報が加えられることで、特定既存単独処理浄化槽と判定される

ケースもあると考えられた。特定既存単独処理浄化槽に判定される件数が多くなれ
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ば、合併転換が進むものと考えられる。 

既存単独処理浄化槽の 11 条検査実施比率は 27.8％（令和３年度）と十分ではな

いため、受検率を高めることが必要と考えられる。また、保守点検業者及び清掃業

者からの情報や浄化槽台帳の情報を基に、特定既存単独処理浄化槽の判定を進める

ことも必要と考えられる。 
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Ⅴ．浄化槽の海外設置基数と海外向け普及促進の取組に関する調査 

１．浄化槽の海外展開に関する調査 

2023 年（令和５年）に海外に設置された浄化槽※について、(一社）浄化槽システ

ム協会の会員 16 社に調査を行った。2023 年は 19 ヶ国に小型浄化槽（50 人槽以下）

4,809 基、中大型浄化槽（51人槽以上）521 基、合計で 5,330 基が設置された。2022

年以前の実績も加えると、55ヶ国で小型浄化槽（50 人槽以下）53,134基、中・大型

浄化槽（51 人槽以上）2,377 基、合計で 55,511 基が設置されている。設置実績の推

移を図１．１に示す。2015 年以降設置基数は急激な伸びを見せたが、2020 年は新型

コロナ（COVID-19）の影響もあり、減少した。しかし、浄化槽メーカや現地代理店等

の尽力により一程度の基数は確保されており、今後に期待が持てる結果となっている。

なお、これまでに最も多く設置された国は中国で、次がアメリカ、さらにオーストラ

リア、ベトナム、ミャンマー、インド、スリランカ等に多く設置されている。 

※2023年１～12月中に海外で設置されたもので、国内で生産し輸出した浄化槽（ノックダウン 

方式を含む）、及び当協会の会員の海外工場で生産した浄化槽。 

 
設置実績（基） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

         西暦（年） 

※グラフ内の数値は累積の設置基数。括弧内は当該年の設置基数。 

図１．１ 浄化槽の海外設置実績の推移 

 

設置実績調査結果の詳細を、表１．１から表１．８及び図１．２と図１．３に示す

（国名は 50音順）。 

また、2023年の海外設置による輸出・輸送・施工の総額はおよそ 29～58億円と推

定された（ノックダウン方式を含む国内で生産し輸出した浄化槽による事業の総額で、

海外で製造した浄化槽による事業は除く）。 
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設置基数

（基）

－ 2010 3 5人槽 住宅

－ 2011 4 　5人槽 住宅

－ 2012 3 　5人槽 住宅

－ 2013 3 　5人槽 住宅

－ 2014 25 5人槽 住宅

－ 2015 61 5～30人槽 住宅,寄宿舎

－ 2016 104 5～30人槽 住宅,寄宿舎

東海岸地域 2017 219 5～30人槽 住宅

－ 2018 181 5～30人槽 －

東部地域 2018 80 5～21人槽 －

東部地域 2019 478 5～21人槽 住宅,店舗

－ 2019 400 5～30人槽 住宅,店舗

－ 2019 2 23m
3
/日 住宅

－ 2020 809 5～30人槽 住宅,店舗

－ 2020 6 23m
3
/日 住宅,店舗

－ 2021 1,523 ～10m
3
/日 住宅,店舗 出荷数

－ 2021 6 10m3/日以上 住宅,店舗 出荷数

－ 2022 2,658 ～10m
3
/日 住宅,店舗 出荷数

－ 2022 5 10m3/日以上 住宅,店舗 出荷数

各地 2023 2,830 ～2m3/日 住宅,店舗 出荷数

各地 2023 135 2～10m3/日 住宅,店舗 出荷数

各地 2023 9 10m
3
/日以上 住宅,店舗 出荷数

ドバイ市 2017 1 30人槽 寄宿舎

アブダビ市 2017 2 50人槽 寄宿舎

－ 2022 1 20m
3
/日以上 住宅,オフィス,公共・商業施設，工場等

－ 2017 1 600m
3
/日 住宅,公共・商業施設，工場,事務所

－ 2018 3 20m3/日以上 住宅,公共・商業施設，工場,事務所

－ 2019 4 20m
3
/日以上 住宅,事務所 受注

－ 2019 4 5人槽 住宅

－ 2020 18 5～10人槽 住宅

－ 2021 28 ～2m
3
/日 住宅,店舗 出荷数

－ 2022 7 ～10m3/日 住宅,店舗 出荷数

各地 2023 33 ～2m3/日 住宅,店舗 出荷数

各地 2023 6 2～10m3/日 住宅,店舗 出荷数

フィレンツェ市 2002 1 25人槽 ホテル 前処理RC

－ 2004 10 10人槽 住宅

－ 1983 1 25m3/日 工場

－ 2021 1 3,600m3/日 仮設

7 イラン テヘラン市 2018 1 5人槽 －

－ 2016 6 ～15m3/日 商業施設，事務所，工場，病院

－ 2017 15 ～20m3/日 住宅,公共・商業施設，工場,事務所

－ 2017 4 20m3/日以上 住宅,公共・商業施設，工場,事務所

－ 2018 10 ～20m
3
/日 住宅,公共・商業施設，工場,事務所

－ 2018 9 20m3/日以上 住宅,公共・商業施設，工場,事務所

－ 2019 20 ～20m
3
/日 住宅,事務所 受注

－ 2019 16 20m
3
/日以上 住宅,事務所 受注

－ 2020 50 ～20m
3
/日 住宅,公共・商業施設，工場,事務所

－ 2020 21 20m3/日以上 住宅,公共・商業施設，工場,事務所

－ 2021 109 ～25m
3
/日 住宅,オフィス,公共・商業施設，工場等

－ 2021 6 30m3/日以上 住宅,オフィス,公共・商業施設，工場等

－ 2021 49 ～15m3/日 住宅,オフィス,公共・商業施設，工場等

－ 2021 33 20m3/日以上 住宅,オフィス,公共・商業施設，工場等

－ 2022 4 ～15m3/日 住宅,オフィス,公共・商業施設，工場等

－ 2022 42 ～25m3/日 住宅,オフィス,公共・商業施設，工場等

10,060 － － －

イタリア

国　　　名 州・県・市 設置年 規模 建築用途 備　考

アラブ首長国

連邦

No.

5

小計

3 アルジェリア

1 アメリカ

4 イギリス

8 インド

6 イラク

2

表１．１ 浄化槽の海外設置実績調査結果（2023年 12月末まで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※緑色の箇所は 2023年の実績 
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設置基数

（基）

－ 2022 21 20m
3
/日以上 住宅,オフィス,公共・商業施設，工場等

－ 2022 87 30m
3
/日以上 住宅,オフィス,公共・商業施設，工場等

各地 2023 52 ～15m
3
/日 住宅,オフィス,公共・商業施設，工場等

各地 2023 171 ～25m
3
/日 住宅,オフィス,公共・商業施設，工場等

各地 2023 4 20m
3
/日以上 住宅,オフィス,公共・商業施設，工場等

各地 2023 136 30m3/日以上 住宅,オフィス,公共・商業施設，工場等

－ 1982 1 20m
3
/日 工場

東カリマンタン州 1991 1 250m
3
/日 空港 RC製

ボゴール市 1993 5 5,6人槽 住宅 モデル設置

チレボン市 1996 1 4.3m
3
/日 事務所 モデル設置

ジャカルタ市 2011 4 5,7人槽 住宅 モデル設置

ジャカルタ市 2012 1 15m3/日 共同住宅 モデル設置

ジャカルタ市 2013 1 　5人槽 －

スマラン市 2013 1 71m
3
/日 工場

ダナン市 2015 1 5人槽 事務所

メダン市 2016 2 7人槽 － JICA

－ 2016 62 ～20m3/日 商業施設，事務所，工場，病院

－ 2016 34 20m
3
/日以上 商業施設，事務所，工場，病院

－ 2017 42 ～20m3/日 商業施設，事務所，工場，病院

－ 2017 30 20m3/日以上 商業施設，事務所，工場，病院

－ 2018 62 ～20m3/日 商業施設，事務所，工場，病院

－ 2018 22 20m
3
/日以上 商業施設，事務所，工場，病院

－ 2018 1 2,725m
3
/日 LNGプラントキャンプ

－ 2019 108 ～20m
3
/日 住宅,事務所 受注

－ 2019 38 20m
3
/日以上 住宅,事務所 受注

－ 2020 48 ～20m
3
/日 住宅,公共・商業施設，工場,事務所

－ 2020 18 20m3/日以上 住宅,公共・商業施設，工場,事務所

－ 2021 13 ～15m
3
/日 住宅,オフィス,公共・商業施設，工場等

－ 2021 15 20m3/日以上 住宅,オフィス,公共・商業施設，工場等

－ 2022 17 ～15m
3
/日 住宅,オフィス,公共・商業施設，工場等

－ 2022 13 20m
3
/日以上 住宅,オフィス,公共・商業施設，工場等

各地 2023 11 ～15m3/日 住宅,オフィス,公共・商業施設，工場等

各地 2023 30 20m3/日以上 住宅,オフィス,公共・商業施設，工場等

10 ウズベキスタン － 2023 1 20m3/日以上 住宅,オフィス,公共・商業施設，工場等

11 エジプト － 1986 1 10m3/日 工場

－ 2010 18 　5人槽 住宅

－ 2011 29 　5人槽 住宅

－ 2012 33 　5人槽 住宅

－ 2013 35 　5人槽 住宅

－ 2014 361 　5～50人槽 住宅,寄宿舎,工場

ブリスベーン市 2014 4 5,7人槽 住宅

－ 2014 2 50m3/日 空港

メルボルン市 2014 4 50人槽 共同住宅,工場

シドニー市 2014 1 50人槽 共同住宅

－ 2015 429 5～30人槽 住宅,寄宿舎,キャンプ場

－ 2015 2 51人槽 キャンプ場,サービスエリア

ブリスベン市 2015 14 25,50人槽 住宅,事務所

－ 2016 456 5～30人槽 住宅,寄宿舎

－ 2016 9 25,50人槽 住宅,事務所 受注

－ 2016 1 51人槽 キャンプ場

－ 2016 1 100人槽 キャンプ場／学校

－ 2017 537 5人槽

－ 2017 12 7人槽 受注

ｸｲｰﾝｽﾞﾗﾝﾄﾞ州ほか 2017 21 21,30人槽 寄宿舎

3,024 － － －

国　　　名 州・県・市 設置年 規　模 建築用途 備　考No.

住宅

小計

8 インド

12 オーストラリア

9 インドネシア

表１．２ 浄化槽の海外設置実績調査結果（2023年 12月末まで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※緑色の箇所は 2023年の実績 
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設置基数

（基）

ｸｲｰﾝｽﾞﾗﾝﾄﾞ州ほか 2017 10 18～50人槽 事務所等 受注

ｸｲｰﾝｽﾞﾗﾝﾄﾞ州ほか 2017 2 100人槽 寄宿舎,サービスエリア

－ 2018 589 5,21人槽 －

ｸｲｰﾝｽﾞﾗﾝﾄﾞ州ほか 2018 9 25～50人槽 事務所等 受注

西ｵｰｽﾄﾗﾘｱ州ほか 2018 4 ～100m
3
/日 事務所等 受注

－ 2019 973 5～30人槽 住宅,店舗

－ 2019 23 25～50人槽 事務所等 受注

ﾆｭｰｻｳｽｳｴｰﾙｽﾞ州 2019 2 10m
3
/日 キャンプ場

北部準州 2019 7 20m
3
/日 キャンプ場

－ 2019 1 ～100m
3
/日 事務所等 受注

－ 2020 970 5～30人槽 住宅,店舗

－ 2020 6 20,23m3/日 住宅,店舗

－ 2020 11 25～50人槽 事務所等 受注

－ 2020 5 ～100m
3
/日 事務所等 受注

－ 2021 6 25～50人槽 事務所等 受注

－ 2021 4 ～100m
3
/日 事務所等 受注

－ 2021 1,475 ～10m3/日 住宅,店舗 出荷数

－ 2021 1 10m
3
/日以上 住宅,店舗 出荷数

－ 2022 1,801 ～10m3/日 住宅,店舗,事務所等 出荷数

－ 2022 3 10m3/日以上 住宅,店舗,工場,事務所 出荷数

各地 2023 1,381 ～2m3/日 住宅,店舗 出荷数

各地 2023 37 2～10m
3
/日 住宅,店舗 出荷数

各地 2023 11 10m
3
/日以上 住宅,店舗 出荷数

各地 2023 1 10人槽 住宅,店舗 出荷数

各地 2023 19 25,50人槽 事務所,店舗等 出荷数

各地 2023 2 100,102m
3
/日 事務所,住宅 出荷数

マスカット市 2015 21 5,7人槽 住宅

マスカット市 2017 11 5,7人槽 住宅

マスカット市 2018 10 5人槽 －

マスカット市 2019 10 5人槽 住宅

－ 2019 33 5～50人槽 住宅,事務所等

－ 2020 59 5～50人槽 住宅,事務所等 受注

－ 2021 60 5～10人槽 住宅 受注

－ 2022 39 5～50人槽 住宅,事務所等 出荷数

各地 2023 47 7人槽 住宅 出荷数

各地 2023 5 14,50人槽 事務所,住宅 出荷数

14 韓国 － 1994 1 40m3/日 処理施設

エーゲ海諸島 2001 6 5人槽 公衆トイレ

－ 2005 4 5,7人槽 住宅

16 クウェート － 2021 2 ～2m3/日 住宅,店舗 出荷数

17 グレナダ ゴーブ地区 2010 1 5.95m3/日 水産加工施設

ナイロビ市 2012 5 5人槽 住宅

ナイロビ市 2014 48 5人槽 住宅

－ 2015 4 5,30人槽 住宅

－ 2016 2 5,30人槽 住宅

ナイロビ市ほか 2017 25 5,7人槽 住宅

－ 2017 1 25人槽 住宅

－ 2017 5 ～20m3/日 住宅,公共・商業施設，工場,事務所

－ 2017 1 60m
3
/日 住宅,公共・商業施設，工場,事務所

ナイロビ市 2018 12 5人槽 住宅

ナイロビ市 2018 1 25人槽 －

－ 2018 1 30人槽 －

ナイロビ市ほか 2019 9 5,10,25人槽 住宅

－ 2019 14 18～50人槽 住宅

7,790 － － －小計

No. 国　　　名 州・県・市 設置年 規　模

15 ギリシャ

建築用途 備　考

12

18 ケニア

オーストラリア

13 オマーン

表１．３ 浄化槽の海外設置実績調査結果（2023年 12月末まで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※緑色の箇所は 2023年の実績 
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設置基数

（基）

－ 2019 4 ～100m
3
/日 事務所等

ナイロビ市 2020 4 5,30人槽 住宅,店舗

－ 2020 6 ～20m
3
/日 住宅,公共・商業施設，工場,事務所

－ 2020 8 5～50人槽 住宅,事務所等 受注

－ 2021 3 14～50人槽 事務所等 受注

－ 2021 2 ～50m3/日 事務所等 受注

－ 2022 14 5人槽 住宅 出荷数

各地 2023 8 5人槽 住宅 出荷数

各地 2023 1 30人槽 住宅 出荷数

19 コスタリカ － 2008 2 5人槽 住宅

ラービグ市 2007 1 － － 受注

－ 2015 1 10人槽 住宅

－ 2018 1 5人槽 －

リヤド市 2019 4 7～14人槽 住宅

21 ザンビア 各地 2023 2 20m3/日以上 住宅,オフィス,公共・商業施設，工場等

22 ジブチ － 2023 1 75m3/日 自衛隊基地

23 シリア・アラブ バニアス 1988 1 19m3/日 工場

－ 1980 1 30m3/日 －

－ 1981 1 40m
3
/日 －

－ 2017 1 20m
3
/日 住宅,公共・商業施設，工場,事務所

－ 2019 1 20m
3
/日以上 住宅,事務所

－ 2010 3 5,7,10人槽 ダム建設現場

－ 2017 98 5,7,10人槽 住宅 受注

－ 2017 3 ～20m3/日 住宅,公共・商業施設，工場,事務所

コロンボ市 2018 30 5,10人槽 住宅 受注

コロンボ市ほか 2018 4 18～50人槽 事務所等 受注

－ 2018 2 ～20m
3
/日 住宅,公共・商業施設，工場,事務所

－ 2018 10 20m3/日以上
大学,住宅,公共・商業施設，

工場,事務所

－ 2019 54 5～50人槽 住宅,事務所等 受注

コロンボ市ほか 2019 4 5～25人槽 住宅,工場

2019 22 1,2m3/日 住宅 受注

－ 2019 9 ～20m3/日 住宅 受注

－ 2019 3 20m
3
/日以上 住宅 受注

コロンボ市 2020 2 7,10人槽 住宅

－ 2020 18 ～20m
3
/日 住宅,公共・商業施設，工場,事務所

－ 2020 16 20m3/日以上 住宅,公共・商業施設，工場,事務所

－ 2020 5 14～50人槽 事務所等 受注

－ 2021 20 5～10人槽 住宅 受注

－ 2021 5 14～50人槽 事務所等 受注

－ 2021 3 ～25m3/日 住宅,オフィス,公共・商業施設，工場等

－ 2021 27 ～15m3/日 住宅,オフィス,公共・商業施設，工場等

－ 2021 33 20m3/日以上 住宅,オフィス,公共・商業施設，工場等

－ 2021 5 ～10m3/日 住宅,店舗 出荷数

－ 2022 50 ～10m3/日 住宅,店舗,事務所等 出荷数

－ 2022 14 ～15m3/日 住宅,オフィス,公共・商業施設，工場等

－ 2022 74 ～25m3/日 住宅,オフィス,公共・商業施設，工場等

－ 2022 30 20m3/日以上 住宅,オフィス,公共・商業施設，工場等

各地 2023 12 ～15m
3
/日 住宅,オフィス,公共・商業施設，工場等

各地 2023 91 ～25m3/日 住宅,オフィス,公共・商業施設，工場等

各地 2023 35 20m3/日以上 住宅,オフィス,公共・商業施設，工場等

－ 2015 1 20m3/日 工場

バンコク市 2015 2 26,130m3/日 工場

－ 2022 1 60m3/日 工場 出荷数

27 タンザニア ザンジバル 2019 1 20m3/日 漁港 受注

754 － － －

20 サウジアラビア

25 スリランカ

24 シンガポール

26 タイ

No. 国　　　名 州・県・市 規　模 建築用途設置年 備　考

小計

18 ケニア

表１．４ 浄化槽の海外設置実績調査結果（2023年 12月末まで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※緑色の箇所は 2023年の実績 
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設置基数

（基）

北京市 1986 1 30m
3
/日 ゴルフ場

無錫市 1996 1 6m
3
/日 工場

無錫市 1997 1 6m
3
/日 ホテル モデル設置

北京,武漢,義鳥,重
慶,桂林の各市

1998 19 10～30人槽 共同住宅,事務所,ホテルほか モデル設置

山東省 2001 1 7m
3
/日 工場

2001 1 20m3/日 工場

2001 2 10人槽 工場

深セン市 2001 3 10人槽 別荘

2001 2 10人槽 住宅 JICA

2001 2 100人槽 集合住宅 JICA

大連市 2002 1 35m
3
/日 ホテル

香港 2002 1 10人槽 住宅

旅順口区 2002 1 10人槽 別荘

大連市 2002 1 200m
3
/日 工場 RC製

太湖 2002 4 100人槽 集合住宅 JICA

上海市 2012 4 5～10人槽 住宅 モデル設置

江蘇省 2012 2 50人槽 住宅 モデル設置

安徽省 2012 1 　　　5人槽 住宅,事務所

貴州省 2013 1 　　 10人槽 工場

江蘇省 2013 1 　　 10人槽 工場

大連市 2013 8 　　　5人槽 住宅

常熟市 2014 54 　　　5人槽 住宅 モデル設置

遼寧省栄口市 2015 2 5人槽 住宅,事務所 モデル設置

江蘇省 2015 39 　　　5人槽 住宅

－ 2015 562 5～21人槽 住宅 受注,モデル設置

－ 2016 2,316 5人槽 住宅 受注,モデル設置

－ 2016 3 10～40人槽 －

江蘇省 2016 42 5,14人槽 住宅

上海 2016 1 21人槽 －

2017 4,923 5,7,10人槽

2017 190 14～50人槽 住宅 受注

上海ほか 2018 7,443 5人槽 住宅 受注,ノックダウン

天津市 2018 1 10人槽 住宅

－ 2018 1,620 14～50人槽 住宅 受注,ノックダウン

江蘇省 2019 2 30人槽 住宅

－ 2019 5,904 5～50人槽 住宅 受注,ノックダウン

－ 2020 3,087 5～50人槽 住宅 受注,ノックダウン

－ 2021 3,050 5人槽 住宅 受注,ノックダウン

－ 2021 752 14～50人槽 住宅 受注,ノックダウン

香港・各地 2022 275 5～50人槽 住宅・事務所 出荷,ノックダウン

－ 2022 8 30,50m3/日 住宅 出荷,ノックダウン

各地 2023 11 5,7人槽 住宅 出荷数

各地 2023 74 14,21人槽 住宅 出荷数

台北市 1981 1 120m3/日 －

－ 1990 1 － 研究施設

北西部地域 2018 8 5,7人槽 －

北西部地域 2019 64 5,7人槽 住宅

北西部地域 2020 76 5,7人槽 住宅

－ 2021 108 ～2m3/日 住宅,店舗 出荷数

－ 2022 114 ～2m3/日 住宅,店舗 出荷数

－ 2023 59 ～2m3/日 住宅,店舗 出荷数

－ 2009 9 1.4,2m3/日 －

－ 2010 6 5,7m3/日 －

－ 2010 1 30人槽 工場

30,864 － － －

大連市

貴州省

28 中国

小計

江蘇省,貴州省他

No. 規　模 建築用途国　　　名 州・県・市 設置年

29 台湾

31 ナイジェリア

備　考

30 ドイツ

表１．５ 浄化槽の海外設置実績調査結果（2023年 12月末まで） 
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設置基数

（基）

－ 2018 2 20m3/日以上 住宅,公共・商業施設，工場,事務所

－ 2020 1 ～20m3/日 住宅,公共・商業施設，工場,事務所

－ 2022 2 20m
3
/日以上 住宅,オフィス,公共・商業施設，工場等

イスラマバード市 2018 3 5人槽 －

－ 2018 1 25人槽 －

－ 2022 1 20m3/日以上 住宅,オフィス,公共・商業施設，工場等

34 パナマ パナマ市 2016 1 150m
3
/日 病院 JICA

35 パプアニューギニア ラエ市 2021 1 ～50m3/日 空港ターミナル ODA案件

－ 2017 6 ～50人槽 住宅,店舗 受注

－ 2019 2 18～50人槽 事務所等 受注

－ 2019 1 ～50m
3
/日 事務所等 受注

－ 2020 4 14～50人槽 事務所等 受注

－ 2020 2 ～50m
3
/日 事務所等 受注

－ 2021 1 5～10人槽 事務所等 受注

－ 2022 4 21人槽 事務所等 出荷数

－ 2023 1 25m3/日 ホテル 出荷数

37 パレスチナ ガザ市 1999 1 5人槽 学校 モデル設置

38 ハンガリー セントキライ村 2017 3 7人槽 住宅 環境省事業

－ 2019 4 ～20m3/日 住宅,事務所 受注

－ 2021 16 ～15m3/日 住宅,オフィス,公共・商業施設，工場等

－ 2021 13 20m3/日以上 住宅,オフィス,公共・商業施設，工場等

－ 2022 2 ～15m3/日 住宅,オフィス,公共・商業施設，工場等

－ 2022 11 20m3/日以上 住宅,オフィス,公共・商業施設，工場等

各地 2023 8 20m3/日以上 住宅,オフィス,公共・商業施設，工場等

－ 1989 1 15m3/日 事務所

ブトゥアン市 2015 2 7,14人槽 事務所

－ 2015 4 21～40人槽 寄宿舎,バス・空港ﾀｰﾐﾅﾙ

ボホール市 2016 1 100人槽 旧庁舎

マニラ、ダバオ市 2019 14 7,25人槽 住宅,店舗

マニラ市 2020 7 25人槽 住宅,店舗

－ 2021 2 2～10m3/日 住宅,店舗 出荷数

－ 2021 2 10m
3
/日以上 住宅,店舗 出荷数

－ 2022 7 ～10m
3
/日 住宅,店舗 出荷数

－ 2022 1 10m3/日以上 住宅,店舗 出荷数

各地 2023 10 2～10m3/日 住宅,店舗 出荷数

－ 2013 320
25～1,000

m3/日
病院

ハノイ市 2011 480 　　　5人槽 住宅

ハノイ市 2012 1 5m3/日 工場 モデル設置

－ 2013 3 1～6m3/日 －

ハノイ市 2014 80 　5人槽 住宅

ハノイ市 2014 1 　100人槽 幼稚園 経産省事業

－ 2014 26 5～21人槽 病院

－ 2014 1 10m
3
/日 病院

－ 2014 2 25～200m
3
/日 病院

－ 2014 33 25～800m
3
/日 病院

－ 2015 11 25～500m3/日 病院

ハノイ市 2015 11 5～35人槽 住宅,寄宿舎

ホーチミン市 2015 1 40人槽 工場

－ 2015 9 7～50人槽 病院

－ 2015 58 25～800m3/日 病院,工場

ハノイ市 2016 1 5人槽 展示会用 モデル設置

2016 2 21,30人槽 寄宿舎

2016 2 51,75人槽 寄宿舎,学校

－ 2016 23 25～500m3/日 病院,工場 受注

1,207 － － －

フィリピン

41 ベトナム

ホーチミン市

備　考規　模国　　　名No. 建築用途

小計

州・県・市 設置年

32 ネパール

33 パキスタン

36 パラオ

39 バングラディシュ

40

表１．６ 浄化槽の海外設置実績調査結果（2023年 12月末まで） 
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設置基数

（基）

ハノイ市 2017 30 7人槽 住宅

－ 2017 14 10人槽 病院,事務所 受注

2017 9 18～50人槽 住宅,事務所,工場等 受注

2017 2 20m3/日以上 住宅,公共・商業施設，工場,事務所

2017 16 ～500m
3
/日 病院 受注

ハノイ市,ホーチミ
ン市

2018 15 5,7人槽 －

－ 2018 22 10人槽 病院,事務所 受注

ハノイ市,ホーチミ

ン市ほか
2018 8 14～50人槽 病院等 受注

ハノイ市,ホーチミ

ン市
2018 2 12,30m

3
/日 工場

ハノイ市ほか 2018 33 ～500m3/日 住宅,公共・商業施設，工場,事務所 受注

ホーチミン市 2019 8 5,7,10人槽 住宅

－ 2019 45 10人槽 病院,事務所 受注

ハノイ市 2019 1 30人槽 病院 受注

ハノイ市 2019 3 20,100m3/日 工場､病院

－ 2019 8 ～500m3/日 病院 受注

ハノイ市,ホーチミ

ン市,ニンビン省
2020 12 5～30人槽 住宅,店舗

ハノイ市,ホーチミ

ン市,ニンビン省
2020 1 20m3/日 住宅,店舗

－ 2020 20 14～50人槽 病院,事務所 受注

－ 2020 11 ～500m
3
/日 病院 受注

クアンビン省 2021 2 25人槽 事業所

－ 2021 17 14～50人槽 工場,事務所 受注

－ 2021 4 ～10m3/日 住宅,店舗 出荷数

－ 2021 2 10m3/日以上 住宅,店舗 出荷数

ハノイ市,各地 2022 108 ～10m3/日 住宅,店舗,工場,事務所 出荷数

－ 2022 2 10m3/日以上 住宅,店舗,工場 出荷数

各地 2023 47 ～2m3/日 住宅,店舗 出荷数

各地 2023 6 10m3/日以上 住宅,店舗 出荷数

42 ホンジュラス － 2011 1 35人槽 託児所

43 マリ バマコ市 2012 1 30人槽 工場

44 マレーシア クアランプール市 2006 1 25人槽 工場 モデル設置

－ 2011 2 30人槽 －

－ 2013 1 30人槽 工場

－ 2013 2 50人槽 －

－ 2014 12 14～50人槽 住宅

－ 2015 3 14,30人槽 寄宿舎

－ 2016 8 14～50人槽 共同住宅,寄宿舎

－ 2017 11 14～50人槽 寄宿舎

－ 2018 2 18人槽 －

ケープタウン市 2018 4 25,30人槽 －

2014 25 10～50人槽 共同住宅,工場,ホテル

2014 5 10～50m3/日 ホテル,マンション,商業施設

2014 12 20～150m3/日 共同住宅,マンション,工場,病院

ヤンゴン市 2015 1 18人槽 ホテル

－ 2015 12 10人槽 住宅

－ 2015 47 21～40人槽 ホテル

－ 2015 16
12.5～100

m3/日
ホテル

ヤンゴン市 2016 2 5,10人槽 住宅,事務所

－ 2016 36 10～50人槽 住宅,事務所,ホテル 受注

－ 2016 15 15～200m3/日 ホテル 受注

－ 2016 10 ～15m3/日 商業施設,事務所,工場,病院

－ 2016 3 20m3/日以上 商業施設,事務所,工場,病院

680 － － －

ハノイ市,ホーチミ
ン市ほか

41 ベトナム

46 ミャンマー

45 南アフリカ

小計

ヤンゴン市

No. 国　　　名 州・県・市 規　模 建築用途 備　考設置年

表１．７ 浄化槽の海外設置実績調査結果（2023年 12月末まで） 
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設置基数

（基）

ヤンゴン市他 2017 74 10～50人槽 住宅,工場,事務所,ホテル 受注

－ 2017 37 ～20m3/日 住宅,公共・商業施設，工場,事務所 受注

－ 2017 9 20m3/日以上 住宅,公共・商業施設，工場,事務所 受注

－ 2017 20 15～200m3/日 ホテル,マンション 受注

ヤンゴン市ほか 2018 152 5～50人槽 住宅,病院等 受注

－ 2018 42 ～20m3/日 住宅,公共・商業施設，工場,事務所 受注

－ 2018 22 20m3/日以上 住宅,公共・商業施設，工場,事務所 受注

ヤンゴン市 2019 3 5,14人槽 住宅,作業所

－ 2019 93 5～10人槽 住宅 受注

－ 2019 62 18～50人槽 事務所,ホテル 受注

ヤンゴン市 2019 1 50人槽 住宅 受注

－ 2019 24 ～20m3/日 住宅,事務所

－ 2019 10 20m3/日以上 住宅,事務所

－ 2019 26
15～200

m
3
/日

ホテル,マンション 受注

－ 2020 16 ～20m3/日 住宅,公共・商業施設，工場,事務所

－ 2020 17 20m3/日以上 住宅,公共・商業施設，工場,事務所

－ 2020 118 5～50人槽 住宅,事務所,ホテル 受注

－ 2020 10 15～200m3/日 ホテル,マンション 受注

－ 2021 21 ～15m3/日 住宅,オフィス,公共・商業施設，工場等

－ 2021 6 20m3/日以上 住宅,オフィス,公共・商業施設，工場等

－ 2021 10 18～50人槽 事務所,ホテル 受注

－ 2021 4 15～200m3/日 ホテル,マンション 受注

－ 2022 20 5～50人槽 住宅,事務所,ホテル 出荷数

－ 2022 39 ～15m3/日 住宅,オフィス,公共・商業施設，工場等

－ 2022 10 20m3/日以上 住宅,オフィス,公共・商業施設，工場等

各地 2023 30 ～15m
3
/日 住宅,オフィス,公共・商業施設，工場等

各地 2023 1 20m
3
/日以上 住宅,オフィス,公共・商業施設，工場等

－ 2011 1 　　 10人槽 工場

－ 2012 1 　　　5人槽 住宅

－ 2014 4 14～35人槽 住宅

－ 2016 3 18～35人槽 寄宿舎

－ 2017 3 18,30人槽 工場,寄宿舎

－ 2019 3 14,18人槽 住宅,寄宿舎

48 モザンピーク － 2011 1 30人槽 ショールーム

49 モーリシャス － 2016 1 5人槽 住宅

50 モルディブ 各地 2023 12 20m3/日以上 住宅,オフィス,公共・商業施設，工場等

－ 2017 5 5～25人槽 住宅

アンマン市 2018 1 5人槽 －

ビエンチャン市 2016 1 10人槽 空港 JICA

ビエンチャン市 2016 1 200m3/日 空港 JICA

ビエンチャン市 2017 1 50m3/日 空港 JICA

ビエンチャン市 2019 2 2,60m3/日 病院 受注

－ 2022 1 20m3/日以上 住宅,オフィス,公共・商業施設，工場等

ミスラタ市 1981 2 30,80m3/日 工場

－ 1981 1 242m3/日 工場

－ 2002 2 5人槽 住宅

－ 2003 9 5,10人槽 住宅

－ 2004 13 5人槽 住宅

－ 2005 28 5,10人槽 住宅

－ 2006 27 5,10人槽 住宅

－ 2007 34 5,10人槽 住宅

－ 2008 45 5,10人槽 住宅

－ 2009 51 5,10人槽 住宅

55 ロシア連邦 ナホトカ市 1991 2 10人槽 住宅 モデル設置

1,132 － － －

55,511

46 ミャンマー

53 リビア

No. 国　　　名 州・県・市 設置年 規　模 建築用途

54 ルーマニア

小計

総計 　－

52 ラオス

47 メキシコ

51 ヨルダン

備　考

表１．８ 浄化槽の海外設置実績調査結果（2023年 12月末まで） 
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4
基

ハ
 
ガ
リ
 
小
型

3
基

ル
 
 
ニ
ア
小
型

2
0
9
基

イ
タ
リ
ア

小
型

1
1
基

ヨ
ル
ダ
 

小
型

6
基

イ
 
 

小
型

1
基

ド
イ
ツ

小
型

4
2
9
基

ﾊ
ﾞﾝ
ｸ
ﾞﾗ
ﾃ
ﾞｨ
ｼ
ｭ
小
型

2
2
基
，
中
大
型

3
2
基

イ
 
ド
小
型

17
5基
，
中
大
型

69
0基

イ
ギ
リ
 

小
型

9
6
基

ﾓ
ｻ
ﾞﾝ
ﾋ
ﾞ-
ｸ
小
型

1
基

ネ
パ
 
ル
小
型

1
基

,中
大
型

4
基

 
ウ
ェ
 
 
小
型

2
基

パ
 
ア
ニ
 
 
ギ
ニ
ア

中
大
型
１
基

ウ
ズ
ベ
キ
 
タ
 

中
大
型

1
基

モ
ル
デ
ィ
ブ
中
・
大
型

1
2
基

ジ
ブ
 
中
・
大
型

1
基

ザ
 
ビ
ア
中
・
大
型

2
基
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図
１
．
３
浄
化
槽
海
外
設
置
実
績
 
２
０
基
以
上
 

2
0
2
3
.1

2
末
ま
で

(一
社

)浄
化
槽
 
 
テ
ム
協
会
調
べ

ベ
 
ナ
ム
小
型

9
7
7
基

,中
大
型

5
3
6
基

オ
 
 
 
 
リ
ア
小
型

9
,2

7
0基

,中
大
型

5
2
基

イ
 
ド
ネ
 
ア

小
型

2
1
1
基

,中
大
型

3
7
1
基

ア
メ
リ
カ
小
型

9
,5

1
6基

,中
大
型

2
8
基

ケ
ニ
ア

小
型

1
6
6
基

中
大
型

1
2
基

ｽ
ﾘ
ﾗ
ﾝ
ｶ

小
型

38
2基

中
大
型

3
0
0
基

南
ア
フ
リ
カ
小
型

4
5
基

オ
 
 
 

小
型

2
9
5
基

※
(一
社

)浄
化
槽
ｼ
ｽ
ﾃ
ﾑ
協
会
の
会
員
が

2
0
2
3
年
末
ま
で
に
浄
化
槽

を
2
0
基
以
上
設
置
し
た
国
 
1
7
ヶ
国
 
の
設
置
基
数

ミ
ャ
 
 
 
小
型

7
8
6
基

,中
大
型

2
7
5
基

中
国

小
型

3
0
,3

9
9基
，
中
大
型

1
8
基

パ
 
オ

小
型

1
7
基

中
大
型

4
基

ル
 
 
ニ
ア
小
型

2
0
9
基

ド
イ
ツ

小
型

4
2
9
基

イ
 
ド

小
型

1
7
5
基

,中
大
型

6
9
0
基

イ
ギ
リ
 

小
型

9
6
基

バ
 
グ
 
デ
ィ
 
 

小
型

2
2
基

中
大
型

3
2
基

フ
ィ
リ
ピ
 
小
型

4
6
基

中
大
型

5
基
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２.浄化槽関連企業による海外向け普及促進の取組に関する調査  

   2023年に海外で(一社)浄化槽システム協会の会員 16社に調査を行った普及促進に

関する取組（FS 調査や開催あるいは参画したセミナー、ワークショップ、展示会な

ど）について、時期及び内容を調査した。2021 年以前の調査結果とあわせて表２．

１から表２．６に示す。 

   なお、掲載は歴年順で、各年の中では国名のアイウエオ順としている。また、主体

は次の内容とした。 

  

※「主体」の内容 

日本国環境省･･･環境省が実施する事業において会員企業が実施、参画したケ 

ース 

    JICA      ･･･(独)国際協力機構が実施する事業において会員企業が実施、

参画したケース 

JSA      ･･･(一社)浄化槽システム協会が実施する事業において会員企業 

が実施、参画したケース 

        自社      ･･･会員企業が自ら、あるいは代理店等と実施、参画したケース 
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Ｎ
ｏ
．

国
　
名

都
市
名

実
施
・
開
催
年

種
　
別

名
　
称

主
　
体

概
　
要

1
日
本

大
阪

2
0
0
3

展
示
会

第
3
回
世
界
水
フ
ォ
 
 
ム

日
本
国
環
境
省

実
機
展
示
 
小
型
浄
化
槽
 
を
行
い
浄
化
槽
を
P
R

2
メ
キ
 
 

メ
キ
 
 
 
テ
ィ

2
0
0
5

展
示
会

第
4
回
世
界
水
フ
ォ
 
 
ム

日
本
国
環
境
省

実
機
展
示
 
小
型
浄
化
槽
 
を
行
い
浄
化
槽
を
P
R

3
日
本

大
分

2
0
0
7

展
示
会

第
1
回
ア
ジ
ア
・
太
平
洋
水
サ
ミ
 

 
日
本
国
環
境
省

実
機
展
示
 
小
型
浄
化
槽
 
を
行
い
浄
化
槽
を
P
R

4
中
国

北
京

2
0
1
0

展
示
会

中
国
緑
色
産
業
和
緑
色
経
済
高

科
技
国
際
博
覧
会

自
社

日
本
独
自
の
農
村
分
散
型
汚
水
処
理
 
 
テ
ム
向
け
技
術
と
し
て
浄
化

槽
を
P
R

5
イ
 
ド
ネ
 
ア

ジ
ャ
カ
ル
タ

2
0
1
1

F
S
調
査

イ
 
ド
ネ
 
ア
ジ
ャ
カ
ル
タ
特
別
州

浄
化
槽
試
験
設
置
に
よ
る
水
質

改
善

日
本
国
環
境
省

日
本
式
浄
化
槽
を
戸
建
住
宅
や
公
団
住
宅
に
設
置
し
、
水
 
、
放
流
水

質
、
汚
泥
発
生
 
等
の
推
移
を
モ
ニ
タ
リ
 
グ
調
査

6
中
国

上
海

2
0
1
1

展
示
会

I-
F
A
T
 C

h
in

a
自
社

日
本
独
自
の
農
村
分
散
型
汚
水
処
理
 
 
テ
ム
向
け
技
術
と
し
て
浄
化

槽
を
P
R

7
中
国

北
京

2
0
1
1

展
示
会

北
京
水
博
覧
会

自
社

日
本
独
自
の
農
村
分
散
型
汚
水
処
理
 
 
テ
ム
向
け
技
術
と
し
て
浄
化

槽
を
P
R

8
中
国

常
熟

2
0
1
1

ワ
 
 
 
ョ
 
 
日
中
分
散
型
汚
水
処
理
ワ
 
 

 
ョ
 
 

J
IC

A
日
中
両
国
の
分
散
型
汚
水
処
理
技
術
に
関
す
る
会
議
及
び
現
地
視
察

9
中
国

上
海
、
北
京
等

2
0
1
2

F
S
調
査

平
成
2
4
年
度
し
尿
処
理
 
 
テ

ム
国
際
普
及
推
進
業
務

日
本
国
環
境
省

中
国
の
研
究
機
関
、
汚
水
処
理
メ
 
カ
 
を
訪
問
し
、
中
国
に
お
け
る
分

散
処
理
の
最
新
情
報
を
入
手
し
、
日
本
の
浄
化
槽
の
中
国
へ
の
適
用
可

能
性
を
探
る
と
も
に
、
浄
化
槽
技
術
仕
様
書
に
関
す
る
意
見
を
収
集

1
0

日
本

東
京

2
0
1
3

ワ
 
 
 
ョ
 
 
第
1
回
ア
ジ
ア
に
お
け
る
分
散
型

汚
水
処
理
に
関
す
る
ワ
 
 

 
ョ
 
 

日
本
国
環
境
省

オ
 
サ
イ
 
汚
水
処
理
の
政
策
や
行
政
と
し
て
の
取
り
組
み
と
課
題
、
分

散
型
汚
水
処
理
の
制
度
や
規
格
に
つ
い
て
発
表
・
意
見
交
換

1
1

ベ
 
ナ
ム

ハ
ノ
イ

2
0
1
3

ワ
 
 
 
ョ
 
 
ベ
 
ナ
ム
の
排
水
処
理
や
汚
泥

の
 
ネ
 
ジ
メ
 
 
に
関
す
る

ワ
 
 
 
ョ
 
 

日
本
国
環
境
省

両
国
の
事
例
発
表
を
通
じ
て
、
ベ
 
ナ
ム
に
お
け
る
排
水
処
理
や
汚
泥
処

理
の
現
状
と
今
後
の
課
題
に
つ
い
て
議
論
。

1
2

ミ
ャ
 
 
 

ヤ
 
ゴ
 

2
0
1
3

展
示
会

M
ya

n
W

at
e
r2

0
1
3

自
社

実
機
展
示
 
小
型
浄
化
槽
 
を
行
い
浄
化
槽
を
P
R

1
3

タ
イ

バ
 
 
 

2
0
1
4

ワ
 
 
 
ョ
 
 
第
2
回
ア
ジ
ア
に
お
け
る
分
散
型

汚
水
処
理
に
関
す
る
ワ
 
 

 
ョ
 
 

日
本
国
環
境
省

オ
 
サ
イ
 
汚
水
処
理
の
政
策
や
行
政
と
し
て
の
取
り
組
み
と
課
題
、
分

散
型
汚
水
処
理
の
制
度
や
規
格
に
つ
い
て
発
表
・
意
見
交
換

1
4

日
本

埼
玉

2
0
1
4

セ
ミ
ナ
 

浄
化
槽
の
工
場
見
学
、
説
明

J
IC

A
浄
化
槽
生
産
工
程
の
説
明
、
カ
 
 
モ
デ
ル
の
説
明

1
5

日
本

東
京

2
0
1
4

ワ
 
 
 
ョ
 
 
第
3
回
ア
ジ
ア
に
お
け
る
分
散
型

汚
水
処
理
に
関
す
る
ワ
 
 

 
ョ
 
 

日
本
国
環
境
省

ア
ジ
ア
に
お
け
る
分
散
型
汚
水
処
理
に
関
す
る
知
識
と
経
験
の
共
有
、
関

係
者
の
ネ
 
 
ワ
 
 
の
形
成
を
目
的
と
し
、
分
散
型
汚
水
処
理
に
関
す
る

管
理
、
規
制
の
整
備
、
規
格
の
作
成
等
に
つ
い
て
議
論

1
6

フ
 
 
 

リ
 
ル

2
0
1
4

展
示
会

フ
 
 
 
の
浄
化
槽
業
界

自
社

フ
 
 
 
国
内
で
販
売
さ
れ
て
い
る
小
規
模
汚
水
処
理
 
 
 
 
の
展
示

会
に
出
展

1
7

ミ
ャ
 
 
 

ヤ
 
ゴ
 

2
0
1
4

展
示
会

M
ya

n
W

at
e
r2

0
1
4

自
社

実
機
展
示
 
小
型
浄
化
槽
 
を
行
い
浄
化
槽
を
P
R

1
8

日
本

埼
玉

2
0
1
5

セ
ミ
ナ
 

浄
化
槽
の
工
場
見
学
、
説
明

J
IC

A
浄
化
槽
生
産
工
程
の
説
明
、
カ
 
 
モ
デ
ル
の
説
明

1
9

ミ
ャ
 
 
 

ヤ
 
ゴ
 

2
0
1
5

展
示
会

M
ya

n
W

at
e
r2

0
1
5

自
社

実
機
展
示
 
小
型
浄
化
槽
 
を
行
い
浄
化
槽
を
P
R

2
0

モ
 
ゴ
ル

ウ
 
 
バ
 
 
ル

2
0
1
5

セ
ミ
ナ
 

水
環
境
対
策
日
蒙
セ
ミ
ナ
 

日
本
国
環
境
省

浄
化
槽
の
法
体
系
や
管
理
体
制
、
技
術
の
紹
介
と
意
見
交
換

2
1
イ
 
ド
ネ
 
ア

ジ
ャ
カ
ル
タ

2
0
1
6

ワ
 
 
 
ョ
 
 
第
4
回
ア
ジ
ア
に
お
け
る
分
散
型

汚
水
処
理
に
関
す
る
ワ
 
 

 
ョ
 
 

日
本
国
環
境
省

ア
ジ
ア
に
お
け
る
分
散
型
汚
水
処
理
に
関
す
る
知
識
と
経
験
の
共
有
、
関

係
者
の
ネ
 
 
ワ
 
 
の
形
成
を
目
的
と
し
、
分
散
型
汚
水
処
理
に
関
す
る

管
理
、
規
制
の
整
備
、
規
格
の
作
成
等
に
つ
い
て
議
論

2
2

日
本

埼
玉

2
0
1
6

セ
ミ
ナ
 

浄
化
槽
の
工
場
見
学
、
説
明

J
IC

A
浄
化
槽
生
産
工
程
の
説
明
、
カ
 
 
モ
デ
ル
の
説
明

浄
化

槽
関

連
企

業
に

よ
る

海
外

向
け

普
及

促
進

の
取

組
に

関
す

る
調

査
結

果
（

そ
の

１
）
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Ｎ
ｏ
．

国
　
名

都
市
名

実
施
・
開
催
年

種
　
別

名
　
称

主
　
体

概
　
要

2
3

ハ
 
ガ
リ
 

ブ
ダ
ペ
 
 

2
0
1
6

ワ
 
 
 
ョ
 
 
中
東
欧
地
域
に
お
け
る
分
散
型

生
活
排
水
処
理
 
 
テ
ム
普
及

推
進
業
務

日
本
国
環
境
省

中
東
欧
地
域
環
境
セ
 
タ
 
を
通
じ
て
日
本
の
浄
化
槽
の
中
東
欧
に
お

け
る
普
及
可
能
性
に
つ
い
て
照
会
が
あ
り
、
浄
化
槽
の
歴
史
、
法
制
度
、

技
術
な
ど
に
つ
い
て
の
情
報
を
発
信

2
4

 
 
 
 
ア

－
2
0
1
6

F
S
調
査

 
 
 
 
ア
に
お
け
る
浄
化
槽
整

備
に
よ
る
生
活
排
水
処
理
事
業

日
本
国
環
境
省

 
 
 
 
ア
で
の
浄
化
槽
実
証
実
験

2
5

ミ
ャ
 
 
 

ヤ
 
ゴ
 

2
0
1
6

展
示
会

M
ya

n
W

at
e
r2

0
1
6

自
社

実
機
展
示
 
小
型
浄
化
槽
 
を
行
い
浄
化
槽
を
P
R

2
6

ミ
ャ
 
 
 

ヤ
 
ゴ
 

2
0
1
6

F
S
調
査

適
正
技
術
と
し
て
浄
化
槽
を
用
い

た
水
環
境
改
善
事
業
案
件
化
調

査
J
IC

A
左
記
モ
デ
ル
事
業
向
け
に
浄
化
槽
を
提
供

2
7

ル
 
 
ニ
ア

ブ
カ
 
 
 

2
0
1
6

ワ
 
 
 
ョ
 
 
中
東
欧
地
域
に
お
け
る
分
散
型

生
活
排
水
処
理
 
 
テ
ム
普
及

推
進
業
務

日
本
国
環
境
省

中
東
欧
地
域
環
境
セ
 
タ
 
を
通
じ
て
日
本
の
浄
化
槽
の
中
東
欧
に
お

け
る
普
及
可
能
性
に
つ
い
て
照
会
が
あ
り
、
浄
化
槽
の
歴
史
、
法
制
度
、

技
術
な
ど
に
つ
い
て
の
情
報
を
発
信

2
8

イ
 
 

テ
ヘ
 
 

2
0
1
7

セ
ミ
ナ
 

日
イ
 
 
テ
 
ニ
カ
ル
セ
ミ
ナ
 

日
本
国
環
境
省

浄
化
槽
の
法
体
系
や
管
理
体
制
、
技
術
の
紹
介
と
意
見
交
換

2
9

日
本

神
奈
川

2
0
1
7

展
示
会

Ａ
Ｄ
Ｂ
年
次
総
会
展
示

Ｊ
Ｓ
Ａ

浄
化
槽
の
実
大
カ
 
 
モ
デ
ル
や
ミ
ニ
 
 
ア
モ
デ
ル
、
パ
ネ
ル
等
を
用

い
、
ア
ジ
ア
各
国
を
中
心
に
世
界
1
0
1
ヶ
国
に
向
け
浄
化
槽
を
Ｐ
Ｒ

3
0

日
本

埼
玉

2
0
1
7

工
場
見
学

浄
化
槽
の
工
場
見
学
、
説
明

J
IC

A
浄
化
槽
生
産
工
程
の
説
明
、
カ
 
 
モ
デ
ル
の
説
明

3
1

ハ
 
ガ
リ
 

セ
 
 
キ
 
イ

2
0
1
7

ワ
 
 
 
ョ
 
 
ハ
 
ガ
リ
 
国
に
お
け
る
し
尿
を

含
む
生
活
排
水
の
分
散
処
理
推

進
化
事
業

日
本
国
環
境
省

ハ
 
ガ
リ
 
国
に
お
け
る
し
尿
を
含
む
生
活
排
水
の
分
散
処
理
推
進
化
事

業
実
施
に
伴
う
、
現
地
講
習
会
お
よ
び
ワ
 
 
 
ョ
 
 

3
2

ベ
 
ナ
ム

ホ
 
 
ミ
 

2
0
1
7

展
示
会

浄
化
槽
ミ
ニ
 
 
 
ア
展
示

自
社

浄
化
槽
の
商
品
説
明

3
3

ベ
 
ナ
ム

ハ
ノ
イ

2
0
1
7

展
示
会

浄
化
槽
ミ
ニ
 
 
 
ア
展
示

自
社

浄
化
槽
の
商
品
説
明

3
4

ミ
ャ
 
 
 

ヤ
 
ゴ
 

2
0
1
7

ワ
 
 
 
ョ
 
 
第
5
回
ア
ジ
ア
に
お
け
る
分
散
型

汚
水
処
理
に
関
す
る
ワ
 
 

 
ョ
 
 

日
本
国
環
境
省

ア
ジ
ア
に
お
け
る
分
散
型
汚
水
処
理
に
関
す
る
知
識
と
経
験
の
共
有
、
関

係
者
の
ネ
 
 
ワ
 
 
の
形
成
を
目
的
と
し
、
分
散
型
汚
水
処
理
に
関
す
る

管
理
、
規
制
の
整
備
、
規
格
の
作
成
等
に
つ
い
て
議
論

3
5
モ
ザ
 
ビ
 
 

 
 
 

2
0
1
7

セ
ミ
ナ
 

T
IC
A
D
閣
僚
会
合
サ
イ
ド
イ
ベ
 

 
「
ア
フ
リ
カ
の
き
れ
い
な
街
 

 
 
 
フ
ォ
 
ム
」

日
本
国
環
境
省

2
0
3
0
年
ま
で
に
、
ア
フ
リ
カ
諸
国
が
き
れ
い
な
街
と
健
康
な
暮
ら
し
を
実
現

し
、
廃
棄
物
管
理
に
関
す
る
S
D
G
sを
達
成
を
目
標
と
す
る
セ
ミ
ナ
 
参
画

3
6

イ
 
ド

イ
 
ド
 
ル

2
0
1
8

フ
ォ
 
 
ム

E
ig

h
th

 r
e
gi

o
n
al

 3
R
 f

o
ru

m
 i
n

A
si
a 
an
d　
th
e
 p
ac
if
ic

日
本
国
環
境
省

各
国
に
お
け
る
3
R
 
ロ
ジ
ェ
 
 
実
施
へ
の
支
援
の
促
進
、
３
Ｒ
推
進
に
役

立
つ
情
報
の
共
有
、
関
係
者
の
ネ
 
 
ワ
 
 
化
等
を
進
め
る
た
め
の

フ
ォ
 
 
ム
参
画

3
7

イ
 
ド

 
ェ
 
ナ
イ

2
0
1
8

セ
ミ
ナ
 

2
0
1
8
 T

e
c
h
n
ic

al
 S

e
m

in
ar

 f
o
r

W
as

te
w

at
e
r 

T
re

at
m

e
n
t 

an
d

H
yg

ie
n
e
 M

an
ag

e
m

e
n
t 

to
w

ar
d

A
c
h
ie

ve
m

e
n
t 

o
f 

S
D

G
s

日
本
国
環
境
省

ア
ジ
ア
に
お
け
る
分
散
型
汚
水
処
理
に
関
す
る
知
識
と
経
験
の
共
有
、
関

係
者
の
ネ
 
 
ワ
 
 
の
形
成
を
目
的
と
し
、
分
散
型
汚
水
処
理
に
関
す
る

管
理
、
規
制
の
整
備
、
規
格
の
作
成
等
に
つ
い
て
議
論

3
8

イ
 
ド

 
ェ
 
ナ
イ

2
0
1
8

セ
ミ
ナ
 

浄
化
槽
の
海
外
展
開
に
関
す
る

セ
ミ
ナ
 

日
本
国
環
境
省

分
散
型
汚
水
処
理
に
有
効
な
手
段
と
し
て
相
手
国
政
府
機
関
に
対
し
浄

化
槽
を
P
R

3
9

イ
 
ド

ム
 
バ
イ

2
0
1
8

セ
ミ
ナ
 

J
o
h
ka

so
u
 &

 T
o
ile

t
T
e
c
h
n
o
lo

gy
 S

e
m

in
o
r

日
本
国
環
境
省

ア
ジ
ア
に
お
け
る
分
散
型
汚
水
処
理
に
関
す
る
知
識
と
経
験
の
共
有
、
関

係
者
の
ネ
 
 
ワ
 
 
の
形
成
を
目
的
と
し
、
分
散
型
汚
水
処
理
に
関
す
る

管
理
、
規
制
の
整
備
、
規
格
の
作
成
等
に
つ
い
て
議
論

4
0

イ
 
ド

ム
 
バ
イ

2
0
1
8

セ
ミ
ナ
 

災
害
に
強
い
環
境
イ
 
フ
 
業
務

日
本
国
環
境
省

分
散
型
汚
水
処
理
に
有
効
な
手
段
と
し
て
相
手
国
政
府
機
関
に
対
し
浄

化
槽
を
P
R

4
1
イ
 
ド
ネ
 
ア

バ
リ
 
パ
パ
 

2
0
1
8

F
S
調
査

イ
 
ド
ネ
 
ア
国
に
お
け
る
既
設

セ
 
テ
ィ
 
 
タ
 
 
を
活
用
し
た

生
活
排
水
処
理
の
高
度
化

日
本
国
環
境
省

既
設
セ
 
テ
ィ
 
 
タ
 
 
を
活
用
し
つ
つ
、
不
足
す
る
排
水
処
理
能
力
を

補
う
浄
化
槽
技
術
を
利
用
し
た
排
水
処
理
ユ
ニ
 
 
を
増
設
し
、
排
水
基
準

を
達
成
す
る
ビ
ジ
ネ
 
モ
デ
ル
を
確
立
す
る
た
め
、
実
証
試
験
を
行
う
と
共

に
、
ビ
ジ
ネ
 
展
開
の
可
能
性
に
つ
い
て
確
認

浄
化

槽
関

連
企

業
に

よ
る

海
外

向
け

普
及

促
進

の
取

組
に

関
す

る
調

査
結

果
（

そ
の

２
）
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Ｎ
ｏ
．

国
　
名

都
市
名

実
施
・
開
催
年

種
　
別

名
　
称

主
　
体

概
　
要

4
2

カ
 
ボ
ジ
ア

 
ノ
 
ペ
 

2
0
1
8

F
S
調
査

途
上
国
に
お
け
る
集
合
型
汚
水

処
理
 
下
水
道
 
と
分
散
型
汚
水

処
理
 
浄
化
槽
 
の
包
括
的
導
入

に
よ
る
水
質
改
善
及
び
同
取
組

へ
の
協
力
可
能
性
に
係
る
基
礎

情
報
収
集
・
確
認
調
査

J
IC

A
 
ノ
 
ペ
 
都
を
対
象
と
し
て
、
集
合
型
処
理
と
分
散
型
処
理
の
包
括
的

導
入
、
そ
の
水
質
改
善
の
効
果
及
び
同
取
組
へ
の
協
力
可
能
性
の
検
討

に
係
る
情
報
収
集
・
確
認
調
査
を
実
施
。

4
3

中
国

南
京
市

2
0
1
8

展
示
会

中
国
水
処
理
展
示
会

自
社

水
処
理
に
関
係
の
あ
る
装
置
や
素
 
の
展
示
会

4
4

ド
イ
ツ

ミ
 
 
ヘ
 

2
0
1
8

展
示
会

IF
A
T

自
社

環
境
に
関
す
る
展
示
会

4
5

日
本

埼
玉

2
0
1
8

工
場
見
学

浄
化
槽
の
工
場
見
学
、
説
明

J
IC

A
浄
化
槽
生
産
工
程
の
説
明
、
カ
 
 
モ
デ
ル
の
説
明

4
6

日
本

東
京

2
0
1
8

展
示
会

IW
A
世
界
会
議
・
展
示
会

自
社

実
機
展
示
 
小
型
浄
化
槽
 
を
行
い
浄
化
槽
を
P
R

4
7

日
本

東
京

2
0
1
8

展
示
会

IW
A
世
界
会
議
・
展
示
会

日
本
国
環
境
省

ミ
ニ
 
 
ア
モ
デ
ル
、
実
機
展
示
 
小
型
浄
化
槽
 
等
に
よ
り
浄
化
槽
を
Ｐ
Ｒ

4
8

日
本

東
京

2
0
1
8

ワ
 
 
 
ョ
 
 
第
6
回
ア
ジ
ア
に
お
け
る
分
散
型

汚
水
処
理
に
関
す
る
ワ
 
 

 
ョ
 
 

日
本
国
環
境
省

ア
ジ
ア
に
お
け
る
分
散
型
汚
水
処
理
に
関
す
る
知
識
と
経
験
の
共
有
、
関

係
者
の
ネ
 
 
ワ
 
 
の
形
成
を
目
的
と
し
、
分
散
型
汚
水
処
理
に
関
す
る

管
理
、
規
制
の
整
備
、
規
格
の
作
成
等
に
つ
い
て
議
論
。

4
9

日
本

東
京

2
0
1
8

展
示
会

世
界
湖
沼
会
議

Ｊ
Ｓ
Ａ
・
自
社

ミ
ニ
 
 
ア
モ
デ
ル
、
実
機
展
示
 
小
型
浄
化
槽
 
、
浄
化
槽
に
関
す
る
発

表
、
水
環
境
及
び
生
態
系
保
護
に
つ
い
て
の
意
見
交
換

5
0

ハ
 
ガ
リ
 

セ
 
 
キ
 
イ

2
0
1
8

F
S
調
査

ハ
 
ガ
リ
 
国
に
お
け
る
し
尿
を

含
む
生
活
排
水
の
分
散
処
理
推

進
化
事
業

日
本
国
環
境
省

ハ
 
ガ
リ
 
国
に
お
け
る
し
尿
を
含
む
生
活
排
水
の
分
散
処
理
推
進
化
事

業
実
施
に
伴
う
、
現
地
講
習
会
お
よ
び
ワ
 
 
 
ョ
 
 

5
1

ハ
 
ガ
リ
 

ブ
ダ
ペ
 
 

2
0
1
8

ワ
 
 
 
ョ
 
 
ハ
 
ガ
リ
 
国
に
お
け
る
し
尿
を

含
む
生
活
排
水
の
分
散
処
理
推

進
化
事
業

日
本
国
環
境
省

ハ
 
ガ
リ
 
国
に
お
け
る
し
尿
を
含
む
生
活
排
水
の
分
散
処
理
推
進
化
事

業
実
施
に
伴
う
、
現
地
講
習
会
お
よ
び
ワ
 
 
 
ョ
 
 

5
2

ベ
 
ナ
ム

ダ
ナ
 

2
0
1
8

F
S
調
査

浄
化
槽
の
海
外
展
開
に
関
す
る

調
査
検
討
お
よ
び
セ
ミ
ナ
 
開
催

支
援
業
務

日
本
国
環
境
省

分
散
型
汚
水
処
理
と
し
て
浄
化
槽
を
設
置
す
る
に
あ
た
り
P
re
-
F
/
S
を
実

施
、
課
題
や
問
題
点
の
抽
出
を
実
施
。

5
3

ベ
 
ナ
ム

ハ
ノ
イ

2
0
1
8

展
示
会

浄
化
槽
ミ
ニ
 
 
 
ア
展
示

自
社

浄
化
槽
の
商
品
説
明

5
4

ベ
 
ナ
ム

ハ
ノ
イ

2
0
1
8

セ
ミ
ナ
 

災
害
に
強
い
環
境
イ
 
フ
 
業
務

日
本
国
環
境
省

分
散
型
汚
水
処
理
に
有
効
な
手
段
と
し
て
相
手
国
政
府
機
関
に
対
し
浄

化
槽
を
P
R

5
5

ベ
 
ナ
ム

ハ
ノ
イ

2
0
1
8

セ
ミ
ナ
 

J
o
h
ka

so
u
 &

 T
o
ile

t
T
e
c
h
n
o
lo

gy
 S

e
m

in
o
r

日
本
国
環
境
省

ア
ジ
ア
に
お
け
る
分
散
型
汚
水
処
理
に
関
す
る
知
識
と
経
験
の
共
有
、
関

係
者
の
ネ
 
 
ワ
 
 
の
形
成
を
目
的
と
し
、
分
散
型
汚
水
処
理
に
関
す
る

管
理
、
規
制
の
整
備
、
規
格
の
作
成
等
に
つ
い
て
議
論

5
6

ミ
ャ
 
 
 

 
 
ダ
 
 

2
0
1
8

セ
ミ
ナ
 

災
害
に
強
い
環
境
イ
 
フ
 
業
務

日
本
国
環
境
省

分
散
型
汚
水
処
理
に
有
効
な
手
段
と
し
て
相
手
国
政
府
機
関
に
対
し
浄

化
槽
を
P
R

5
7

ミ
ャ
 
 
 

ヤ
 
ゴ
 

2
0
1
8

セ
ミ
ナ
 

J
o
h
ka

so
u
 &

 T
o
ile

t
T
e
c
h
n
o
lo

gy
 S

e
m

in
o
r

日
本
国
環
境
省

ア
ジ
ア
に
お
け
る
分
散
型
汚
水
処
理
に
関
す
る
知
識
と
経
験
の
共
有
、
関

係
者
の
ネ
 
 
ワ
 
 
の
形
成
を
目
的
と
し
、
分
散
型
汚
水
処
理
に
関
す
る

管
理
、
規
制
の
整
備
、
規
格
の
作
成
等
に
つ
い
て
議
論

5
8
モ
ザ
 
ビ
 
 

 
 
 

2
0
1
8

セ
ミ
ナ
 

ア
フ
リ
カ
の
き
れ
い
な
街
 
 
 
 

フ
ォ
 
ム
年
次
会
合

日
本
国
環
境
省

ア
フ
リ
カ
3
2
か
国
の
中
央
お
よ
び
地
方
政
府
や
様
々
な
公
的
機
関
、
民
間

企
業
、
青
年
海
外
協
力
隊
 
J
O
C
V
 
な
ど
、
お
よ
そ
2
2
0
名
が
参
加
し
、
廃

棄
物
管
理
に
関
す
る
情
報
と
知
識
を
共
有
し
た
。

浄
化

槽
関

連
企

業
に

よ
る

海
外

向
け

普
及

促
進

の
取

組
に

関
す

る
調

査
結

果
（

そ
の

３
）
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Ｎ
ｏ
．

国
　
名

都
市
名

実
施
・
開
催
年

種
　
別

名
　
称

主
　
体

概
　
要

5
9

イ
 
ド

デ
リ
 

2
0
1
9

セ
ミ
ナ
 

J
o
h
ka

so
u
 &

 T
o
ile

t
T
e
c
h
n
o
lo

gy
 S

e
m

in
o
r

日
本
国
環
境
省

ア
ジ
ア
に
お
け
る
分
散
型
汚
水
処
理
に
関
す
る
知
識
と
経
験
の
共
有
、
関

係
者
の
ネ
 
 
ワ
 
 
の
形
成
を
目
的
と
し
、
分
散
型
汚
水
処
理
に
関
す
る

管
理
、
規
制
の
整
備
、
規
格
の
作
成
等
に
つ
い
て
議
論
。

6
0
イ
 
ド
ネ
 
ア

バ
リ
 
パ
パ
 

2
0
1
9

モ
デ
ル
事
業

イ
 
ド
ネ
 
ア
西
カ
リ
 
 
タ
 
州

バ
リ
 
パ
パ
 
に
お
け
る
浄
化
槽

試
験
設
置
に
よ
る
水
質
改
善

自
社
 
日
本
国
環
境

省
モ
デ
ル
事
業
 

低
所
得
者
向
け
公
共
住
宅
に
既
設
の
セ
 
テ
ィ
 
 
タ
 
 
の
後
に
、
汚
泥

貯
留
部
分
を
小
さ
く
し
、
浄
化
槽
技
術
を
取
り
入
れ
た
排
水
処
理
槽
を
設

置
、
推
移
を
モ
ニ
タ
リ
 
グ
調
査
す
る
。

セ
 
テ
ィ
 
 
タ
 
 
を
残
し
た
ま
ま
、
後
段
に
処
理
槽
を
設
け
る
事
に
よ
っ

て
水
質
改
善
と
 
 
 
ダ
ウ
 
を
狙
い
、
同
様
の
施
設
へ
の
採
用
を
目
的

と
す
る
。

6
1

ケ
ニ
ア

ナ
イ
ロ
ビ

2
0
1
9

セ
ミ
ナ
 

J
o
h
ka

so
u
 &

 T
o
ile

t
T
e
c
h
n
o
lo

gy
 S

e
m

in
o
r

日
本
国
環
境
省

分
散
型
汚
水
処
理
に
関
す
る
知
識
と
経
験
の
共
有
、
関
係
者
の
ネ
 
 

ワ
 
 
の
形
成
を
目
的
と
し
、
分
散
型
汚
水
処
理
に
関
す
る
管
理
、
規
制

の
整
備
、
規
格
の
作
成
等
に
つ
い
て
議
論
。

6
2

中
国

東
京

2
0
1
9

セ
ミ
ナ
 

「
 
イ
 
革
命
」
に
係
る
日
中
協
力

日
本
国
環
境
省

農
業
農
村
部
と
の
意
見
交
換

6
3

中
国

広
州

2
0
1
9

セ
ミ
ナ
 

浄
化
槽
の
海
外
展
開
に
関
す
る

セ
ミ
ナ
 

日
本
国
環
境
省

分
散
型
汚
水
処
理
に
有
効
な
手
段
と
し
て
相
手
国
政
府
機
関
に
対
し
浄

化
槽
を
P
R

6
4

中
国

北
京

2
0
1
9

セ
ミ
ナ
 

日
中
浄
化
槽
等
技
術
検
討
会

J
IC

A
日
本
の
浄
化
槽
技
術
や
制
度
の
紹
介
、
意
見
交
換

6
5

中
国

南
京

2
0
1
9

展
示
会

南
京
環
境
技
術
国
際
博
覧
会

中
国
江
蘇
省

ミ
ニ
 
 
ア
モ
デ
ル
の
展
示

6
6

日
本

横
浜

2
0
1
9

セ
ミ
ナ
 

第
2
回
ア
フ
リ
カ
の
き
れ
い
な
街
 

 
 
 
ホ
 
ム
 
体
会
合
(A
C
C
P
)

ア
フ
リ
カ
の
き
れ
い
な

街
 
 
 
 
フ
ォ
 
ム

事
務
局

ア
フ
リ
カ
の
廃
棄
物
管
理
に
関
す
る
主
要
な
主
体
の
ネ
 
 
ワ
 
 
が
構

築
さ
れ
、
機
能
し
、
ア
フ
リ
カ
の
国
・
都
市
の
廃
棄
物
管
理
に
関
す
る
知
見

や
デ
 
タ
が
A
C
C
P
を
通
じ
て
共
有
さ
れ
る
。

6
7

日
本

東
京

2
0
1
9

セ
ミ
ナ
 

民
間
セ
 
タ
 
と
国
際
支
援
機
関

と
の
 
ウ
 
ド
テ
 
ブ
ル
会
合

ビ
ル
ゲ
イ
ツ
財
団
,

A
D

B
I

分
散
型
汚
水
処
理
に
関
す
る
知
識
と
経
験
の
共
有
、
関
係
者
の
ネ
 
 

ワ
 
 
の
形
成
を
目
的
と
し
、
分
散
型
汚
水
処
理
に
関
す
る
課
題
の
紹
介

や
要
望
事
項
等
に
つ
い
て
議
論
。

6
8

日
本

埼
玉

2
0
1
9

工
場
見
学

工
場
見
学

日
本
環
境
整
備
教
育

セ
 
タ
 

 
 
 
 
ア
国
　
学
識
者

6
9

日
本

埼
玉

2
0
1
9

工
場
見
学

工
場
見
学

日
本
環
境
整
備
教
育

セ
 
タ
 

ベ
 
ナ
ム
国
　
自
治
体
浄
化
槽
担
当
者
等

7
0

日
本

東
京

2
0
1
9

展
示
会

下
水
道
展

日
本
下
水
道
協
会
ミ
ニ
 
 
ア
モ
デ
ル
の
展
示

7
1

ベ
 
ナ
ム

ダ
ナ
 
市

 
ア
 
ナ
ム
省

2
0
1
9

現
地
調
査

浄
化
槽
の
海
外
展
開
に
関
す
る

調
査
検
討
お
よ
び
セ
ミ
ナ
 
開
催

支
援
業
務

日
本
国
環
境
省

分
散
型
汚
水
処
理
と
し
て
浄
化
槽
を
設
置
す
る
に
あ
た
り
F
/
S
を
実
施
。
課

題
や
問
題
点
を
抽
出
。

7
2

ベ
 
ナ
ム

ハ
ノ
イ
市

2
0
1
9

ワ
 
 
 
ョ
 
 
第
７
回
ア
ジ
ア
お
け
る
分
散
型
汚

水
処
理
に
関
す
る
ワ
 
 
 
ョ
 

 
日
本
国
環
境
省

ア
ジ
ア
に
お
け
る
分
散
型
汚
水
処
理
に
関
す
る
知
識
と
経
験
の
共
有
、
関

係
者
の
ネ
 
 
ワ
 
 
の
形
成
を
目
的
と
し
、
分
散
型
汚
水
処
理
に
関
す
る

管
理
、
規
制
の
整
備
、
規
格
の
作
成
等
に
つ
い
て
議
論
。
会
場
に
パ
ネ
ル

を
展
示
し
浄
化
槽
を
P
R
。

7
3

ベ
 
ナ
ム

ハ
ノ
イ

2
0
1
9

ワ
 
 
 
ョ
 
 
ア
ジ
ア
に
お
け
る
分
散
型
汚
水
処

理
に
関
す
る
ワ
 
 
 
ョ
 
 

日
本
国
環
境
省

5
人
槽
と
ミ
ニ
 
 
ア
を
展
示

7
4

ベ
 
ナ
ム

ハ
ノ
イ

2
0
1
9

展
示
会

V
ie

tW
at

e
r 

2
0
1
9

ベ
 
ナ
ム
国

ミ
ニ
 
 
ア
モ
デ
ル
の
展
示

7
5

ベ
 
ナ
ム

ハ
ノ
イ

2
0
1
9

展
示
会

 E
n
te

c
h
 2

0
1
9

ベ
 
ナ
ム
国

ミ
ニ
 
 
ア
モ
デ
ル
の
展
示

7
6

ベ
 
ナ
ム

ホ
 
 
ミ
 

2
0
1
9

展
示
会

V
ie

tW
at

e
r 

2
0
1
9
 

ベ
 
ナ
ム
国

ミ
ニ
 
 
ア
モ
デ
ル
の
展
示

7
7

ミ
ャ
 
 
 

 
 
ダ
 
 

2
0
1
9

セ
ミ
ナ
 

浄
化
槽
の
海
外
展
開
に
関
す
る

調
査
検
討
お
よ
び
セ
ミ
ナ
 
開
催

支
援
業
務

日
本
国
環
境
省

分
散
型
汚
水
処
理
に
有
効
な
手
段
と
し
て
相
手
国
政
府
機
関
に
対
し
浄

化
槽
を
P
R

7
8

ミ
ャ
 
 
 

 
 
ダ
 
 

2
0
1
9

セ
ミ
ナ
 

J
o
h
ka

so
u
 &

 T
o
ile

t
T
e
c
h
n
o
lo

gy
 S

e
m

in
o
r

日
本
国
環
境
省

ア
ジ
ア
に
お
け
る
分
散
型
汚
水
処
理
に
関
す
る
知
識
と
経
験
の
共
有
、
関

係
者
の
ネ
 
 
ワ
 
 
の
形
成
を
目
的
と
し
、
分
散
型
汚
水
処
理
に
関
す
る

管
理
、
規
制
の
整
備
、
規
格
の
作
成
等
に
つ
い
て
議
論
。

7
9

ミ
ャ
 
 
 

ヤ
 
ゴ
 

2
0
1
9

展
示
会

M
Y
A
N

W
A
T
E
R
2
0
1
9

自
社

5
人
槽
と
ミ
ニ
 
 
ア
を
展
示

8
0

ミ
ャ
 
 
 

ヤ
 
ゴ
 

2
0
1
9

展
示
会

J
ap

an
 E

xp
o
 

日
本
大
使
館

ミ
ニ
 
 
ア
モ
デ
ル
の
展
示

浄
化

槽
関

連
企

業
に

よ
る

海
外

向
け

普
及

促
進

の
取

組
に

関
す

る
調

査
結

果
（

そ
の

４
）
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Ｎ
ｏ
．

国
　
名

都
市
名

実
施
・
開
催
年

種
　
別

名
　
称

主
　
体

概
　
要

8
1

日
本

東
京

2
0
2
0

動
画
撮
影

海
外
向
け
浄
化
槽
 
ロ
モ
 
 
ョ

 
ビ
デ
オ

日
本
国
環
境
省

メ
 
カ
 
及
び
海
外
の
使
用
者
に
対
す
る
イ
 
タ
ビ
 
 
撮
影
に
協
力

8
2

日
本

東
京

2
0
2
0

セ
ミ
ナ
 

T
e
c
h
n
ic

al
 S

e
m

in
ar

 f
o
r

W
as

te
w

at
e
r 

T
re

at
m

e
n
t 

in
2
0
2
0

ダ
イ
キ
ア
 
 
 

J
E
C

E
S

ケ
ニ
ア
か
ら
政
府
関
係
者
や
デ
ベ
ロ
 
パ
 
、
設
計
事
務
所
を
招
聘
し
、

J
E
C
E
S
協
力
の
下
、
浄
化
雄
に
関
す
る
セ
ミ
ナ
 
を
開
催

8
3

ケ
ニ
ア

N
ak

u
ru

2
0
2
0

W
E
B
セ
ミ
ナ
 

N
ak

u
ru

 C
o
u
n
ty

 T
e
c
h
n
ic

al
S
e
m

in
ar

ダ
イ
キ
ア
 
 
 

現
地
代
理
店

ケ
ニ
ア
の
地
方
政
府
向
け
に
浄
化
槽
セ
ミ
ナ
 
を
オ
 
 
イ
 
で
開
催
し

た
。

8
4

イ
 
ド

W
E
B

2
0
2
0

W
E
B
セ
ミ
ナ
 

T
e
c
h
n
ic

al
 S

e
m

in
ar

 f
o
r

W
as

te
w

at
e
r 

T
re

at
m

e
n
t

D
ai

ki
 A

xi
s 

In
di

a
政
府
関
係
者
や
現
地
企
業
向
け
に
水
処
理
に
関
す
る
セ
ミ
ナ
 
を
不
定

期
で
開
催
。

8
5

日
本

東
京

2
0
2
0

ワ
 
 
 
ョ
 
 
ア
ジ
ア
に
お
け
る
分
散
型
汚
水
処

理
に
関
す
る
ワ
 
 
 
ョ
 
 

日
本
国
環
境
省

傍
聴

8
6

日
本

東
京

2
0
2
0

意
見
交
換
会
A
W
aP
参
加
国
等
を
対
象
と
し
た

下
水
道
普
及
方
策
検
討
業
務

日
本
国
国
土
交
通
省
メ
 
カ
 
と
し
て
発
言

8
7

日
本

東
京

2
0
2
1

W
e
bセ
ミ
ナ
 
浄
化
槽
技
術
セ
ミ
ナ
 
(イ
 
ド
)

ダ
イ
キ
ア
 
 
 

浄
化
槽
の
選
定
、
施
工
、
メ
 
テ
な
ど
に
つ
い
て
関
係
会
社
や
政
府
担
当

者
を
対
象
に
 
1
5
回
の
ウ
ェ
ビ
ナ
 
を
開
催

8
8

日
本

東
京

2
0
2
1

W
e
bセ
ミ
ナ
 
浄
化
槽
テ
 
ニ
カ
ル
セ
ミ
ナ
 
 
 

オ
 
、
 
リ
 
 
カ
、
カ
 
ボ
ジ
ア
 

日
本
国
環
境
省

分
散
型
汚
水
処
理
に
有
効
な
手
段
と
し
て
相
手
国
政
府
機
関
に
対
し
浄

化
槽
を
P
R

8
9

日
本

東
京

2
0
2
1

W
e
b講
習

ベ
 
ナ
ム
国
天
然
資
源
環
境
省

 
M
O
N
R
E
 
職
員
に
対
す
る
浄
化

槽
に
係
る
研
修

日
本
国
環
境
省

ベ
 
ナ
ム
国
に
お
い
て
浄
化
槽
を
含
む
分
散
型
汚
水
処
理
施
設
の
維
持

管
理
を
普
及
さ
せ
て
い
く
た
め
の
 
要
な
カ
ウ
 
タ
 
パ
 
 
で
あ
る
ベ
 

ナ
ム
国
天
然
資
源
環
境
省
(M
O
N
R
E
)の
汚
水
処
理
担
当
職
員
に
対
し
、

分
散
型
汚
水
処
理
の
人
 
育
成
に
関
す
る
 W
e
b 
講
習
を
実
施
。

9
0

日
本

東
京

2
0
2
1

W
e
b会
議

A
D

B
I-

S
ta

n
fo

rd
 U

n
iv

e
rs

it
y

K
n
o
w

le
dg

e
 S

h
ar

in
g

R
o
u
n
dt

ab
le

 o
n
 C

it
y-

w
id

e
In

c
lu

si
ve

 S
an

it
at

io
n
 (

C
W

IS
)

A
D

B
I

途
上
国
に
お
け
る
衛
生
環
境
改
善
の
た
め
、
A
D
B
や
J
IC
A
な
ど
の
援
助

機
関
と
、
民
間
企
業
の
連
携
に
つ
い
て
議
論
を
す
る
こ
と
を
目
的
に
、
オ
 

 
イ
 
形
式
の
国
際
会
議
を
開
催
。
海
外
に
お
け
る
浄
化
槽
の
普
及
事
例

に
つ
い
て
紹
介
。

9
1

日
本

-
2
0
2
1

-
Y
o
u
tu
be
環
境
省
浄
化
槽
 
ロ

モ
 
 
ョ
 
ビ
デ
オ

日
本
国
環
境
省

 
ロ
モ
 
 
ョ
 
ビ
デ
オ
協
力

9
2

日
本

東
京

2
0
2
1

W
e
bセ
ミ
ナ
 

「
A
W
aP
参
加
国
等
を
対
象
と
し
た

下
水
道
普
及
方
策
検
討
業
務
」

浄
化
槽
の
導
入
可
能
性
調
査
に

関
す
る
説
明
会

日
本
国
国
土
交
通
省
意
見
交
換
の
実
施

9
3
サ
ウ
ジ
ア
 
ビ
ア

W
E
B

2
0
2
2

セ
ミ
ナ
 

サ
ウ
ジ
ア
 
ビ
ア
国
節
水
・
漏
水

対
策
、
水
質
改
善
に
係
る
情
報

収
集
・
確
認
調
査
に
係
る
セ
ミ

ナ
 

J
IC

A
サ
ウ
ジ
ア
 
ビ
ア
国
が
抱
 え
る
水
及
 び
農
業
分
野
 に
お
け
る
課
題
 の

解
決
に
資
す
 る
本
邦
企
業
の
技
術
・
製
品
の
活
用
の
可
能
性
の
調
査
。

ビ
ジ
ネ
 
 
 
 
 
グ
を
目
的
と
し
て
浄
化
槽
の
説
明
を
し
た
。

9
4

 
オ
 

W
E
B

2
0
2
2

セ
ミ
ナ
 

 
オ
 
国
テ
 
ニ
カ
ル
セ
ミ
ナ
 

日
本
国
環
境
省

 
オ
 
国
公
共
事
業
運
輸
省
、
ビ
エ
 
 
ャ
 
都
公
共
事
業
運
輸
局
な
ど

に
対
し
て
浄
化
槽
の
普
及
を
目
的
と
し
た
 
 
ゼ
 
を
行
っ
た
。

9
5

 
リ
 
 
カ

W
E
B

2
0
2
2

セ
ミ
ナ
 

 
リ
 
 
カ
国
テ
 
ニ
カ
ル
セ
ミ

ナ
 

日
本
国
環
境
省

 
リ
 
 
カ
国
水
供
給
省
、
 
リ
 
 
カ
国
環
境
省
、
国
家
下
水
道
公
社
な

ど
に
対
し
て
浄
化
槽
の
普
及
を
目
的
と
し
た
 
 
ゼ
 
を
行
っ
た
。

9
6

ベ
 
ナ
ム

W
E
B

2
0
2
2

研
修

第
2
回
キ
ャ
パ
 
テ
ィ
ビ
ル
デ
ィ
 

グ
研
修

日
本
国
環
境
省

ベ
 
ナ
ム
M
O
N
R
E
職
員
へ
の
研
修
を
目
的
と
し
て
浄
化
槽
の
 
 
ゼ
 
を

行
っ
た
。

9
7

日
本

埼
玉

2
0
2
2

工
場
見
学

ア
ジ
ア
開
発
銀
行
研
究
所

 
A
D
B
I 
「
ア
ジ
ア
の
衛
生
状
態

に
お
け
る
都
市
 
体
の
包
括
的

政
策
と
革
新
に
関
す
る
 A
D
B
I-

東
洋
大
学
 
ロ
グ
 
ム

東
洋
大
学
お
よ
び
Ａ

Ｄ
Ｂ
Ｉ、
日
本
環
境
整

備
教
育
セ
 
タ
 
な

ど

カ
 
ボ
ジ
ア
、
バ
 
グ
 
デ
ィ
 
 
 
、
イ
 
ド
ネ
 
ア
、
フ
ィ
リ
ピ
 
、
イ
 
ド

の
参
加
者
が
浄
化
槽
の
製
造
工
場
、
浄
化
槽
設
置
現
場
を
視
察

浄
化

槽
関

連
企

業
に

よ
る

海
外

向
け

普
及

促
進

の
取

組
に

関
す

る
調

査
結

果
（

そ
の

５
）
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Ｎ
ｏ
．

国
　
名

都
市
名

実
施
・
開
催
年

種
　
別

名
　
称

主
　
体

概
　
要

9
8

イ
 
ド

デ
リ
 

2
0
2
3

セ
ミ
ナ
 

日
本
・
イ
 
ド
環
境
ウ
ィ
 
 
水
環

境
セ
ミ
ナ
 

日
本
国
環
境
省

イ
 
ド
で
の
浄
化
槽
の
展
開
状
況
に
つ
い
て
オ
 
 
イ
 
で
 
 
ゼ
 
を

行
っ
た
。

メ
 
カ
 
と
し
て
の
浄
化
槽
紹
介
、
日
本
に
お
け
る
人
槽
算
定
方
法
の
紹

介 締
結
さ
れ
た
協
力
各
所
に
基
づ
き
イ
 
ド
で
の
分
散
型
処
理
普
及
の
た
め

に
浄
化
槽
の
施
工
に
つ
い
て
 
 
ゼ
 
を
行
っ
た
。

1
0
0

 
リ
 
 
カ

 
ロ
 
ボ
市

キ
ャ
 
デ
ィ
 
市

2
0
2
3

講
義

S
L
II
T
 B

u
si

n
e
ss

 S
c
h
o
o
l

U
n
iv

e
rs

it
y 

o
f 

P
e
ra

de
n
iy

a
当
事
国
代
理
店

学
生
を
対
象
に
日
本
の
浄
化
槽
技
術
や
維
持
管
理
方
法
な
ど
の
紹
介
。

1
0
1

日
本

東
京

2
0
2
3

研
修

J
IC
A
課
題
別
研
修
「
下
水
道
・
都

市
排
水
 
ネ
 
ジ
メ
 
 
」
企
業

セ
ミ
ナ
 

J
IC

A
J
IC
A
東
京
に
て
浄
化
槽
の
海
外
展
開
に
つ
い
て
 
 
ゼ
 
を
行
っ
た
。

1
0
2

日
本

北
九
州

2
0
2
3

研
修

J
IC
A
課
題
別
研
修
「
分
散
型
汚

水
処
理
 
 
テ
ム
導
入
・
普
及
」

J
IC

A
J
IC
A
九
州
に
て
浄
化
槽
の
施
工
・
メ
 
テ
に
つ
い
て
 
 
ゼ
 
を
行
っ
た
。

1
0
3

日
本

愛
媛

2
0
2
3

視
察

環
境
林
業
省
の
ア
ル
 
・
ド
ホ
 

副
大
臣
の
ダ
イ
キ
ア
 
 
 
工
場

視
察

イ
 
ド
ネ
 
ア

環
境
林
業
省

副
大
臣
一
行
を
松
山
工
場
に
招
待
し
、
浄
化
槽
に
つ
い
て
の
説
明
や
工

場
見
学
を
行
っ
た
。

1
0
4

フ
ィ
リ
ピ
 

バ
ギ
オ
市

2
0
2
3
年

F
S
・
セ
ミ
ナ
 
J
IC
A
案
件
化
調
査

J
IC

A

1
0
5

 
オ
 

ビ
エ
 
 
ャ
 

2
0
2
3

セ
ミ
ナ
 

日
本
・
A
S
E
A
N
環
境
ウ
ィ
 
 
水

環
境
セ
ミ
ナ
 

日
本
国
環
境
省

 
オ
 
天
然
資
源
環

境
省

弊
社
の
会
社
概
要
や
浄
化
槽
の
海
外
展
開
に
つ
い
て
オ
 
 
イ
 
で
 
 

ゼ
 
を
行
っ
た
。

浄
化

槽
関

連
企

業
に

よ
る

海
外

向
け

普
及

促
進

の
取

組
に

関
す

る
調

査
結

果
（

そ
の

６
）

W
E
B

2
0
2
3

セ
ミ
ナ
 

イ
 
ド

環
境
省
令
和
5
年
度
ジ
ャ
ル
 
ャ

 
テ
ィ
省
セ
ミ
ナ
 

日
本
国
環
境
省

9
9
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Ⅵ．まとめ 

 本調査業務では、次世代浄化槽システムの環境負荷低減及び浄化槽の小型(小人槽)

化、特定既存単独処理浄化槽の判断の明確化に関する調査・検討ならびに浄化槽の海外

設置基数と海外向け普及促進の取組に関する調査を行った。 

１．浄化槽システムの環境負荷低減に関する調査・検討 

   浄化槽の出荷基数中に占める環境配慮型の割合は下表の通りであった。 

 

出荷基数中に環境配慮型が占める割合（％） 

年度 

人槽 

2019 2020 2021 2022 2023 

通年 通年 通年 通年 上半期 

５～10人槽 94.3  98.0  99.6  99.8 99.9  

11～50人槽 73.8  91.3  95.0  95.3 95.7 

51 人槽以上  16.5  19.0  21.9  19.3 21.2 

全人槽 92.3 96.8 98.6 98.6 98.7 

全人槽のデータが示すように、環境配慮型が占める割合は性能要件が改定された

2019年度では 92.3％であったが、以降増加し 99％程度となっている。  

また現在、５～50人槽では 95％以上が環境配慮型となっているが、51人槽以上で

は環境配慮型が占める割合は小さく、ブロワ及びそれ以外の機器を含めた省エネ型の

浄化槽の開発等が望まれる。例えば、50 人槽以下のケースのように電磁式ブロワを

適用することや、再生エネルギーを利用したシステムを組み込むこと等が考えられる。 

  ２． 浄化槽の小型(小人槽)化に関する調査・検討 

小人槽化浄化槽を製品化することにより、例えば３人槽では建設費で 16.8％、維

持費で 26％程度削減できる可能性があることがわかった。ただし、製品化には大き

な投資が必要となり、浄化槽市場が横這いもしくは減少傾向にある中、あらたな設備

や許認可への投資は企業の事業運営に大きな影響を与えることになる。また、実際に

小人槽化浄化槽を導入するには制度面の見直しも必要となる。例えば、JIS 人員算定

の改定が必要で、また、性能評価における取り扱いについても検討されなければなら

ない。あわせて、性能評価試験の水量やピーク比の設定が必要となるなど、高いハー

ドルがあると想定され、製品化は技術的及び制度的に厳しいという結果になった。 

小人槽化浄化槽に５人槽を適用した場合は投資費用が少なく、維持管理費等の削減

が期待できる有効な方策の一つであり、既に設置されている浄化槽にも適用できるメ

リットもあり、継続的な検討が必要と考えられた。 

 ３．特定既存単独処理浄化槽の判断の明確化に関する調査・検討 

特定既存単独処理浄化槽の措置を進める制度の更なる活用に向け、『特定既存単独

処理浄化槽に対する措置に関する指針』の明確化を図るため、その判定基準を技術的

知見に基づき調査・検討を行い、当該指針の見直す内容を以下の通り整理した。 

①特定既存単独処理浄化槽の判定は、11 条検査の考え方を基本とすることで、適

正かつ客観的に判定できると考えられた。なお、11 条検査のチェック項目の中

には、特定既存単独処理浄化槽の判定に関連しない内容もあると考えられ、判定

フロー（例）と判定基準（例）は、それらを考慮し整理した。 

②特定既存単独処理浄化槽の判定フロー（例）を示した。判定フローに示した判定

基準は、11条検査の考え方と整合するよう整理した。 

③特定既存単独処理浄化槽の措置の判定フロー（例）を示した。措置の判定は３段 

階とし、漏水が認められる場合は除却（合併転換）を勧める措置とした。 
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④11 条検査のチェック項目だけでは、特定既存単独処理浄化槽の措置の判定に関

する情報が不足することが考えられ、地震履歴、井戸の設置状況、旧構造基準等

の項目を 11条検査に追加し、【特定判定】の内容を行政担当者へ伝達することが

できれば、特定既存単独処理浄化槽の制度が活用しやすくなると考えられた。 

また、妥当性を評価するため、令和３年度の 11 条検査結果の【不適正】判定を参

考に、既設単独処理浄化槽全数（新構造基準型を含む）の試算を行った。特定既存単

独処理浄化槽と判定される比率を単純に試算すると 16.6％となった。更に、11 条検

査では【おおむね適正】判定が 25.1％あり、これらの中から、保守点検や清掃等の

追加的な情報が加えられることで、特定既存単独処理浄化槽と判定されるケースもあ

ると考えられた。特定既存単独処理浄化槽に判定される件数が多くなれば、合併転換

が進むものと考えられた。  

４．浄化槽の海外設置基数と海外向け普及促進の取組に関する調査 

2023 年に海外に設置された浄化槽について、(一社)浄化槽システム協会の会員 16

社に調査を行った。2023年は 19ヶ国に小型浄化槽（50人槽以下）4,809 基、中大型

浄化槽（51 人槽以上）521 基、合計で 5,330 基が設置された。2022 年以前の実績も

加えると、55 ヶ国で小型浄化槽（50 人槽以下）53,134 基、中・大型浄化槽（51人槽

以上）2,377 基、合計で 55,511 基が設置されている。設置実績の推移を図１．１に

示す。2015年以降設置基数は急激な伸びを見せたが、2020 年は新型コロナ（COVID-19）

の影響もあり、減少した。しかし、浄化槽メーカや現地代理店等の尽力により一程度

の基数は確保されており、今後に期待が持てる結果となっている。なお、これまでに

最も多く設置された国は中国で、次がアメリカ、さらにオーストラリア、ベトナム、

ミャンマー、インド、スリランカ等に多く設置されており、2023 年の海外設置によ

る輸出・輸送・施工の総額はおよそ 29～58億円と推定された。 

2023年に海外で(一社)浄化槽システム協会の会員 16社に調査を行った普及促進に

関する取組（FS 調査や開催あるいは参画したセミナー、ワークショップ、展示会な

ど）について、時期及び内容を調査し表に整理した。 
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Ⅶ．添付資料 
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１．調査検討会議事録（要旨） 

１．１ 令和５年度第 1回次世代浄化槽システムに関する調査検討会・ＷＧ（合同開 

催）議事録（要旨） 

［１］日時  令和５年１２月６日(水) １４:３０～１７:００ 

［２］場所  ＡＰ浜松町 Ｅルーム（ＷＥＢ併用） 

［３］議題  １．委員紹介・委員長選任 

２．令和５年度業務内容について 

（１）業務仕様書について 

（２）実施計画について 

（３）各調査検討項目における業務の進め方、取りまとめ方 

（４）資料の妥当性、整合性 

３．その他      

［４］資料 １．令和５年度次世代浄化槽システムに関する調査検討業務仕様書 

       ２．実施計画書(抜粋) 

３．浄化槽システムの環境負荷低減に関する調査検討関連(案) 

４．浄化槽の小型（小人槽）化調査検討(案)及び関連資料 

５．特定既存単独処理浄化槽の指定に関する資料 

６．浄化槽の海外設置基数と海外向け普及促進の取組に関する調査(案)  

７．令和４年度次世代浄化槽システムに関する調査検討業務報告書[別冊] 

８．今後の行事等予定   

［５］出席者   沼 田 正 樹       環境省浄化槽推進室 室長 

志 太 健 一           環境省浄化槽推進室 室長補佐 

佐 藤 亮 真        環境省浄化槽推進室 指導普及係長 

杉 浦 翔            環境省浄化槽推進室 環境専門調査員 

(委員) 

蛯 江 美 孝           国立環境研究所 主幹研究員 

小 川 浩             常葉大学 名誉教授 

古 市 昌 浩          日本環境整備教育センター Ｇリーダー 

三 堀 純         ＭＲＩリサーチアソシエイツ㈱ 

山 崎 宏 史           東洋大学 教授 

         足 立 清 和（兼ＷＧ委員）アムズ㈱   

       市 成 剛          フジクリーン工業㈱  

岩 橋 正 修（兼ＷＧ委員）㈱クボタ   

高 橋 亘  （兼ＷＧ委員）㈱ダイキアクシス 

和 田 吉 弘（兼ＷＧ委員）ニッコー㈱ 

明 壁 典 夫（ＷＧ委員）  大栄産業㈱ 

中 村 智 明（ＷＧ委員） ㈱西原ネオ 

山 口 計  （ＷＧ委員） 前澤化成工業㈱ 

山 田 光 之（ＷＧ委員）  フジクリーン工業㈱  

(事務局) 

萩 原 秀 明           (一社)浄化槽システム協会 

酒 谷 孝 宏        (一社)浄化槽システム協会 

 (欠席) 

敷 島 哲 也（ＷＧ委員） 藤吉工業㈱ 

塚 本 幸 二（兼ＷＧ委員） ㈱ハウステック 

※下線は WEB 出席者  
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［６］議事要旨        

１．委員紹介・委員長選任 

事務局より本日の出席者の案内があった後、検討会の委員長について諮り、全

員一致で小川委員を委員長に選任した。引き続き沼田室長より挨拶と今年度業務

の趣旨について概説があった後、委員長を議長として議事を進行した。 

２．令和５年度業務内容について 

（１）業務仕様書について 

    佐藤係長より資料１に基づき説明があった。 

（２）実施計画について 

    事務局より資料２に基づき説明があった。 

（３）各調査検討項目における業務の進め方、取りまとめ方 

    事務局より資料３及び各調査関連資料（資料４～７）に基づき説明があった 

後、業務の進め方、取りまとめ方について協議を行い以下とした。 

１）浄化槽システムの環境負荷低減に関する調査・検討     

①前年度と同様の進め方、取りまとめ方とするが、下記について検討を加え 

る。 

 ・50人槽以下の性能要件（厳しくする方向での可能性）。 

 ・51人槽以上の性能要件（ブロワの消費電力が占める割合などから妥当な

性能要件をきめ細かく検討する）。 

②再生エネルギーの導入に関するコメントを加える。 

     ③調査票は本日以降に各委員に送付する（１月末締め切り）。取りまとめは

事務局で行う。          

    ２）浄化槽の小型（小人槽）化に関する調査・検討 

     ①平成 26 年度の結果をもとに、実施計画書に従い調査・検討する。 

     ②環境省担当官や各委員から出された下記の意見等について考慮する。 

      ・世帯人数が少なく単独から合併に転換する際、５人槽では難しい。 

      ・性能面のハードルやコストについて検討が必要。イニシャルコストが下 

がることが望ましい。ランニングコストも下がるはず。 

      ・平成 13年頃までの単独は５～10人槽のうち５人槽が占める割合は２割 

程度。現在５人槽が占める割合は 75％程度（７、８人槽→５人槽）。JIS   

の運用も変わっており、転換の際は小人槽化となる傾向があるので、５ 

人槽でもよいのではないか。 

      ・維持管理（清掃）費用を安くする方策が必要ではないか。人員比で清掃 

頻度を決めれば５人槽でも可能ではないか。 

      ・検討にあたり転換基数が拡大することが重要。 

      ・人槽ではなく水量・水質で浄化槽を選定することはできないか。 

       →JISでは人槽算定のみ。過去に提案されたが検討は見送られた。 

       →他の制度でも使われており変えることは難しい。 

      ・JIS や性能評価など制度的に小人槽化が難しいのであれば国土交通省と 

協議する。 

→小人槽化が望ましいとなれば、そのベースとなる資料作成を意識して 

取りまとめる。 

    ３）特定既存単独処理浄化槽の判断の明確化に関する調査・検討 

      ①現在の判定フローや基準をベースに、鹿児島の事例を参考に取りまとめ 

る。なお、最終的には環境省で委員会を設けて審議するため、そのベー 

スとなる資料作成を意識する。 

      ②下記の意見等について考慮する。 
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       ・現在の内容で定性的な表現を極力、定量的な表現に改める。 

        →例えば破損（著しい）や変形の程度などは定性的でわかりにくい。 

        →変形３％との意見あり。目視での確認は不可能だが。 

       ・技術的な観点で整理する。除却や修理のうらづけが必要。 

・漏水があればその程度に関係なく、すべて除却が妥当。 

       ・修理との判断となっても、構造方法の第５（地下浸透）から単独の底 

版より地下水位が高い、30ｍ以内に井戸その他水源があるなどの場合 

は除却が妥当。 

→地域によっては５ｍ以内などの基準もあるのではないか。 

・旧構造基準型は問題あれば部品の供給ができないので除却が妥当では 

ないか。あるいは、その方向で整理できないか。 

→新・旧を考慮する必要はないのではないか。 

→旧構造基準で少しでも問題があれば環境への影響が大きいとし、特 

定既存に指定することは必要。 

→特殊な部品でない限り、新たに作製して供給することは可能。対応 

するかどうかだが、メーカに依頼があった場合、実情として断りに 

くい。 

        →対応できない方向で検討できないか。 

・大腸菌関連は保守点検頻度と消毒貯留日数が設計上あわない（単独主 

流の頃は管理者つまり使用者が補充するとの考え方があった）ので盛 

り込むことは難しいのではないか。 

・処理水質（ＢＯＤ）で判断することは可能か。 

        →小規模浄化槽に法令上の水質基準はない（技術上の基準のみ）ので、 

難しいのではないか。11 条検査でも水質のみをもって判断するこ 

とにはなっていない。 

        →誰が分析費用を払うかも含め難しいのではないか。 

       ・単独が多い地域イコール 11 条未受検が多く情報が集まりにくい。苦 

情なども情報にはなるが、もっと受検数を増やす努力が当該法定検査 

機関に必要。 

       ・修理の判断の際は 11 条検査を受検することを必須としてはどうか。 

その後修理を繰り返す可能性が高く、放置すると環境への影響が大き 

いと考えられるので。 

   ４）浄化槽の海外設置基数と海外向け普及促進の取組に関する調査 

    ①前年度と同様の進め方、取りまとめ方とする。 

②調査票は事務局から本日以降（１月末締め切り）に会員各社に送付する。 

取りまとめは事務局で行う。          

（４）資料の妥当性、整合性 

   資料については妥当であり、調査・検討内容に整合している旨を確認した。 

３．その他（ＷＧ関連等） 

  足立ＷＧ委員長の議事進行で業務の分担等について協議を行い、以下とした。 

 （１）業務分担 

    ①浄化槽システムの環境負荷低減に関する調査・検討 

事務局 

    ②浄化槽の小型（小人槽）化に関する調査・検討 

     下記委員等とし、詳細は各委員で協議する。 

      敷島委員、塚本委員、中村委員、山口委員、山田委員 

      アドバイザー：市成委員、古市委員、山崎委員 
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      ・世帯員数や使用水量の推移 

       中村委員 

      ・浄化槽市場の動向、製品化の状況 

       山口委員ほか 

・処理性能を考慮した上での小人槽化浄化槽の形状と大きさ 

 山田委員ほか 

・小人槽化浄化槽の製造、施工、維持管理コスト 

 山田委員ほか 

・小人槽化浄化槽導入の効果と課題など 

 山田委員ほか 

   ③特定既存単独処理浄化槽の判断の明確化に関する調査・検討 

    下記委員等とし、詳細は各委員で協議する。 

     足立委員長、明壁委員、岩橋委員、高橋委員、和田委員 

     アドバイザー：蛯江委員、三堀委員 

   ④浄化槽の海外設置基数と海外向け普及促進の取組に関する調査 

     事務局 

（２）業務のスケジュール 

   ①次回ＷＧ予定 

    令和６年１月２５日（木） 13:30～ 於）ＡＰ浜松町会議室 

   ②第１回原稿締切 

    令和６年１月２２日（月）までに事務局へ送付 

（３）その他 

今後の行事等予定につき、事務局より資料８に基づき報告があった。   

  最後に沼田室長より、本日の総括と感謝の辞、今後の業務遂行への期待の言葉があ

った後、終了した。 

以上 
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１．２ 令和５年度第２回次世代浄化槽システムに関する調査検討会・第４回ＷＧ  

（合同開催）議事録（要旨） 

［１］日時  令和６年３月１４日(木) １４:００～１６:４５ 

［２］場所  ＡＰ浜松町 Ｄルーム（ＷＥＢ併用） 

［３］議題  １．前回議事要旨確認  

２．調査検討結果について 

（１）資料の妥当性、整合性 

（２）報告書（案）の内容の妥当性、整合性及び取りまとめ方など 

３．その他（今後の予定など）      

［４］資料 １．第３回ＷＧ議事要旨、第１回検討会議事要旨  

       ２．令和５年度次世代浄化槽システムに関する調査検討業務報告書(案) 

３．令和５年度次世代浄化槽システムに関する調査検討業務仕様書 

４．今後の行事等予定  

［５］出席者   佐 藤 亮 真        環境省浄化槽推進室 指導普及係長 

杉 浦 翔            環境省浄化槽推進室 環境専門調査員 

(委員) 

小 川 浩  （委員長）    常葉大学 名誉教授 

蛯 江 美 孝           国立環境研究所 主幹研究員 

古 市 昌 浩          日本環境整備教育センター Ｇリーダー 

三 堀 純         ＭＲＩリサーチアソシエイツ㈱ 

         足 立 清 和（兼ＷＧ委員）アムズ㈱   

       市 成 剛          フジクリーン工業㈱  

岩 橋 正 修（兼ＷＧ委員）㈱クボタ   

高 橋 亘  （兼ＷＧ委員）㈱ダイキアクシス 

塚 本 幸 二（兼ＷＧ委員） ㈱ハウステック 

和 田 吉 弘（兼ＷＧ委員）ニッコー㈱ 

明 壁 典 夫（ＷＧ委員）  大栄産業㈱ 

中 村 智 明（ＷＧ委員） ㈱西原ネオ 

山 田 光 之（ＷＧ委員）  フジクリーン工業㈱  

(事務局) 

萩 原 秀 明           (一社)浄化槽システム協会 

酒 谷 孝 宏        (一社)浄化槽システム協会 

 (欠席) 

敷 島 哲 也（ＷＧ委員） 藤吉工業㈱ 

山 口 計  （ＷＧ委員） 前澤化成工業㈱ 

山 崎 宏 史           東洋大学 教授 

※下線は WEB出席者  

［６］議事要旨        

 佐藤指導普及係長と小川委員長から挨拶があった後、委員長を議長として議事を 

進行した。 

１．前回議事要旨確認  

  事務局より資料１に基づき、第３回ＷＧ議事要旨を中心に報告があり了承した。 

２．調査検討結果について 

「（１）資料の妥当性、整合性」と「（２）報告書(案)の内容の妥当性、整合性 

及び取りまとめ方など」については同時に審議を行うこととし、資料２に基づき、 
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事務局及び執筆担当委員が順次説明を行った。 

（１）はじめに 

  事務局より説明があり、P.9別添２「開催場所」中の「す」を「第」に修正す 

る以外は意見等なく承認した。 

（２）浄化槽システムの環境負荷低減に関する調査・検討 

  事務局より説明があった後、審議を行った。主な意見等は次のとおりであった。 

・11～50人槽が 10人槽以下に比べて出荷基数中の環境配慮型の占める割合が 

やや小さいのは、環境配慮型が求められないためか。 

→11～50人槽は主に共同住宅や事業場などに設置され、市町村の補助が適 

用されない場合が多い。したがって、環境配慮型を設置する事業が適用さ 

れる場合は少なく、10人槽以下のようには求められないものと考えられ 

る。 

     →10人槽以下ほどではないが、環境配慮型に適合する割合が 95％程度と大 

きい理由は、比較的吐出風量の大きい電磁式ブロワや浅型浄化槽の開発に 

ともない電磁式ブロワが適用される機種が増えたためと考えられる。 

    ・報告書（案）の内容はこれでよいのではないか。 

  （３）浄化槽の小型（小人槽）化に関する調査・検討 

    山田委員より説明があった後、審議を行った。主な意見及び修正等は次のとお 

りであった。 

 ・P.27 「世帯員数」→「世帯人員数」に修正する。 

 ・P.28 (2013 年)→(2018 年)に修正する。 

 ・P.29  表１．３中の世帯人員比の平均値及び標準偏差を修正する。 

 ・P.30 ２～３行目の「様な」を削除する。 

 ・P.30 １．２項の３～４行目の空欄を詰める。 

 ・P.30 最下行及び次ページの表１．４→表１．５に修正する。 

 ・P.31 ２行目の「平均水量と１人あたり」→「平均水量から１人当たり」に 

修正する。 

 ・P.32 ８行目の「9時から 10時間」→「9時から 10時の間」に修正する。 

 ・P.34 ４行目の構造例示型→告示型に修正し、７行目も同様に修正するが、 

図２．３中では構造例示型の表記であることを付記する。 

    ・P.34 図２．３は古市委員から見やすい資料を入手し差し替える。 

    ・P.34 表２．２中の未表記の箇所を修正し、令和３年度の報告書からの引用 

である旨を付記する。 

    ・P.35 図３．１のタイトルを概略図(例)に修正する。 

    ・P.35 下から５行目の「低く」→「少なく」に修正する。 

    ・P.35 最下行に現行機種の最小値に合わせた旨を付記する。 

    ・P.36 （３）寸法中の「ピーカット」→「ピークカット」に修正する。 

    ・P.37 ４項の２行目「前述した」→「１．１項に示した」に修正する。 

    ・P.38 （２）設備投資中の３行目「主に」から６行目「使用されている。」 

までを削除する。 

    ・P.38 表４．２に生産ラインの変更等は含まれていない旨を付記する。 

    ・P.41 ４．３項の清掃費は変わらない可能性がある旨の表記とする。 

    ・P.42 表４．５中の合計欄に 100％を付記する。また、「万円」については 

見やすい表記を検討する。 

    ・P.42 ５．１（３）は「本体費用」のタイトルに修正する。 

    ・P.43 ６項の小人槽化は「投資が大きく製品化は厳しい」結論とする。 

    ・P.43 ６項の 10行目「運転仕様変更案製品化」は「運転仕様変更による製 
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品化」に修正し、既に設置されている浄化槽にも適用できる旨を付記 

する。 

    ・P.43 参考文献の順序を報告書中の表記順に修正する。 

  （４）特定既存単独処理浄化槽の判断の明確化に関する調査・検討 

足立委員より説明があった後、審議を行った。主な意見及び修正等は次のとお 

りであった。 

 ・共通 「受験」→「受検」に修正する。 

 ・P.57 判定基準は無届浄化槽や未受検浄化槽にも該当する旨を付記する。 

 ・P.57、58 

     漏水＝除却を反映した内容に修正する。 

 ・P.58 図４．１の「特定既存単独処理浄化槽と判定され措置が必要」は「特 

定既存単独処理浄化槽の措置に関する評価」等の表現に修正する。 

    ・P.59 表４．３の汚水処理概成の年数は 2026 年までのものであることを明 

記する。 

    ・P.59 ５項のタイトル中「試算」→「妥当性評価」に修正する。 

    ・P.59 ５．２項に今回検討した理由とこれまでの内容との違い（新構造基準 

を含むなど）を付記する。 

    ・P.65 下から３、４行目の既存単独に関する表記は削除する。また、それ以 

降の文章についても誤解を招かないような表現を検討する。 

    ・P.66 ９項中の【おおむね適正】判定の箇所に保守点検、清掃等の追加的情 

報を加味することで特定と判断される内容となることを付記する。 

  （５）浄化槽の海外設置基数と海外向け普及促進の取組に関する調査 

   事務局より説明があった後、審議を行った。主な意見等は次のとおりであっ 

た。 

    ・設置場所の「－」が、今回「各地」と表記されているものが多いが理由はあ 

るか。 

→各社から報告があった内容をそのまま反映しており、特段の理由はない。 

いずれも設置場所の把握が難しいためと考えられる。 

    以上、審議の結果、本日の資料の内容は妥当であり、今回の意見等を反映した 

修正等を加えて取りまとめることで、報告書の内容は仕様書及び提案書に沿った 

妥当性、整合性を有することが確認された。 

３．その他（今後の予定など） 

 事務局より資料４に基づき、今後の行事等の報告があった。また、報告書の内 

容等について意見や修正等の指摘がある場合は３月 15 日(金)までに事務局に知 

らせてほしい旨、最終版の内容は委員長一任とし、各担当の修正資料は遅くとも 

３月 19日(火)までに事務局に送付し、事務局で取りまとめた上で委員長（各委 

員含む）及び環境省担当官に送付し、内容を確認していただきたい旨、事務局よ 

り要請があった。 

  最後に佐藤指導普及係長より、本日の総括と感謝の辞、今後の業務遂行への期待の

言葉があった後、終了した。 

以上 
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 ２．検討ＷＧ議事録（要旨） 

  ２．１ 令和５年度第２回次世代浄化槽システムに関する調査検討ＷＧ議事録（要旨） 
［１］日時  令和６年１月２５日(木) １３:３０～１７:２０ 

［２］場所  ＡＰ浜松町 Ｄルーム（ＷＥＢ併用） 

［３］議題  １．前回議事要旨確認 

２．令和５年度業務の進捗状況・方向性について 

（１）浄化槽システムの環境負荷低減に関する調査・検討 

（２）浄化槽の小型（小人槽）化に関する調査・検討 

（３）特定既存単独処理浄化槽の判断の明確化に関する調査・検討 

３．今後の予定等      

［４］資料 １．前回議事要旨 

       ２．浄化槽システムの環境負荷低減関連 

３．浄化槽の小型（小人槽）化関連 

４．特定既存単独処理浄化槽の判断の明確化関連 

５．業務仕様書 

６．今後の行事等予定   

［５］出席者   佐 藤 亮 真        環境省浄化槽推進室 指導普及係長 

杉 浦 翔            環境省浄化槽推進室 環境専門調査員 

(委員) 

足 立 清 和       アムズ㈱   

明 壁 典 夫       大栄産業㈱ 

       岩 橋 正 修       ㈱クボタ  

敷 島 哲 也       藤吉工業㈱ 

高 橋 亘         ㈱ダイキアクシス 

塚 本 幸 二       ㈱ハウステック 

中 村 智 明       ㈱西原ネオ 

山 口 計         前澤化成工業㈱ 

山 田 光 之        フジクリーン工業㈱  

和 田 吉 弘       ニッコー㈱ 

(検討会委員) 

蛯 江 美 孝           国立環境研究所 主幹研究員 

小 川 浩             常葉大学 名誉教授 

古 市 昌 浩          日本環境整備教育センター Ｇリーダー 

三 堀 純         ＭＲＩリサーチアソシエイツ㈱          

(事務局) 

萩 原 秀 明           (一社)浄化槽システム協会 

酒 谷 孝 宏        (一社)浄化槽システム協会 

※下線は WEB 出席者  

［６］議事要旨        

   足立ＷＧ委員長より挨拶があった後、委員長を議長として議事を進行した。 

１．前回議事要旨確認 

  事務局より資料１に基づき報告があり、了承した。 

２．令和５年度業務の進捗状況・方向性について 

（１）浄化槽システムの環境負荷低減に関する調査・検討 

   事務局より資料２に基づき説明があった後、協議を行った。主な意見等は次 

の通りであった。 
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  ・消費電力のグラフ中の基準値が違う。製品最大値と同等の値となる。 

  ・電磁式ブロワの消費電力はこれ以上の削減は技術的に困難と考えられる。 

・環境配慮型としてコストが高いブロワを採用している背景がある。 

  ・ネオジウムによって消費電力は低減されたが、これに代わるものがない。 

  ・ネオジウムは中国産がほとんどで、今後も安定的に供給されるとは限らない 

のではないか。   

    ・本日の意見を参考に再検討する。 

（２）浄化槽の小型（小人槽）化に関する調査・検討 

   中村委員、山口委員、山田委員より資料３に基づき説明があった後、協議を 

  行った。主な意見等は次の通りであった。 

  ・資料中の数値の取扱い（切り上げ切り下げなど）が統一されていないので、 

統一すべき。 

  ・過去データで推測値を用いているケースがあるが、実績値に修正した方が良 

い。 

  ・地域別世帯人数はもう少し詳しいデータで比較した方が良いのではないか。 

例えば、東北６県を県別にする、また、可能であれば県や市町村の浄化槽地 

域のデータを調査するなどが望ましいと考えられる。 

→蛯江委員より下水道整備区域とそれ以外の世帯人口の比較データ提供が 

あった。 

→小川委員、古市委員より法定検査機関からデータ収集可能か確認する旨の 

発言があった。 

  ・図 2.2.4のデータは平均値であることを記載した方が良い。 

  ・世帯人数や使用水量のまとめとして、日間使用水量グラフ（ピーク水量含む） 

など、設計に関わるデータを市場の動向の前に整理した方が良いのではない 

か。 

    ・更なるコンパクト型の容積等報は JECES の維持管理テキストに記載があるの 

で利用してはいかがか。 

    ・各社コンパクト型浄化槽の一覧表に容量を加えた方が良い。 

    ・小人槽化浄化槽の寸法と容量が合わないのではないか。 

    ・（３）のタイトルから「処理性能を考慮した上での」を削除する。 

    ・製品化の検討の項で水質性能に関する考察を加える。 

    ・維持管理の項の「現実的ではないと考えられる」は削除する。 

    ・小人化浄化槽と現製品のコスト比較を可能な限り数値化する。 

    ・検討の方向性は良い。本日の意見等を参考に資料を作成する。 

（３）特定既存単独処理浄化槽の判断の明確化に関する調査・検討 

   足立ＷＧ委員長、岩橋委員より資料４に基づき説明があった後、協議を行っ 

た。主な意見等は次の通りであった。 

  ・古市委員より手引き作成時の経緯（法定検査機関がかかわることの限界など） 

について紹介があった。 

    ・無届浄化槽は特定既存と判定してよいのではないか。 

    ・別紙１、２の内容で、技術的根拠を示すことが可能なものを記載すればよい 

のではないか。 

    ・漏水の判断で 24時間は現実的ではなく、また、2mm は誤差範囲ではないか。 

    ・法定検査機関との連携を強く主張することが望ましい。     

    ・例えば、行政の考え方で漏水や水平の判断について、特に技術的根拠は求め 

られていないと考えられる。メーカとして意見があれば別だが。 

    ・製品製造終了後、部品の供給は 7年（根拠要）を期限として、それを超えて 
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いれば特定既存と判断する。ただし、管理士などが修理を施したものはＯＫ 

でよいのではないか。 

    ・本日の意見をもとに再検討する。 

３．今後の予定等      

  ・事務局より資料６に基づき報告があった。 

  ・第３回ＷＧの開催は３月 1日（金）１３：３０～１７：００ 於）ＡＰ浜松 

町とし、資料は２月２７日（火）までに事務局へ送付する。 

    ・第２回検討会の開催は３月１４日（木）１４：００～１７：００ 於）ＡＰ 

浜松町とする。 

以上 
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２．２ 令和５年度第３回次世代浄化槽システムに関する調査検討ＷＧ議事録（要旨） 

［１］日時  令和６年３月１日(金) １３:３０～１７:３０ 

［２］場所  ＡＰ浜松町 Ｏルーム（ＷＥＢ併用） 

［３］議題  １．前回議事要旨確認 

２．令和６年度業務の進捗状況・方向性について 

（１）浄化槽システムの環境負荷低減に関する調査・検討 

（２）浄化槽の小型（小人槽）化に関する調査・検討 

（３）特定既存単独処理浄化槽の判断の明確化に関する調査・検討 

（４）浄化槽の海外設置基数と海外向け普及促進の取組に関する調査 

（５）その他 

３．今後の予定等      

［４］資料 １．前回議事要旨 

      ２．報告書案及び関連資料 

２．１業務報告書（案） 

２．２浄化槽行政に関する調査結果 

２．３既存単独処理浄化槽の減少予測と合併転換手法に関する考察 

２．４鹿児島県における特定既存単独処理浄化槽の判定と改善状況につ 

いて 

       ２．５その他関連資料 

       ３．業務仕様書 

４．今後の行事等予定   

［５］出席者   杉 浦 翔            環境省浄化槽推進室 環境専門調査員 

(委員) 

足 立 清 和       アムズ㈱   

明 壁 典 夫       大栄産業㈱ 

       岩 橋 正 修       ㈱クボタ  

敷 島 哲 也       藤吉工業㈱ 

高 橋 亘         ㈱ダイキアクシス 

塚 本 幸 二       ㈱ハウステック 

中 村 智 明       ㈱西原ネオ 

山 口 計         前澤化成工業㈱ 

山 田 光 之        フジクリーン工業㈱  

和 田 吉 弘       ニッコー㈱ 

(検討会委員) 

市 成 剛         フジクリーン工業㈱  

小 川 浩             常葉大学 名誉教授 

三 堀 純         ＭＲＩリサーチアソシエイツ㈱          

(事務局) 

萩 原 秀 明           (一社)浄化槽システム協会 

酒 谷 孝 宏        (一社)浄化槽システム協会 

※下線は WEB 出席者  

［６］議事要旨        

   足立ＷＧ委員長より挨拶があった後、委員長を議長として議事を進行した。 

１．前回議事要旨確認 

  事務局より資料１に基づき報告があり、以下の修正を加えることで了承した。 

 ①（２）浄化槽の小型（小人槽）化に関する調査・検討の項の 18 行目の報を削 
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除する。  

   ②（２）浄化槽の小型（小人槽）化に関する調査・検討の項の 25行目小人化→ 

小人槽化に修正する。 

２．令和５年度業務の進捗状況・方向性について 

（１）浄化槽システムの環境負荷低減に関する調査・検討 

   事務局より資料２.1に基づき説明があった後、協議を行った。主な意見等 

は次の通りであった。 

  ・表５．１のＮｏ．の意味は？ 

   →機種数を表している。 

  ・適用ブロワが複数ある場合は消費電力が最小のものを表記した旨を付記した 

方が良い。 

    ・消費電力が著しく小さい機種についてはトップランナーと解釈されるため、 

     特殊なケースであればその旨を付記した方が良い。 

    ・図５．２及び図５．３に通常型の例であることを付記する。 

    ・P.26④の 51人槽以下→50人槽以下に修正する。 

    ・５．３考察とし、非エネルギー起源や維持管理による脱炭素化について記載 

する。     

（２）浄化槽の小型（小人槽）化に関する調査・検討 

   山田委員、中村委員、塚本委員、山口委員等より資料２．１に基づき説明が 

あった後、協議を行った。主な意見等は次の通りであった。 

  ・表１．３に平均値と標準偏差を付記し、前ページの最終段落は削除する。 

  ・P.31 に３人槽のピーク水量と係数を記載する。 

  ・コンパクト浄化槽→コンパクト型浄化槽に修正する。 

  ・P.34 の通称：モアコンパクト型は削除する。図２．３は修正しない（見や 

すい図に入れ替える）。 

  ・小人槽浄化槽→小人槽化浄化槽に修正する。     

  ・表２．２や図３．１など「例」を付記した方が良いものには付記する（その 

他の表や図を含む）。 

  ・構造基準型→告示型に修正する。 

  ・図３．２や②容量の項、表３．２に引用含め説明文を付記する。 

  ・P.38 の４項の前述→１．（１）よりに修正する。 

    ・P.41～42 の単位を大文字小文字で区別をする（w→W、kw→kW、kwh→kWh）。 

  ・原価は記載せず、比率表記とする。 

  ・年間の費用にはその旨を表記する。 

  ・費用の提示が必要であれば、助成基準額を表記し、そこから算定した費用を 

表記する。 

    ・コストダウンは製造と施工・維持管理を分け、メーカとしては見合わない旨 

を付記する。 

    ・半角と全角を統一する（5人槽→５人槽など）。 

    ・P43の６項の「規格」は削除する。    

（３）特定既存単独処理浄化槽の判断の明確化に関する調査・検討 

   足立ＷＧ委員長より資料２．１及び関連資料に基づき説明があった後、協 

議を行った。主な意見等は次の通りであった。なお、事務局のミスにより資料 

が不足しており、委員の資料から一部をコピーし対応した。 

  ・特定既存単独処理浄化槽の判定フロー図に YES や Noの表記を付記する。 

  ・措置の判定で 5年以内は「速やかに」に修正する。 

  ・井戸水からの距離は構造基準及び同解説（BCJ）の内容を技術的根拠として 
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盛り込む。 

    ・11条検査結果による判定の試算でおおむね適正の場合に特定既存単独とす 

るのには違和感がある。該当する可能性があるとの説明がいるのではないか。 

    ・11条検査未受検基数の中から保守点検や清掃業者からの情報をもとに特定 

既存と判定する旨を表記する。 

（４）浄化槽の海外設置基数と海外向け普及促進の取組に関する調査 

事務局より資料２.1に基づき説明があった後、協議を行った。主な意見等 

は次の通りであった。 

        ･モルディブの設置年を 2023に修正する。 

  （５）その他 

    ・Ⅴ．まとめ は事務局にて作成する。 

３．今後の予定等      

  ・第２回検討会は３月１４日（木）１４：００～１７：００ 於）ＡＰ浜松町 Ｄ 

ルームにて開催する。出席者については事務局から各委員に確認する。 

    ・修正資料は３月１１日(月)午前中までに事務局へ送付する。     

以上 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

リサイクル適正の表示：印刷用の紙にリサイクルできます 
この印刷物は、グリーン購入法に基づく基本方針における「印刷」 

に係る判断の基準にしたがい、印刷用の紙へのリサイクルに適した 

材料［Ａランク］のみを用いて作製しています。 
 

 


